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ま え が き 
 
 

技能実習制度は、我が国が先進国としての役割を果たしつつ国際社会との調和ある発展を図

っていくため、実践的な技術、技能等の開発途上国等への移転を図り、開発途上国等の経済発

展を担う「人づくり」に協力することを目的として創設されたものです。 

この技能実習制度では、技能等を修得するため我が国に入国する開発途上国等の方々が、技能実

習生として実習実施機関との間で雇用契約を締結し、生産現場等での労働を通じて実践的な技

能等を修得します。 

このため、実習実施機関は労働関係法令上、使用者（事業主）としての義務を負うことに

なりますが、団体監理型の技能実習は、監理団体の責任及び監理の下に行われることとされて

おり、監理団体は、労働関係法令等の遵守も含め、適正な技能実習の実施について、実習実施

機関を指導することが必要です。 

技能実習制度は、我が国の国際貢献において重要な役割を果たしていますが、その一方で、

一部の受入れ機関において、制度の趣旨を理解せず、労働関係法令の違反等についての指摘が

あります。そこで、外国人の技能実習における技能等の修得等の確保及び技能実習生の保護を

図るため「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」が過日成立し

ました。今後とも監理団体・実習実施機関の皆様におかれましては、本ハンドブックを活用

し、適正に技能実習を実施して頂きますようお願い致します。 
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１．技能実習生に係る労働関係法令、労働・社会保険関係法令等の適用 
 
 

「技能実習制度」は、雇用関係の下で技能等を修得・習熟する制度である。そのため、技能実習

生は「労働者」であるとともに、外国人であることから「外国人労働者」に該当するものとして扱

われている。一般に外国人労働者は、日本語や我が国の労働慣行に習熟していないこと等から、

就労に当って各種のトラブル等が発生しがちであるため、厚生労働省は、その雇用・労働条件管理

について指針を策定し、適切な労務管理を行うよう啓発指導を行っている。 

また、技能実習生は、①技能等の修得が目的であること、②一定の日本語教育が行われているこ

と等の点において一般の外国人労働者と異なるが、雇用・労働条件管理の面で企業として留意すべ

き事項には大きな差はない。本ハンドブックでは雇用・労働条件として基本的な労働契約を結ぶ際

の留意点、賃金・労働時間等の労働条件、労働・社会保険関係法令の適用及び安全と健康確保のた

めの留意点等について説明する。 

なお、団体監理型の技能実習においては、技能実習生の受入れ（募集・採用）に当たって、職業

紹介事業の許可を受け又は届出を済ませた監理団体が、送出し機関と連携し、技能実習生を実習実

施機関にあっせんすることとなる。 

この場合監理団体は、入管法令上、収益を得てあっせんを行うことは認められていない。監理団

体、実習実施機関は職業安定法、入管関係法令等に従い、適正な職業紹介業務の実施及び受入れ

（募集・採用）を行わなければならない。 

 
 
 

(1) 労働関係法令、労働・社会保険関係法令の周知 
 
 
 

実習実施機関は、労基法等関係法令、労働・社会保険関係法令の定めるところにより、

その内容についてその周知を行うものとする。その際には、分かりやすい説明書を用いる等

外国人労働者の理解を促進するために必要な配慮をするよう努めるものとする。 
 

 

技能実習生は、実習実施機関との雇用関係の下に報酬を受けるものであり、労基法上の「労働

者」に該当することから、通常の労働者と同様、労基法をはじめ労働関係法令等が適用される。 

労働関係法令を周知することは、労基法第 106 条、労働安全衛生法第 101 条に定められている

ことに加え、入管関係法令で、技能実習生の法的保護に必要な情報として、入管法や労働関係法

令の講習が監理団体に義務付けられた。実習実施機関は、これらの措置に留意するほか、技能実

習生が、一般に日本の法令についての基礎知識がない場合が多く、日本語にも不自由な場合が多

いことから、わかりやすい説明書を用いるなどにより、その理解の促進に努めなければならない。 

監理団体は、実習実施機関に対して適切な指導を行って、問題発生の未然防止に努めなければ

ならない。 
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厚生労働省は、JITCO を通じて技能実習生向けに労働関係法令の概要や生活利便向上のための事

項を解説した「技能実習生手帳」（中国語、ベトナム語、インドネシア語、フィリピン語、タイ語、

英語）を作成し、原則、本人入国時に交付している。 

監理団体は、技能実習生が当該手帳を所持しているかどうかを確認し、講習時に、その趣旨を説

明の上、技能実習生が活用するよう指導する必要がある。 

労災保険、雇用保険、健康保険、厚生年金保険等の労働・社会保険関係法令についても、周知す 

ることとされている。しかし、日本人労働者の場合と同様な方法によるのでは十分な周知を図るこ 

とは困難であるため、実習実施機関は、雇入れ時の説明の他、文書の提示、備付け、配付をして、 

必要に応じ何時でも相談に応じられるようにする必要がある。 

また、監理団体が技能実習生からの相談に対応する措置が義務付けられていることから、監理団 

体でも相談に応じられるようにする必要がある。 

〔参考〕「外国人労働者の雇用状況の届出」：実習実施機関は、新たに技能実習生を雇い入れた場合 

又はその雇用する技能実習生が離職した場合には、その者の氏名、在留期間その他の事項 

を確認し、管轄の公共職業安定所長に届け出なければならない。  

この届出は、雇用保険被保険者資格取得届・喪失届の提出に併せて行う。 

〔参照条文〕労基法第９条、第 106 条、安衛法第 101 条、雇用対策法第 28条 

〔関係法令等〕労基法、最賃法、安衛法、労災保険法、職業安定法、雇用保険法、健康保険法、厚 

生年金保険法、労働契約法、雇用対策法、男女雇用機会均等法、入管法、指針第５ 

 
 

(2) 法令以外のガイドライン等に対する留意の必要性 

技能実習制度においては、一般的な労働条件に加えて、在留管理や監理費の負担等の特有な事項 

があることから、実習実施機関は、労働関係法令を遵守するとともに、指針、法務省指針、運営

基本方針及び「外国人技能実習制度における講習手当、賃金及び監理費等に関するガイドライン」 

JITCO 策定（2012 年７月 JITCO 改訂）についても留意する必要がある。 

 
 

２．労働契約（雇用契約）の締結と終了 
 
 

実習実施機関は、技能実習生が雇用関係の下にあることを明確にするため、労働契約書の作成 

等労働条件を文書により明確化する措置を講じなければならない。 
 

 

技能実習生は、日本の法令、職場慣行等を必ずしも理解していないこと、契約意識が強いこと等か 

ら、実習実施機関との間でトラブルが生じるおそれがあり、いったんトラブルが発生すると言葉や文 

化の相違により、その解決が容易でない場合がある。 

トラブルの未然防止と技能実習の成果向上の見地から、労働契約を締結し、文書化する等実習実施 

機関と技能実習生の権利義務関係を明確にしておくことが極めて重要である。このため、雇用契約 

書・雇用条件書（母国語併記）を作成・交付することとしているので、これを遵守する必要がある。 

また、労働契約は、入国前に締結しなければならないことに留意すべきである。 
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(1) 労働契約の期間 

期間の定めのない場合を除き、労働契約期間の上限は、原則３年である。 

技能実習生は１年を超える契約を締結した場合でも、１年経過後は、実習実施機関に申し出るこ 

とによって、いつでも退職できることに留意する必要がある。  

また、１年未満であっても、止むを得ない事情がある場合には技能実習生は退職できることに留 

意する必要がある。 

〔参考条文〕労基法第 14条、附則第 137 条、民法 628 条 
 
 
(2) 労働契約締結時の注意事項 

① 労働契約の原則 

労働契約は、技能実習生及び実習実施機関が対等の立場における合意に基づいて締結し、又 

は変更すべきものである。 

技能実習生及び実習実施機関は、その合意により、労働契約の内容である労働条件を変更す 

ることができる。 

〔参照条文〕労働契約法第３条、第８条 

 
 

② 差別的取扱いの禁止 

実習実施機関は、技能実習生の国籍、信条又は社会的身分を理由として、賃金、労働時間そ

の他の労働条件について、差別的取扱いをしてはならない。また、技能実習生が女性であるこ

とを理由として、賃金について、男性と差別的取扱いをしてはならない。入管関係法令で日本

人労働者と同等額以上の報酬とすることが求められている。さらに、労働者の配置、教育訓練

といったあらゆる雇用管理の段階において性別を理由とした差別的取扱いをしてはならない。 

このほか、労働組合法では、「労働者が労働組合の組合員であること、労働組合に加入し、

若しくはこれを結成しようとしたこと等の故をもってその労働者に対して不利益な取扱いをす

ること」等を不当労働行為として禁止しているが、これらの規定の適用についても日本人と同

様の取扱いとなることに留意すること。 

〔参照条文〕労基法第３条、第４条、労働組合法第７条、男女雇用機会均等法第６条 

〔関係法令等〕指針第四-二-１ 
 
 

③ 就業規則の効力 

労基法で定める基準に達していない労働条件を定める労働協約･就業規則及び労働契約は、

その部分については無効である。無効となった部分は労基法で定める基準による。 

また、技能実習生と実習実施機関が、就業規則とは違う内容の労働条件を個別に合意してい 

た場合には、その合意していた内容が、技能実習生の労働条件になる。ただし、技能実習生の 

労働契約の内容は就業規則の定める労働条件を下回ってはならない。就業規則で定める基準に 

達しない労働条件は無効となり、無効となった部分は、就業規則で定める基準による。なお、

労働条件の基準に関する法令･就業規則の上下関係は、労基法等の強制法規→労働協約→就業

規則→労働（雇用）契約となる。 

〔参照条文〕労基法第 13条、労働契約法第７条、第 12条 
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(3) 労働条件の明示義務とその方法 

① 明示する事項及び書面交付事項並びに労働契約の内容の理解の促進 

実習実施機関は、労働契約の締結に際し、技能実習生に対して賃金、労働時間等の労働条件 

を明示しなければならない。明示すべき事項は、表Ⅰのとおりであるが、特に、表内の(1)① 

から⑥の６項目は、必ず明示しなければならない事項であり、さらに「昇給」を除く事項につ 

いては、書面の交付によらなければならない。 

実習実施機関は、技能実習生に提示する労働条件及び労働契約の内容について、技能実習生 

の理解を深めるようにするとともに、技能実習生及び実習実施機関は、労働契約の内容につい 

て、できる限り書面により確認すること。 

（以上の点については JITCO 書式の雇用条件書を交付していれば問題ない。） 

〔参照条文〕労基法第 15条、労基則第５条、労働契約法第４条 

JITCO は、厚生労働省が作成した「外国人労働者向けモデル労働条件通知書」を基に各国語版 

（中国語、英語、インドネシア語、ベトナム語、タイ語・フィリピン語、カンボジア語、ミャン

マー語、モンゴル語、ラオス語、ネパール語、シンハラ語、ベンガル語）の「雇用条件書（様 

 式）」を作成している。（本ハンドブックの参考資料に掲載している。） 

 
 

表Ⅰ 明示する労働条件の範囲 

 
(1) 必ず書面を交付して明示しなければならない事項（但し、⑤中の「昇給」に関する事 

項を除く） 

① 労働契約の期間に関する事項 

② 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項（2013 年４月１日か 

ら施行） 

③ 就業の場所及び従事すべき業務に関する事項 

④ 始業及び終業時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇、労 

働者を２組以上に分けて就業させる場合は就業時転換に関する事項 

⑤ 賃金の決定、計算及び支払方法、賃金の締切り及び支払の時期並びに昇給に関する 

事項 

⑥ 退職に関する事項（解雇の事由を含む。） 

(2) 定めをする場合には明示しなければならない事項 

① 退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算・支払いの方 

法、退職手当の支払いの時期に関する事項 

② 臨時に支払われる賃金、賞与及び最低賃金に関する事項 

③ 労働者に負担させる食費、作業用品代その他に関する事項 

④ 安全・衛生に関する事項 

⑤ 職業訓練に関する事項 

⑥ 災害補償、業務外の疾病扶助に関する事項 

⑦ 表彰、制裁に関する事項 

 ⑧ 休職に関する事項 

※技能実習生においては、(2)③のその他に関して、賃金控除協定（３(1)③参照）に基づ 

く宿舎費、水道光熱費等控除に関する事項が含まれる。 
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② 書面記載に当たっての留意点 

(ｱ) 労働契約の期間及び期間の定めのある契約を更新する場合の基準 

団体監理型では、入国後一定期間、講習を実施することが義務づけられている。雇用契約

期間の始期は、講習終了後の｢技能等の修得をする活動｣を開始する日からとなる。終期に 

ついては、技能実習予定期間に基づき記載するのが原則である。その場合、｢在留資格を喪 

失したときは、その時点で労働契約は終了する｣ことを、例えば雇用契約書等に付記してお 

くこと。 

また、期間の定めのある雇用契約の契約期間の満了後に契約を更新する場合があるときは、 

更新する場合の基準に関する事項を明示すること。 

(ｲ) 就業の場所及び従事すべき業務 

雇入れ直後の就業場所及び業務を明示すれば足りるが、具体的かつ明確に説明すること。 

変動が予定されている場合はその旨を説明すること。 

(ｳ) 労働時間 

当該技能実習生に適用される労働時間・休憩時間等に関する具体的な条件を明示すること。 

就業規則を作成している場合は、所定外労働時間以外の項目については、項目ごとの考え方

を説明した上で、就業規則上の該当条項を網ら的に示すことで足りる。 

(ｴ) 賃金 

手取り額を明らかにすることが、トラブルを避ける上で望ましいことから、税金、各種保 

険料、その他労使協定に基づく控除等についてよくわかるように説明すること。 

この場合、残業手当など変動する場合もあるので、事前に正確な手取り額を計算して明示 

することまで一律に求めているわけではないが、大体の手取り額を示したあとは税金など 

による控除があるという仕組みを十分説明しなければならない。賃金からの控除について 

は、表Ⅱ「講習手当・賃金からの控除」を参考にすること。 

また、監理費・管理費について、法務省指針において技能実習生に負担させてはならない 

としており、JITCO においても「外国人技能実習制度における講習手当、賃金及び監理費等 

に関するガイドライン」の中で「講習手当・賃金からの監理費・管理費の徴収禁止」を定 

めている。理由の如何を問わず監理団体・実習実施機関及び送出し機関は講習手当又は賃 

金から監理費・管理費を控除してはならない。 

技能実習生の賃金は、支払総額と手取り額に相違がある。賃金は、日本の労働者と同様に 

国や地方公共団体の税金や国の社会保険・雇用保険の本人負担の保険料が控除され、労使 

協定に基づく控除もある。どのくらいの額が控除されるかは表Ⅱを参照すること。 
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表Ⅱ  講習手当・賃金から控除されるもの（平成 28年度） 
 

控除の種類 講習手当 賃  金 

所得税 

課税されない。  

ただし、生活実費を超え

るものは、この限りでは 

ない。 

(課税標準額) (税率) (速算控除額) 

195 万円以下 5％ － 

330 万円以下 10％ 97,500 円 

695 万円以下 20％ 427,500 円 
税  金 

住民税 課税されない。 

所得割（課税標準額）×（税率）約10％ 

（自治体によって税率は異なるが、概ね

10％：市民税6％＋県民税4％）  

均等割 約 5,000円 

健康保険料 制度が適用されない。 

標準報酬月額×約5.0％（全国平均） 負担  

標準賞与額 ×約5.0％（全国平均） 負担 

（全国健康保険協会に加入場合。ただし、

都道府県単位で保険料率が異なる。） 

厚生年金保険料 制度が適用されない。 
標準報酬月額×9.091％負担 28 年 9 月 

標準賞与額 ×9.091％負担 分から 

法 

定 

控 

除 

国  の

保険料 

雇用保険料 制度が適用されない。 
賃金額×0.4％  負担（ただし業種によ 

り保険料率が異なる） 

協
定
控
除 

労基法に基づく労

使協定に規定する

もの 

制度が適用されない。 
労使協定の規定による。 

（例：寮・宿舎費） 

実費弁償 

（例：昼の給食代） 

実習実施機関との取決め 

による。 

実習実施機関が賃金から控除するのであ 

れば上記の労使協定の対象となる。 

（注１）課税標準額は、賃金額から必要経費を引いて給与所得を計算し、さらに社会保険
控除等を差し引いた賃金額が対象となる。また、実際の税金は、この課税標準額
に税率を乗じた額から速算控除額を差し引いた額である。 

（注２）租税条約について 

    日本が技能実習生の母国と締結している租税条約は、国毎に内容がそれぞれ異な
り、技能実習生に係る租税の免除についても同様で、所得税･住民税が免除される
可能性がある国もある。したがって、技能実習生の所得税の免除については、事
前に必ず所轄税務署に相談すること。住民税については、所得税が免除され、条
約締結相手国に住民税がある場合に限り、免除される可能性があるので、当該地
方公共団体に相談すること。 

（注３）在留期間が１年未満で帰国する者は、所得税･住民税について別の取り扱いとなる
場合がある。 

 〔参照条文〕労基法第１５条、労基則第５条 

〔関係法令等〕「外国人技能実習制度における講習手当、賃金及び監理費等に関するガイドライ 

ン」Ⅱ-1-(4)、Ⅱ-2-(1)、Ⅱ-4-(4)、指針第四-二-２ 

(4) 賠償予定の禁止 

技能実習生が技能実習期間の途中で帰国するなど、労働契約の不履行について違約金を定めたり 

損害賠償額を予定する約束をしてはならない。 

しかしながら、技能実習生の重大な過失によって現実に生じた損害について賠償を請求すること 

を禁止する趣旨ではない。 

〔参照条文〕労基法第 16条、民法第 420 条 

(5) 前借金相殺の禁止 

技能実習生が前借金により身分的拘束を伴う労働を強制されることを防止するために、使用者は、 

前借金その他労働することを条件とする前貸の債権と賃金を相殺してはならない。 

「前借金」とは、労働契約の締結時又は後に労働することを条件として使用者から借入れ、将来の賃

金により弁済することを約束する金銭である。 
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〔参照条文〕労基法第 17条、民法第 510 条 

 
(6) 強制貯金の禁止  

使用者は、労働契約に付随して貯蓄の契約をさせ、又は貯蓄金を管理する契約をしてはならない。  

労働契約に付随して行われる貯蓄金管理契約は、労働協約で定めている場合においても禁じられ 

ている。  

また、労働契約締結時に貯蓄することを約束させたり、雇入れ後に貯蓄の契約をしなければ解雇 

するといったことも禁じられている。 

〔参照条文〕労基法第 18条 
 
 
(7) 労働契約の終了と終了事由 

① 労働契約の終了 

(ｱ) 解雇 

使用者の一方的な意思表示による労働関係の終了をいう。 

(ｲ) 辞職、自己都合退職 

労働者の意思表示による労働関係の終了をいう。 

(ｳ) その他 

その他、技能実習生に対する労働契約関係終了の事由として、労働契約の期間満了、死亡等

がある。 

 
 

② 解雇ルール 

有期労働契約では、やむを得ない事由がある場合でなければ、その契約期間が満了するまで 

の間において、労働者を解雇することができない。 

実習実施機関が技能実習生と締結した期間の定めのある労働契約についても、この規定が適 

用される。 

〔参照条文〕労働契約法第 17条 
 
 

③ 解雇の制限 

技能実習生が業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のために休業する期間及びその後 30 日間 

並びに産前産後の女性がそのために休業する期間及びその後 30 日間は、解雇してはならない

（ただし、打切補償を支払う場合又は天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が 

不可能となり所轄労働基準監督署の認定を受ける場合を除く）。女性の技能実習生が婚姻した 

こと、妊娠したこと、出産したこと等を理由として、解雇をしてはならない。 

〔参照条文〕労基法第 19条、第 65 条、男女雇用機会均等法第６条、第９条 
 
 

④ 解雇手続 

解雇手続の原則  

解雇をしようとする場合においては、少なくとも 30日前にその予告をしなければならない。 
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30 日前に予告をしない場合には、30日分以上の平均賃金を支払わなければならない。  

ただし、天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合又は技 

能実習生の責に帰すべき事由に基づいて解雇する場合においては、この限りではない。  

この場合においては、その事由について所轄労働基準監督署の認定を受けなければならない。 

〔参照条文〕労基法第 20条 
 
 

⑤ 技能実習生の解雇に当たっての留意点 

技能実習生が就業規則等の解雇事由に相当するような行為を行ったとの情報を得た場合で 

あっても、実習実施機関は十分な調査により事実確認を行った上で労基法の規定による手続を

はじめとする必要な手続を行わなければならない。その程度、内容によっては、本人に当該解

雇事由のあることを十分説明し、合意を得た上での途中帰国とするよう配慮すること。 

 
 

⑥ 懲戒 

技能実習生を懲戒することができる場合において、当該懲戒が、当該技能実習生の行為の性 

質及び態様その他の事情に照らして、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると 

認められない場合は、その権利を濫用したものとして、当該懲戒は、無効となる。 

〔参照条文〕労働契約法第 15条 
 

 
⑦ 退職時の証明 

技能実習生から請求があった場合は、退職事由等について証明書を交付しなければならない。 

〔参照条文〕労基法第 22条 
 
 
(8) 金品の返還 

①  技能実習生の死亡又は退職の際に権利者から請求があった場合においては７日以内に賃金、 

積立金、貯蓄金その他名称を問わず、当該技能実習生の権利に属する金品を返還しなければな 

らない。また、請求から７日以内に技能実習生が出国する場合には、出国前に返還することと 

されている。 

〔参照条文〕労基法第 23条 

〔関係法令等〕指針第四-二-６ 
 
 

②  旅券等（旅券、在留カード、上陸許可書等）については、本来、自己責任で保管すべきもの 

である。入管法により技能実習生本人に常時携帯することが義務づけられており、事業主や他 

人が保管するべきではない。仮に技能実習生から保管して欲しい旨の要望があったとしても預 

かるべきではない。 

〔関係法令等〕法務省指針第 2-3-(2)-⑨、第 2-3-(3)-⑦、指針第四-二-６ 
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(9) 倒産等により技能実習が継続できなくなった場合の対応 

 実習実施機関の倒産や不正行為等により技能実習を継続することが困難となった場合で、技能実習生

が技能実習の継続を希望するときには、監理団体は新たな技能実習先を確保するよう努めることと法務

省令に明記されている。実習継続が不可能となったときは実習継続不可能事由発生報告書（参考資料

15）により速やかに地方入国管理局（写し JITCO）あて報告し、移籍先を確保するよう努めること。 

 なお、JITCO では移籍先が確保できない監理団体に対して、受入れ可能な実習実施機関を傘下に持つ

他の監理団体について情報提供等を行うことにより、技能実習の継続が可能となるよう支援をしている。 

 

３．賃 金 

賃金は、「通貨」で「直接」「全額」を「毎月１回以上」「一定期日」に技能実習生本人へ  

支払わなければならない。 

賃金の支払に当たっては、賃金支払明細書を交付すること。 

 

賃金は労働条件の根幹である。その支払が確実に行われることを保障するため、法律によって保護 

措置が講じられている。ここで賃金とは労働の対価として、使用者が労働者に支払う全てのものをい 

う（給料・手当・賞与その他名称の如何を問わない）。また、賃金額は原則として労働契約によって 

労使間で自主的に決定できるが、最賃法により決められた賃金額以上でなければならない。 

なお、技能実習生の場合は、日本人が従事して受ける報酬と同等又はそれ以上の額の報酬とする必

要がある。 

〔参照条文〕労基法第 24条、最賃法第４条 

〔関係法令等〕指針第四-二-1 
 

(1) 賃金支払の５原則 

① 通貨払の原則 

価格変動による不安定や、換金の不便など労働者の不利益となる現物給与や小切手による賃

金支払を原則として禁止するとともに、国内で強制通用力のある通貨による賃金の支払を義務

付けているものである。通貨払の例外は、法令又は労働協約に別段の定めがある場合（例えば

労働協約による定期券の現物支給など）に限られている。 

ただし、通貨で支払うことは原則であるが、本人の書面による同意（参考資料４参照）に基 

づき、本人が指定する本人名義の口座に振り込むという金融機関への口座振込みによる賃金の 

支払が可能である。なお、口座振込みによる賃金の支払に当たっては、これらの要件に加えて、

賃金支払明細書の交付（参考資料５参照）及び賃金の口座振込みに関する労使協定の締結（参 

考資料６参照）が厚生労働省通達で示されているので、対応に留意のこと。 

現金払いの場合でも、所得税法、健康保険法、厚生年金保険法、労働保険の微収等に関する

法律で定められていることや、賃金支払いについてのトラブルを防止する趣旨から、賃金支払

い明細書は技能実習生に交付すべきである。 

また、技能実習生の賃金が振り込まれる銀行等の通帳については、技能実習生から要望が 

あったとしても預かるべきではない。 

〔参照条文〕労基法第 24条、労基則第７条の２、所得税法第 231 条、健康保険法第 167 条、 

厚生年金保険法第 84条、労働保険の保険料の微収等に関する法律第 32条 
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② 直接払の原則 

労働者本人以外の者に賃金を支払うことは禁止されている。 

実習実施機関が技能実習生の送出し機関等の技能実習生本人以外に賃金を支払うことは、た 

とえ技能実習生本人が同意したとしても一切許されず、技能実習生本人がそのような第三者に 

賃金受領権限を与えようとする委任、代理等の契約は無効となる。 

〔参照条文〕労基法第 24条 

③ 全額払の原則 

賃金はその全額を支払わなければならず、一部を控除して支払うことは原則として禁止されている。 

賃金の一部を控除して支払うことが許されるのは、法令に別段の定めがある場合（税金の源泉徴収、

雇用保険料・社会保険料の控除等）又は一定の要件を満たした労使の書面協定がある場合である。食

費や寮費等を賃金から控除する場合には、事業場の労働者の過半数が組織する労働組合があるときは

その労働組合、当該労働組合がない場合には労働者の過半数を代表する者とその旨の書面協定（参考

資料７参照）を結ぶ必要がある。 

労使の協定による場合であっても、住宅、寮その他の福利厚生施設の費用、食費等、事理明白なも

の以外は賃金から控除することが出来ない。 

また、技能実習生に支払う賃金から、宿舎費、光熱費を当該控除に基づき控除する場合において、

控除する額は実費を超えてはならない。 

なお、「外国人技能実習制度における講習手当、賃金及び監理費等に関するガイドライン」

（JITCO）基本方針等により、次のものは労使協定を結んでも控除対象外であるので留意すること。 

(ｱ) 監理費・管理費 

(ｲ) 各種保険料の事業主負担分 

(ｳ) 健康診断費用 

(ｴ) 技能実習２号への移行に係わる技能検定料等  

(ｵ) 日本語教育費用 

(ｶ) 技能実習生に対する相談・支援・生活指導に要する費用  

(ｷ) 監理団体との連絡・協議に要する費用 

(ｸ) その他、監理団体、実習実施機関が負担すべきもの 

賃金に関するトラブルが生じないように、技能実習生に対しては、あらかじめ基本給や各種手当の

賃金額及び、税金、社会保険等の賃金控除額についてはよく説明し、実際の手取り額について理解さ

せておくことが必要である。 

〔参照条文〕労基法第 24条 
 
④ 毎月最低１回払の原則、⑤ 一定期日払の原則 

毎月１日から月末までの間に少なくとも１回は賃金を支払わなくてはならない。 

「一定期日払」とは期日が特定されるとともに、その期日は周期的に到来することが必要である。 

月給の場合「月末」と定めることはよいが、「25 日から月末まで」「毎月第３○曜日」のように日を

特定しない賃金支払日を定めることは出来ない。 

賃金の支払に関して、次のようなトラブルが見られるので注意されたい。 

〔参照条文〕労基法第 24条 
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【不適正事例】 

・技能実習生に契約通りの賃金を支払わなかった。 

・技能実習生に時間外・休日労働を行わせたが、法定の割増賃金を支払わなかった。 

・技能実習生の賃金全額を直接本人に支払わず、監理団体の口座に振り込み、監理団体が技能実 

習生にその一部を支払っていた。 

・賃金控除協定を締結することなく諸費用を控除して支払った。 

・実習実施機関が自己負担すべき管理費等を賃金から控除した。 
 
 
(2) 最低賃金制度 

最賃法に基づく最低賃金として、都道府県ごとに地域別最低賃金※１が定められており、技能実

習生に対して最低賃金額以上の賃金を支払うことが必要である。各都道府県の地域別最低賃金額は、

下表「平成 28年度地域別最低賃金一覧」のとおりである。 

このほかに都道府県によって一定の事業または職業に係る特定最低賃金※２・３が定められている 

場合があり、技能実習生が所属する事業場に特定最低賃金が適用される場合には、高い方の最低賃

金額以上の賃金を支払うことが必要である。 

※１ 地域別最低賃金は、産業や職種を問わず、都道府県内のすべての事業場の労働者に適用され

る最低賃金である。 

※２ 特定最低賃金は、都道府県内の特定の産業の基幹的労働者に適用されるもので、 製造業や小

売業などの産業別の最低賃金である。 

※３ 技能実習生は、従事する業務に一定の経験を有しているものとされているため、特定最低賃

金の適用除外対象の「雇い入れ後一定期間未満の者であって、技能習得中のもの」には該当

しない。 

なお、最低賃金額との比較にあたっては、精皆勤手当、通勤手当、家族手当、賞与、時間外割増 

賃金、休日・深夜割増賃金及び臨時に支払われる賃金を算入してはならず、これらの手当を支払っ

ている場合には、これらの手当を除いて時間あたりの賃金額を計算し、最低賃金額以上となるよう

な賃金を支払う必要がある。 

〔参照条文〕最賃法第４条、第６条 
 

 
平成 28 年度地域別最低賃金一覧 

 

都道府県 
最低賃金 

時 間 額 
発効年月日 都道府県 

最低賃金 

時 間 額 
発効年月日 

北海道 786円 平成28年10月 1日 滋 賀 788円 平成28年10月 6日 

青 森 716円 平成28年10月20日 京 都 831円 平成28年10月 2日 

岩 手 716円 平成28年10月 5日 大 阪 883円 平成28年10月 1日 

宮 城 748円 平成28年10月 5日 兵 庫 819円 平成28年10月 1日 

秋 田 716円 平成28年10月 6日 奈 良 762円 平成28年10月 6日 

山 形 717円 平成28年10月 7日 和歌山 753円 平成28年10月 1日 

福 島 726円 平成28年10月 1日 鳥 取 715円 平成28年10月12日 

茨 城 771円 平成28年10月 1日 島 根 718円 平成28年10月 1日 

栃 木 775円 平成28年10月 1日 岡 山 757円 平成28年10月 1日 
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群 馬 759円 平成28年10月 6日 広 島 793円 平成28年10月 1日 
埼 玉 845円 平成28年10月 1日 山 口 753円 平成28年10月 1日 
千 葉 842円 平成28年10月 1日 徳 島 716円 平成28年10月 1日 
東 京 932円 平成28年10月 1日 香 川 742円 平成28年10月 1日 
神奈川 930円 平成28年10月 1日 愛 媛 717円 平成28年10月 1日 
新 潟 753円 平成28年10月 1日 高 知 715円 平成28年10月16日 
富 山 770円 平成28年10月 1日 福 岡 765円 平成28年10月 1日 
石 川 757円 平成28年10月 1日 佐 賀 715円 平成28年10月 2日 
福 井 754円 平成28年10月 1日 長 崎 715円 平成28年10月 6日 
山 梨 759円 平成28年10月 1日 熊 本 715円 平成28年10月 1日 
長 野 770円 平成28年10月 1日 大 分 715円 平成28年10月 1日 
岐 阜 776円 平成28年10月 1日 宮 崎 714円 平成28年10月 1日 
静 岡 807円 平成28年10月 5日 鹿児島 715円 平成28年10月 1日 
愛 知 845円 平成28年10月 1日 沖 縄 714円 平成28年10月 1日 
三 重 795円 平成28年10月 1日 全国加重平均額 823円  

〔注〕最低賃金に含まれない賃金がある（割増賃金、精皆勤手当、通勤手当、家族手当
など）。 

〔注〕都道府県別で特定最低賃金が定められている産業もあるので、各都道府県の労働
局もしくは最寄りの労働基準監督署に問い合わせること。 

〔注〕最低賃金以上となっているかどうかは、賃金額を時間当たりの金額に換算し、最
低賃金額と比較すること。  

(1) 時間給の場合 
時間給≧最低賃金額 

(2) 日給の場合 日給÷１日の所定労働時間≧最低賃金額 
ただし、日額が定められている特定最低賃金が適用される場合には、 
日給 ≧ 最低賃金額（日額） 

(3) 月給の場合 
賃金額を時間当たりの金額に換算し、最低賃金額と比較 

月給 

１か月の平均所定労

働時間 

≧ 最低賃金額（時間額） 

 
 
(3) 時間外、休日及び深夜の割増賃金 

① 使用者は、時間外・休日労働をさせるためには労使協定を締結し、所轄労働基準監督署に届

出が必要である。法定時間外労働、法定休日労働及び深夜労働（午後 10時から午前５時までの

間の労働）を行わせた場合には、次の割増率による割増賃金を支払わなければならない。 

(ｱ) 法定時間外労働の場合 ２割５分以上＊１
 

(ｲ) 法定休日労働の場合 ３割５分以上 

(ｳ) 深夜労働の場合 ２割５分以上 

(ｴ) 法定時間外労働が深夜に及んだ場合 ５割以上＊２ 

(ｵ) 法定休日労働が深夜に及んだ場合 ６割以上 

＊１ 大企業については、１ヶ月の法定時間  

外労働が 60時間を超える部分は５割以上 
 

＊２ 大企業については、１ヶ月の法定時間

外労働が 60 時間を超える部分と重なる場合 

は７割５分以上 

なお、中小企業を含む全企業について、１ヶ月の法定時間外労働が「限度時間」（後記４の 

（3）時間外労働の限度に関する基準参照）を超える部分については、２割５分を超える割増 

率を設定するよう努力義務がある。 

〔参照条文〕労基法第 36条、第 37 条 
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② 割増賃金を支払うべき場合 

(ｱ) １日８時間及び１週 40時間の法定の枠内を超えての労働 

(ｲ) 週１回又は４週４日の法定休日における労働 

次のような場合は法定休日労働とはならない。 

・毎週１回の法定休日のほかに、国民の休日、年末年始などを休日と定めている場合に、 

その日に労働させる場合 

・週休２日制を導入している場合に、週１回の法定休日以外の休日に労働させる場合（労 

働条件の明示の際に、法定休日を明確にしておく必要がある） 

なお、法定休日以外の休日の労働により、週法定労働時間を超える場合には時間外労働と 

なり時間外労働の割増賃金の支払が必要となる。 

(ｳ) 午後 10 時から午前５時までの間（深夜）における労働 

所定内、所定外などいかなる場合にも、その労働が午後 10時から午前５時までの時間帯の 

一部又は全部にかかる場合、その部分について割増賃金を支払わなければならない。 

〔参照条文〕労基法第 32条、第 35 条、第 37 条 
 
 
③ 割増賃金の計算の基礎から除外できる賃金 

(ｱ) 家族手当 (ｲ) 通勤手当 

(ｳ) 別居手当 (ｴ) 子女教育手当 

(ｵ) 住宅手当 (ｶ) 臨時に支払われた賃金  

(ｷ) １ヶ月を超える期間毎に支払われる賃金（計算期間が１ヶ月を超える場合） 

これらが除外されるのは、労働と直接的な関係が薄く、個人的な事情に基づいて支給されて

いる賃金であるためである。除外される賃金は名称ではなく、実態によって判断される。 

例えば、別居手当については、実質その目的が技能実習生の割増賃金を引き下げるために設

けられている場合は、割増賃金の基礎計算から除外されない。家族手当や通勤手当については、

それぞれ扶養家族や通勤に要する費用、通勤距離に応じて支給される手当であれば除外できる

こととなる。 

〔参照条文〕労基法第 36条、第 37 条、労基則第 21条 
 
 

表Ⅲ 時間外割増賃金の計算式 

①法定時間外労働に対する割増賃金の計算式 

（通常の賃金の時間単価）×1.25＊１×（時間外労働時間数）＝時間外労働手当 

②法定内時間外労働に対する賃金の計算式 

（通常の賃金の時間単価）×契約上の割増率（契約なき場合は 1.0）×

（所定労働時間超え時間数）＝所定労働時間超え手当 

③法定休日労働に対する割増賃金の計算式 

（通常の賃金の時間単価）×1.35×（休日労働時間数）＝休日労働手当 

④深夜労働に対する割増賃金の計算式 

（通常の賃金の時間単価）×0.25×（深夜労働時間数）＝深夜労働手当 

 

＊１ 

P12 の＊１に同じ 
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⑤深夜に及ぶ時間外労働に対する割増賃金の計算式 

 （通常の賃金の時間単価）×1.50＊２×（深夜に及ぶ時間外労働時間数）＝深夜･時間外 

労働手当、ただし割増率 0.50＝0.25＋0.25              
＊2       

P12 の＊１に同じ 

⑥深夜に及ぶ休日労働に対する割増賃金の計算式 

（通常の賃金の時間単価）×1.60×（深夜に及ぶ休日労働時間数）＝深夜・休日労働手当、 

ただし割増率 0.60＝0.35＋0.25 

⑦休日労働が８時間を超えても深夜業に該当しない限り３割５分増しで差し支えない  

 注１）休日労働とは週１回又は４週４日の法定休日に労働させること。 

 注２）休日には所定労働時間の概念がないため、「休日の時間外労働」は有り得ず、すべて 

休日労働となる。 

 注３）通常の賃金（基本給＋前記③を除く手当）の時間単価（次の計算を合算する） 

時間給の場合：時間給額  

日給の場合：日給額を１日の所定労働時間数で割ったもの 

（日によって所定労働時間数が異なるときは、１週間における１日の 

平均所定労働時間数で割ったもの） 

月給の場合：月給額を１ヶ月の平均所定労働時間数で割ったもの 

（注）１ヶ月平均所定労働時間数＝ 

（365 日＊－年間所定休日）×（１日の所定労働時間数）÷12 

＊うるう年は 366 日とする。 
 
 
(4) 未払賃金の立替払制度 

企業が倒産したために、賃金が支払われないまま退職した労働者に対して、国（国の業務代行：

独立行政法人労働者健康安全機構）がその未払賃金の一定範囲について事業主に代わって支払う

制度である。技能実習生は、この制度に基づく要件に該当する場合は、立替払を請求することがで

きる。 

〔参照条文〕賃金の支払の確保等に関する法律第７条  

賃金の支払の確保等に関する法律施行令第２条 

※講習手当は賃金ではないので、この立替払制度の対象とならない。 
 
 
(5) 技能実習生の内職禁止 

技能実習生の内職は、入管法上資格外活動となり許されていない。実習実施機関が技能実習生に 

技能実習の一部として内職を行わせたとしても、使用者である実習実施機関の指揮命令により生産

活動に従事している実態であれば、これを時間外労働として取り扱い、前記「表Ⅲ 時間外割増賃

金の計算式」により割増賃金を支払わなければならない。 

〔参照条文〕労基法第 37条 
 
 
(6) 賃金台帳の作成 

使用者は、各事業場毎に賃金台帳を作成し、賃金計算の基礎となる事項及び賃金の額その他厚生 
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労働省令で定める事項（参考資料８）を賃金支払の都度遅滞なく記入しなければならない。 

事業の規模を問わず事業場毎に作成することが義務となっている。 

〔参照条文〕労基法第 108 条、労基則第 54条 
   
 (7) 休業手当 

  使用者の責に帰すべき事由により、労働者を休業させる場合には、休業手当（平均賃金の 60％以

上）の支払いが必要とされています。 

〔参照条文〕労基法第 26条 
 

４．労働時間と休憩 

 
実習実施機関は、技能実習生に１週間について 40 時間、１日について８時間を超えて労働 

させてはならない。 

労働時間が６時間を超える場合においては少くとも 45 分、８時間を超える場合は少くとも  

１時間の休憩時間を労働時間の途中に与えなければならない。 
 

 

(1) 労働時間の原則と変形労働時間制 

① 労働時間の原則 

１週 40 時間、１日８時間を超えて労働させてはならない。（労働時間とは、始業時刻から

終業時刻までの拘束時間から、休憩時間を差し引いた時間を言う） 

 
 

②  変形労働時間制  

労基法は、次の４種類を変形労働時間制として規定している。  

(ｱ) １ヶ月単位の変形労働時間制 

１月のうちに月末など特定の時期に業務が集中する傾向がある場合に、業務が集中する

時期の労働時間を長くし、業務に余裕のある時期の労働時間を短くすることによって、1

ヶ月以内の一定の期間を平均して１週間あたりの法定労働時間である 40 時間を超えない

ように労働時間を定める制度である。この制度を運用するためには、書面による労使協定

又は就業規則その他これに準ずるものにより変形労働時間制をとることを定めなければな

らない。なお、労使協定は所轄労働基準監督署に届け出なければならない。 

〔参照条文〕労基法第 32条の２  

(ｲ) １年単位の変形労働時間制 

変形労働時間制のうち、変形時間を１ヶ月以上１年以内に設定するものである。導入す

る場合には、書面による労使協定が必要で、当該労使協定を所轄労働基準監督署に届け出

る必要がある。また労使協定で、対象期間、対象労働者を特定し、対象期間の労働日と労

働日ごとの労働時間を定め、その上で対象期間の１週間の労働時間の平均が 40 時間を超

えないようにしなければならない。ただし、対象期間における労働日及び労働日毎の労働

時間を定めるについて、次のような限度がある。 

・対象期間における労働日数の限度は、１年当たり 280 日 

・１日の労働時間の限度は 10時間、一週間の労働時間の限度は 52時間 

・労働時間 48時間を超える週を連続させることができるのは３週以下 
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・対象期間を３箇月毎に区分した各期間において、労働時間が 48 時間を超える週は３

週以下（週の初日で数える） 

・連続して労働させる日数の限度  

通常は６日であるが、特に業務が繁忙な期間（特定期間）においては、一週間に１日  

の休日が確保できる日数である。 

〔参照条文〕労基法第 32条の４ 

(ｳ) フレックスタイム制 

(ｴ) １週間単位の非定形的変形労働時間制  

このうち(ｳ)、(ｴ)は技能実習制度の趣旨から技能実習生に適用することはなじまない。 

〔参照条文〕労基法 32条の３、32 条の５ 
 
 

③ 法定労働時間を超える場合 

法定労働時間を超えて労働させることは原則として禁止されているが、非常災害の場合及び

労使協定を締結し、それを所轄労働基準監督署に届出た場合には、上記①、②の労働時間を延

長して労働させることができる。 

〔参照条文〕労基法第 32条、第 33条、第 36条 
 
 
(2) 時間外・休日労働を行わせることができる場合 

労使協定（36 協定）を締結し、所轄労働基準監督署に届出た場合には、その協定の範囲内で、 

時間外・休日に労働させることができる。（参考資料９参照） 

労使協定は、当該事業場に労働者の過半数で組織する労働組合がある場合にはその組合、そのよ 

うな労働組合がない場合には労働者の過半数を代表する者、と締結することが必要である。 

労使協定においては、①時間外又は休日の労働をさせる必要のある具体的事由、②業務の種類、

③労働者の数、④１日及び１日を超える一定の期間について延長することができる時間又は労働さ 

せることができる休日について、協定しなければならない。また、原則１年間の有効期間の定めを 

するものとされている。 

技能実習生に内職や請負をさせることは、資格外活動として禁止されている。また同一の使用者

の下で内職や請負と称して就労させた場合には、実質的に時間外労働として取り扱われることにな

る。 

〔参照条文〕労基法第 36条 
 
 

(3) 長時間労働の禁止 

労使協定による時間外・休日労働については、労使協定において時間外労働の限度が適正に協定 

されることを促進するため、１日を超える一定期間についての延長することができる時間に関する 

告示が定められている。 

したがって、１日を超える一定の期間における時間外労働については、厚生労働大臣が定める時間 

外労働の限度に関する基準（表Ⅳ参照）に適合したものとなるよう労使協定を締結する必要がある。 

長時間労働に関しては、｢技能実習生について適正に労働時間管理を行う必要があるほか、技能 
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修得活動の一環としてやむを得ず時間外労働や休日労働を行わせる場合には、労使協定の締結、割 

増賃金の支払い等法定の手続に則って行う必要がある。この場合においても、技能修得及び健康確 

保の観点から、恒常的な長時間労働とならないよう配慮する必要がある｣（運営基本方針）。また、

｢実際に行われた技能等修得活動の時間数が当初の技能実習計画の時間数を大幅に上回っている場

合にも、技能実習計画との齟齬と判断されることもあります｣（法務省指針）とされることに留意

する必要がある。なお、〔注２〕で説明する特別条項の適用は、長時間労働を促す恐れがあり心身

への悪影響が懸念されることから、利用しないことが望ましい。 

〔参照条文〕労基法第 36条 
 
 

表Ⅳ  時間外労働の限度に関する基準 
 

 期間 一般労働者（右の欄以外の労働者） 
１年単位の変形労働時間制（期間３ヶ月超） 

の対象労働者 

１週間 15 時間 14 時間 

２週間 27 時間 25 時間 

４週間 43 時間 40 時間 

１ヶ月 45 時間 42 時間 

２ヶ月 81 時間 75 時間 

週
又
は
月
を
単
位
と 

す
る
期
間 

３ヶ月 120 時間 110 時間 

１年間 360 時間 320 時間 

〔注１〕なお、工作物の建設等の事業、自動車の運転の業務等には、時間外労働の限度に関する基 

準が適用されない。 

〔注２〕臨時的にこの限度時間を超えて時間外労働を行わせなければならない特別の事情が予想さ 

れる場合に、特別条項付き協定を結べば、限度時間を超える時間を延長時間とすることが

できる。この場合、次の要件を満たしていることが必要である。 

①原則としての延長時間（限度時間以内の時間）を定めること。 

②限度時間を超えて時間外労働を行わせなければならない特別の事情をできるだけ具体的

に定めること。 

③「特別の事情」は、一時的又は突発的であって、全体として１年の半分を超えないこと

が見込まれること。 

④一定期間の途中で特別の事情が生じ、原則としての延長時間を延長する場合に労使がと

る手続を、協議、通告、その他具体的に定めること。 

⑤限度時間を超えることのできる回数を定めること（③に留意）。 

⑥限度時間を超える一定の時間を定めること。 

⑦限度時間を超える一定の時間を定めるに当たっては、当該時間をできる限り短くするよ

う努めること。 

⑧限度時間を超える時間外労働に係る割増賃金の率を定めること。 

⑨限度時間を超える時間外労働に係る割増賃金の率は、法定割増賃金率を超える率とする

よう努めること。 

 



- 18 -  

〔特別条項付き協定の例〕 

「一定期間における延長時間は、１ヶ月 45 時間とする。ただし、通常の生産量を大幅 

に超える受注が集中し、特に納期がひっ迫したときは、労使協議を経て、６回を限度 

として、１ヶ月 60 時間までこれを延長することができる。なお、１ヶ月 45 時間又は

年間 360 時間を超えた場合の割増賃金率は 30％とする。」 

特別条項付き協定を締結した場合は、36 協定届（参考資 料９）を所轄労働基準監督

署へ届け出る時に、別紙として添付しておくことが必要である。 

〔注３〕また、安衛法においては、過重労働による健康障害を防止するため、一定の長時間労働を

行った労働者に対する医師による面接指導などの措置の義務づけなどが規定されている

（11の(6)を参照のこと） 

 
(4) 有害業務の労働時間延長の制限 

次表に掲げる有害業務については、当該業務に従事する時間が１日についての法定労働時間に２

時間を加えた時間を超えてはならない。 

なお、表Ⅴの（ ）の中は当該業務に該当することがあると考えられる技能実習対象職種を参考

までに記したものである。 

〔参照条文〕労基法第 36条１項但書、労規則第 18条 

 
        表Ⅴ １日２時間以上の時間外労働が禁止されている有害勤務 
 

① 坑内労働 

② 多量の高熱物体を取り扱う業務及び著しく暑熱な場所における業務 

（鋳造、鍛造、ダイカスト、溶接等） 

③ 多量の低温物体を取り扱う業務及び著しく寒冷な場所における業務 

（加熱水産加工食品製造業、非加熱水産加工食品製造業、水産練り製品製造業、ハム・ 

 ソーセージ・ベーコン製造業等） 

④ ラジウム放射線、エックス線その他の有害放射線にさらされる業務 

（溶接等） 

⑤ 土石、獣毛等のじんあい又は粉末を著しく飛散する場所における業務 

（石材施工等） 

⑥ 異常気圧下における業務 

⑦ 削岩機、鋲打機等の使用によって身体に著しい振動を与える業務 

（石材施工、鍛造、鉄工等） 

⑧ 重量物の取り扱い等重激なる業務 

（鋳造、ダイカスト等） 

⑨ ボイラー製造等強烈な騒音を発する場所における業務 

（金属プレス加工、工場板金、建設機械施工等） 

⑩  鉛、水銀、クロム、砒素、黄りん、弗素、塩素、塩酸、硝酸、亜硫酸、硫酸、一酸化炭 

素、二酸化炭素、青酸、ベンゼン、アニリン、その他これに準ずる有害物の粉じん、蒸気 
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又はガスを発散する場所における業務 

（めっき、アルミニウム陽極酸化処理、プリント配線板製造、印刷、塗装、溶接等） 
 
 
(5) 女性の就業制限 

① 実習実施機関は女性の技能実習生を、坑内で行われる業務に就かせてはならない。 

② 実習実施機関は妊産婦を、重量物を取り扱う業務、（継続作業で 20 ㎏以上、断続作業で 30

㎏以上）、ボイラー･クレーン･プレス等の危険業務、有害ガスを発散する場所における業務

その他妊娠、出産、哺育等に有害な業務に就かせてはならない。 

③ 実習実施機関は女性の技能実習生に、重量物を取り扱う同上業務及び有害ガスを発散する場

所における業務に就かせてはならない。 

〔参照条文〕労基法第 64条の２、第 64条の３、女性則第１～３条 
 
 
(6) 時間外労働・深夜労働に従事する女性に対する措置 

実習実施機関の事業主は妊産婦（妊娠中及び産後１年を経過しない女性）が請求した場合におい 

ては、変形労働時間制を適用せず、法定時間外労働・法定休日労働・深夜労働をさせてはならない。 

深夜業に従事する女性労働者の就業環境等の整備に関し、実習実施機関の事業主は、通勤及び業 

務の遂行の際における防犯面での安全の確保（送迎バスの運行、公共交通機関の運行時間に配慮し 

た勤務時間の設定、従業員駐車場の防犯灯の整備、防犯ベルの貸与等、又は深夜業に従事する女性 

労働者が一人で作業することを避ける等）に必要な措置を講ずるように努めること。 

〔参照条文〕労基法第 66条 男女雇用機会均等法施行規則第 13条 

〔関連法令等〕深夜業に従事する女性労働者の就業環境等の整備に関する指針 
 
 
(7) 休 憩 

①  労働時間が６時間を超える場合においては少なくとも 45 分、８時間を超える場合は少くと

も１時間の休憩時間を労働時間の途中に与えなければならない。 

②  休憩時間は一斉に与えなければならない。ただし、過半数を占める労働組合又は労働者の 

過半数を代表する者との労使協定により、 

(ｱ) 一斉に与えない労働者の範囲 

(ｲ) 当該労働者に対する休憩の与え方について協定すれば、一斉休憩については適用が除外さ

れる。 

③ 休憩時間は自由に利用させなければならない。 

〔参照条文〕労基法第 34条、労基則第 15条 

〔関係法令等〕指針第四-二-３ 
 
 
(8) 農業技能実習における労働時間 

農林の事業（林業を除く。）、畜産･水産の事業（水産加工業は製造業となるので除かれることに

留意のこと）については、労基法の労働時間、休憩及び休日に関する規定の適用が同法第 41 条第

１項により除外されているところである。これ以外は全て適用される。 
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しかし、農業分野においても労働生産性の向上等のために、労働条件の適正化と快適な職場環境

の形成が求められてきており、他産業と同じく適切な労働時間管理が行われることが必要となって

きている。 

特に、農業･畜産･水産業に係る技能実習制度の運営に当たっては、人材育成及び国際貢献を目指

す同制度の趣旨に鑑み、適切な労働環境の下で実施されることが必要であり、トラブルの発生を未

然に防止し、本制度に対する社会一般及び関係国の信頼を得るよう努めることが重要である。 

このため、農林水産省は労働関係諸法令において様々な例外がある農業分野に関して、実習実施

機関である農家等を統一的に指導していくための指導基準（「農業分野における技能実習生の労働

条件の確保について｣・平成 25 年 3 月・農林水産省経営局就農･女性課、｢農業分野における技能

実習移行に伴う留意事項について」・平成 12 年 3 月・農林水産省構造改善局地域振興課）の徹底

による技能実習制度の適正・的確な運用に努めるよう求めている。 

なお、具体的な事項については、参考資料 18「農業分野における技能実習移行に伴う留意事項に

ついて」を参考にされたい。 

〔参照条文〕労基法第 41条 
 
 

(9) 漁業技能実習における労働時間 

漁船漁業に係る事業については、船員手帳が交付された技能実習生は、船員法に規定する船員で

あるため、労基法が適用されず、労働時間その他の労働条件等は船員法の規定するところによる。

但し、船員法の労働時間及び休日の規定は、漁船については適用されないが、｢指定漁船に乗り組

む海員の労働時間及び休日に関する省令｣で定める指定漁船に乗り組む場合においては、労働時間

及び休日は同省令の規定するところによる。また、指定漁船を除く漁船に乗り組む場合については、

雇用条件書に定めるところによる。 

いずれにしても漁船漁業の仕事においても労働生産性の向上等のために、労働条件の適正化と快

適な職場環境の形成が求められているところであり、適切な労働時間管理が行われることが必要と

なってきている。 

また、技能実習制度の運営に当たっては、人材育成及び国際貢献を目指す同制度の趣旨に鑑み、

適切な労働環境の下で実施されることが必要であり、トラブルの発生を未然に防止し、本制度に対

する社会一般及び関係国の信頼を得るよう努めることが重要である。 
 

 
 

５．休日と年次有給休暇等の付与 
 
 

実習実施機関は、技能実習生に対して毎週少なくとも１回の休日（又は４週間に４日の休日） 

を与えなければならない。また、年次有給休暇を付与しなければならない。 
 

 

(1) 休日の付与 

① 法定休日 
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(ｱ) 毎週少なくとも１回の休日を与えなければならない。 

(ｲ) ４週間を通じ４日以上の休日を与える変形休日制の採用ができる。この場合、就業規則そ 

の他これに準ずるものにおいて４週間の起算日を明らかにすることが必要である。 

なお、休日の要件として１暦日（午前零時から午後 12 時までの 24 時間）が確保される必

要があるが、例外とし「８時間３交替制」がとられている場合（就業規則で定められてお

り規則的に行われている場合）には、継続する 24 時間を休日として扱うことができる。

（なお、一昼夜交替勤務の場合の非番の 24時間は休日として認められない。） 

また、休日については、雇用条件書等で明示し、就業規則に規定しなければならない。 

〔参照条文〕労基法第 35条 

〔関係法令等〕指針第四-二-３ 
 
 
(2) 年次有給休暇及び生理休暇の付与 

① 年次有給休暇の付与条件と付与日数 

使用者は、雇入れの日から起算して６ヶ月継続勤務し、その間に全労働日の８割以上を出勤

した労働者には 10 日間、以後１年継続勤務するごとに、下表の日数の年次有給休暇を付与し

なければならない。 

また、労使協定を締結すれば、１年に５日分を限度として時間単位で付与できる。この年次

有給休暇は、労使協定による計画的付与の場合を除き技能実習生の請求する時季に与えなけれ

ばならない。  

ただし、技能実習生が請求した時季に年次有給休暇を与えることが事業の正常な運営を妨げ

る場合で、使用者が他の時季に与えるという意思表示をした場合（これを、「時季変更権の行

使」という）には、他の時季に変更することができる。 

「事業の正常な運営を妨げる場合」とは、企業にとって最も繁忙な時季に年次有給休暇を請 

求された場合や、同一時季に多数の従業員が集中して休暇を請求したため、その全員に休暇を 

付与し難い場合などが考えられるが、その企業の規模、内容、労働者の担当する作業の内容、 

性質、作業の繁閑、代行者の配置の難易、労働慣行等諸般の事情を考慮して客観的に判断すべ 

きである。 

いずれにしても、単に「仕事が忙しいから」「人手不足だから」という程度の理由では、安 

易に時季変更権の行使はできない。 

〔参照条文〕労基法第 39条 

 
継続勤務年数と付与日数 

 

継続勤務年数 0.5 1.5 2.5 

付与日数 10 11 12 
 

 

② 買上げの禁止 

年次有給休暇は、労働者の心身の疲労を回復させ、労働力の維持培養を図るため実際に休む 

ことに意味があるので、休暇を買い上げることによって技能実習生に休暇を与えないことは労 

基法違反となる。
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③ 生理休暇 

生理日の就業が著しく困難な女性が休暇を請求したときは、その者を生理日に就業させては 

ならない。この休暇は、半日又は時間単位で請求された場合には、使用者はその範囲で与えれ 

ばよい。生理休暇中の賃金は、労働契約、労働協約又は就業規則で定めるところによる。 

〔参照条文〕労基法第 68条 
 
 
 

６．就業規則による労務管理 
 
 

常時 10 人以上の労働者（技能実習生を含む）を使用する実習実施機関は、就業規則を作成 

し、所轄労働基準監督署へ届け出なければならない。 
 

 

(1) 就業規則の意義 

使用者にとっては職場の秩序を維持して、画一的な労務管理にあたるために、また労働者にとっ 

ては安心して働くことができるようにするためにも、職場規律や労働条件を明確にしておくことは 

大切である。このような、事業場の職場規律や労働条件を定めたものが就業規則である。 

ひとつの事業場において、一部の労働者（技能実習生）についてのみ適用される別個の就業規則

を作成することは差し支えない。その場合、労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として賃金、

労働時間等の労働条件について、差別的取扱をしてはならないので留意すること。 

 
 

(2) 就業規則が必要な事業場 

常時 10 人以上の労働者を使用する事業場では、就業規則を作成しなければならない。労働者の

中にはパートタイム労働者、継続的アルバイト、そして技能実習生等が含まれる。 

作成又は変更した就業規則は、労働者代表の意見書を添付して所轄労働基準監督署へ届け出る必

要がある。 

常時９名以下の労働者を使用する事業場では、就業規則の作成義務はないが、就業規則の意義や

効果を考えると作成することが望ましい。 

〔参照条文〕労基法第 89条 
 
 

(3) 就業規則の内容 

①  始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇、交替制勤務がある場合は就業時転換に関 

する事項 

②  賃金（臨時の賃金等を除く）の決定、計算及び支払の方法、締切り及び支払の時期、昇 

給に関する事項 

③ 退職（解雇も含む）に関する事項 

④ 退職手当の定めをする場合、適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び支払 

  いの方法、退職手当の支払いの時期に関する事項



- 23 -  

 

⑤  臨時の賃金等（退職手当を除く）及び最低賃金額の定めをする場合には、これに関する 

事項 

⑥  労働者に食費、作業用品、その他の負担をさせる定めをする場合においては、これに関 

する事項 

⑦ 安全、衛生に関する定めをする場合においては、これに関する事項 

⑧ 職業訓練に関する定めをする場合においては、これに関する事項 

⑨ 災害補償及び業務外の傷病扶助に関する定めをする場合においては、これに関する事項 

⑩ 表彰及び制裁の定めをする場合においては、その種類及び程度に関する事項 

⑪  以上のほか、当該事業場の労働者のすべてに適用される定めをする場合には、これに関 

する事項 

〔参照条文〕労基法第 89条 
 
 
(4) 労働者代表の意見の聴取 

就業規則の内容は労働者の利害に関わることであることから、就業規則を作成したり、変更する

場合には、労働者代表(技能実習生の代表ではなく、実習実施機関の労働者全体の代表)の意見を聞

くこととされている。 

この場合、意見を聴く労働者代表は以下のとおりである。 

① 事業場で労働者の過半数で組織する労働組合がある場合には、その労働組合 

そのような労働組合がない場合は、労働者の過半数を代表する者 

②  ①の労働者の過半数を代表する者とは、次の要件を満たす者でなければならない 

(ｱ) 監督又は管理の地位にある者でないこと 

(ｲ) 投票、挙手、話し合い等民主的な手続きにより選出された者であり使用者の意向によって 

選出された者でないこと 

技能実習生だけに適用される就業規則は技能実習生にも意見を聴くようにすると良い。 

〔参照条文〕労基法第 90条 
 
 
(5) 就業規則による労働契約の内容の変更 

実習実施機関は、技能実習生と合意することなく、就業規則を変更することにより、技能実習生 

の不利益に労働契約の内容である労働条件を変更することはできない。ただし、変更後の就業規則 

を技能実習生に周知させ、かつ、就業規則の変更が、技能実習生の受ける不利益の程度、労働条件 

の変更の必要性、変更後の就業規則の内容の相当性、労働組合等との交渉の状況その他の就業規則 

の変更に係る事情に照らして合理的なものであるときは、労働契約の内容である労働条件は、当該 

変更後の就業規則に定めるところによる。 

〔参照条文〕労働契約法第９条、第 10条 
 
 
(6) 労働者への周知 

就業規則は常時各作業場の見やすい場所へ掲示し、又は備え付けるなどの方法により、労働者に 
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周知しなければならない。技能実習生の場合は、日本語に堪能でないことが多いので、母国語で説

明するなど周知徹底に特に配慮すること。 

〔参照条文〕労基法第 106 条 
 
 
 

７．報告、届出及び記録・帳簿の保存 
 

 
実習実施機関は、所轄労働基準監督署に対し、必要な届出や報告を遅滞なく行う必要があるほか、

公共職業安定所（ハローワーク）に外国人雇用状況の届出を行う必要がある。また労働者名簿、賃金

台帳の作成を行うとともに、賃金台帳、タイムカード等労働関係に関する重要な書類を３年間保存しな

ければならない。 
 

(1) 労働基準監督署への報告 

これまでに掲げた各種届出の他、次に該当する場合は、遅滞なく所轄労働基準監督署へ報告しな 

ければならない。 

① 事業を開始した場合 

② 寄宿舎において、火災・爆発・倒壊の事故が発生した場合 

③ 労働者が寄宿舎内において、負傷・窒息・急性中毒により死亡又は休業した場合（休業４日 

未満のものは四半期に１回）なお、安全衛生関係について報告の必要なものがあるので、「11(11) 

労働災害が発生した場合の対応」その他に留意すること。 

〔参照条文〕労基法第 104 条の２、労基則第 57条 
 
 

(2) 記録・帳簿の保存 

使用者は、労働者名簿（日々雇い入れられる者は除く）、賃金台帳を作成するとともに、これら 

の書類及び雇入れ、解雇、労災補償、賃金、その他労働関係に関する重要な書類を３年間保存しな 

ければならない。 

なお、その他重要な書類として、「出勤簿」、「タイムカード」、「時間外労働・休日労働に関する 

労使協定書（36協定）」等がある。 

〔参照条文〕労基法第 107 条、第 108 条、第 109 条 

〔関係法令等〕指針第四-二-５ 
 
 

(3) 外国人雇用状況の届出 

すべての事業主に、外国人労働者（技能実習生を含む）の雇入れ又は離職の際に、当該外国人労

働者の氏名、在留資格、在留期間等について確認し、管轄の公共職業安定所（ハローワーク）へ

届け出ることが義務付けられている。 

雇用保険の被保険者である技能実習生の場合、雇用保険の被保険者資格の取得届又は喪失届の備

考欄に、在留資格、在留期限、国籍・地域等を記載して届け出ることができる。  

なお、届出を怠ったり、虚偽の届出を行った場合には、30万円以下の罰金の対象となるので注意 
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すること。届出に当たっては、実習実施機関が外国人労働者から旅券又は在留カードの提示を受

けて記載することとされている。 

〔参照条文〕雇用対策法第 28条 

〔関係法令等〕指針第五 
 
 
 

８．寄宿舎（私生活の自由・人権の確保と安全衛生管理） 
 
 

実習実施機関は、技能実習生に提供している寄宿舎などを、適切に管理しなければならない。 

 

宿舎を、技能実習生に寮などの形で提供している場合、次の条件を満たせば、事業附属寄宿舎 

（以下「寄宿舎」という）として労基法が適用される。 

① 常態的に相当人数の労働者が宿泊し、共同生活の実態を備えていること。 

② 独立又は区画された施設であること（事業主の母屋に同居する場合は寄宿舎に該当しない） 

③ 事業経営の必要上その一部として設けられているような事業との関連をもっていること

（労務管理上共同生活の必要性の有無、事業場所内又はその付近にあるか―社宅・アパート 

は非該当）当該寄宿舎に労基法が適用される場合は、下記(1)から(4)の内容に留意されたい。 

また、労基法が適用されない場合も、火災時などの避難設備やトイレなど設備の確保等、

宿舎の安全・衛生対策に加え、詰め込み、不当な私生活への干渉など私生活の自由・人権を

侵すようなことをしてはならないことは当然である。 

 
 
 

(1) 労働者の私生活の自由・人権の確保 

私生活の自由・人権を侵すおそれがある次のような行為は禁止されている。 

① 外出、外泊の承認（日時、行き先を届けさせる程度は差し支えない） 

② 教育、娯楽等の行事への参加強制 

③ 面会の自由の制限（共同の利益を害する場所及び時間を除く） 

④ 技能実習生の失踪等問題事例の発生の防止を口実として宿舎からの外出禁止 
 
 

(2) 寄宿舎規則の作成と届出 

実習実施機関は、次の事項について寄宿舎規則を作成し、寄宿する労働者代表の同意書を添付

して、所轄労働基準監督署に届出を行うとともに、寄宿者に対して明示することが必要である｡ 

また、実習実施機関及び技能実習生は、寄宿舎規則を遵守しなければならない。 

① 起床、就寝、外出及び外泊に関する事項 

② 行事に関する事項 

③ 食事に関する事項 

④ 安全及び衛生に関する事項 

⑤ 建設物及び設備の管理に関する事項 
 
 

(3) 寄宿舎の設備及び安全衛生 
寄宿舎における生活に当たっての安全衛生を確保するため、寄宿舎について、換気、採光、照明、
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保温、防湿、清潔、避難、定員の収容、就寝に必要な措置等必要な措置を講じなければならない。 

具体的には、「外国人研修生・技能実習生の宿舎における事故防止について」（2008 年７月 JITCO 

   公表、参考資料 19）を参照のこと。 

 
(4) 寄宿舎設置計画の届出 

常時 10 人以上の労働者を就業させる事業場及び危険・有害な事業の寄宿舎を設置、移転、変更

する場合には、工事着工 14 日前までに設置計画を所轄労働基準監督署に届け出ることが必要であ

る｡ 

〔参照条文〕労基法第 94条、第 95 条、第 96 条、第 96 条の２  

事業附属寄宿舎規程 

建設業附属寄宿舎規程 事業附属寄宿舎規程においては、寄宿舎規則、寄宿舎の設置

等の届出、私生活の自由の尊重などの外、安全衛生基準として寄宿舎の《設置場所、

寝室・階段・廊下・出入口・避難設備・非常警報設備・食堂・炊事場・浴室・便所 

・洗面場・洗濯場等に関する基準》が定められている。 
 

 

９．結婚・妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等 

(1) 対象となる事業主の行為 

事業主の以下の行為は禁止されている。 

① 女性の技能実習生が婚姻、妊娠、出産した場合には退職する旨をあらかじめ定めること。 

② 婚姻を理由に女性の技能実習生を解雇すること。 

③  厚生労働省令で定められている事由を理由に、女性の技能実習生に対し不利益な取扱いをす  

ること。 

※妊娠中・産後１年以内の解雇は、事業主が、妊娠等が理由でないことを証明しない限り無効と 

されている。 

(2) 不利益取扱いが禁止される事由 

厚生労働省令で定められている事由とは以下の事由を理由に、女性の技能実習生に対し不利益な

取扱いをすることは禁止されている。 

① 妊娠したこと 

② 出産したこと 

③ 母性健康管理措置を求め、又は受けたこと 

④ 坑内業務・危険有害業務に就けないこと、これらの業務に就かないことの申出をしたこと、

又はこれらの業務に就かなかったこと 

⑤ 産前休業を請求したこと又は産前休業したこと、産後に就業できないこと、又は産後休業し   

たこと 

⑥ 軽易業務への転換を請求し、又は転換したこと 

⑦ 時間外等に就業しないことを請求し、又は時間外等に就業しなかったこと 

⑧ 育児時間の請求をし、又は取得したこと 
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⑨ 妊娠又は出産に起因する症状により労働できないこと、労働できなかったこと、又は能率が 

低下したこと 

 

(3) 禁止される不利益な取扱いの例 

例えば、以下の行為は「不利益な取扱い」に該当する。 

① 解雇すること 

② 期間を定めて雇用される者について、契約の更新をしないこと 

③ あらかじめ契約の更新回数の上限が明示されている場合に、当該回数を引き下げること 

④ 退職の強要や正社員からパートタイム労働者等への労働契約内容の変更の強要を行うこと 

⑤ 降格させること 

⑥ 就業環境を害すること 

⑦ 不利益な自宅待機を命ずること 

⑧ 減給をし、又は賞与等において不利益な算定を行うこと 

⑨ 昇進・昇格の人事考課において不利益な評価を行うこと 

⑩ 不利益な配置の変更を行うこと 
 
 

10．職場におけるセクシュアルハラスメントの対策 

(1) 職場のセクシュアルハラスメントとは 

①  「職場」とは、事業主が雇用する労働者が業務を遂行する場所のことであり、通常就業して 

いる場所以外の場所であっても、労働者が業務を遂行する場所であれば「職場」に含まれる。 

また、勤務時間外の「宴会」等であっても、実質上職務の延長と考えられるものは「職場」に 

該当する。 

（職場の例） 

・取引先の事務所 

・取引先と打ち合わせをするための飲食店（接待の席も含む） 

・顧客の自宅（保険外交員等） 

・出張先及び業務で使用する車中 等 

なお、「実質上職務の延長となる職場」の判断に当たっては、職務との関連性、参加者、参 

加が強制的か任意か等を考慮して個別に行うこと。 

②  「性的な言動」とは、性的な内容の発言及び性的な行動であり、事業主、上司、同僚に限ら 

ず、取引先、顧客等も行為者になり得るものである。また、女性が女性に、男性が男性に対し 

て行う場合も含むものである。 

（性的な言動の例） 

(ｱ) 性的な内容の発言 

・性的な事実関係を尋ねること  ・性的な内容の情報（噂）を意図的に流布すること 

・性的な冗談やからかい  ・食事・デート等への執拗な誘い 

・個人的な性的体験談を話すこと   ・「男のくせに」「女のくせに」などと言う 等 
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(ｲ) 性的な行動 

・性的な関係を強要すること ・必要なく身体に触ること 

・強制わいせつ行為 ・強姦 

・わいせつな図画（ヌードポスター等）を配布、掲示すること 等 

③ 職場におけるセクシュアルハラスメントの種類 

(ｱ) 「対価型セクシュアルハラスメント」とは、職場において行われる労働者の意に反する性 

的な言動に対する労働者の対応（拒否や抵抗等）により、当該労働者が解雇、降格、減給等

（その他、労働契約の更新拒否、昇進・昇格の対象からの除外、客観的に見て不利益な配置 

転換等）の不利益を受けることをいう。 

（典型的な例） 

・事務所内において事業主が労働者に対して性的な関係を要求したが、拒否されたため、

当該労働者を解雇すること 

・出張中の車内において上司が労働者の腰、胸等に触ったが、抵抗されたため、当該労働

者に不利益な配置転換をすること 

・営業所内において事業主が日頃から労働者に係る性的な事柄について公然と発言してい

たが、抗議されたため、当該労働者を降格すること 

(ｲ) 「環境型セクシュアルハラスメント」とは、職場において行われる労働者の意に反する性 

的な言動により労働者の就業環境が不快なものとなったため、能力の発揮に重大な悪影響が 

生じる等当該労働者が就業する上で看過できない程度の支障が生じることをいう。 

（典型的な例） 

・事務所内において上司が労働者の腰、胸等に度々触ったため、当該労働者が苦痛に感じ

てその就業意欲が低下していること 

・同僚が取引先において労働者に係る性的な内容の情報を意図的かつ継続的に流布したた

め、当該労働者が苦痛に感じて仕事が手につかないこと 

・労働者が抗議をしているにもかかわらず、事務所内にヌードポスターを掲示しているた

め、当該労働者が苦痛に感じて業務に専念できないこと 

 
(2) 事業主の講ずべき措置 

職場におけるセクシュアルハラスメントに関し、雇用管理上講ずべき措置として厚生労働大 

臣の指針で以下の項目が定められており、事業主はこれらについて、企業の規模や職場の状 

況如何を問わず必ず講じなければならない。 

（事業主の方針の明確化およびその周知・啓発） 

①  職場におけるセクシュアルハラスメントの内容・セクシュアルハラスメントがあってはな 

らない旨の方針を明確化し、管理・監督者を含む労働者に周知・啓発すること 

②  セクシュアルハラスメントの行為者については、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を 

就業規則等の文書に規定し、管理・監督者を含む労働者に周知・啓発すること 

（相談（苦情含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備） 

③ 相談窓口をあらかじめ定めること 

④ 相談窓口担当者が、内容や状況に応じ適切に対応できるようにすること、また、広く相談 

    に対応し、適切な対応を行うようにすること 
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（事後の迅速かつ適切な対応） 

⑤ 事実関係を迅速かつ正確に確認すること 

⑥ 事実確認ができた場合は、行為者および被害者に対する措置を適正に行うこと 

⑦ 再発防止に向けた措置を講ずること（事実が確認できなかった場合も同様） 

 ⑧ 被害者のメンタル不調への相談対応 

（以上の措置と併せて講ずべき措置） 

⑨  相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講ずるとともに、その旨 

を労働者に周知すること 

⑩  相談したこと、事実関係の確認に協力したこと等を理由として不利益な取扱いを行っては 

ならない旨を定め、労働者に周知・啓発すること 

〔参照条文〕男女雇用機会均等法第 11条 

「事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置 

についての指針」 

 

11．実習実施機関の講ずべき安全・健康確保措置 

 
実習実施機関は、安全衛生管理体制を確立するとともに、必要な危害防止措置などを講ずる 

こと。技能実習生に対する安全衛生教育を実施するに当たっては、母国語の安全標識･説明や

分かりやすい日本語の使用など、技能実習生が教育内容を確実に理解・実行することができる

ように、配慮する必要がある。 
 

 

事業場の安全衛生管理を効果的・継続的に行い、労働者の安全と健康確保を図ることは、企業経営 

者をはじめラインの管理者及び安全・衛生管理者又は担当（スタッフ）の役割である。 

安衛法は、安全衛生管理体制を確立して事業場が一体となって活動することを求めるとともに、経

営トップが安全衛生管理の総責任者であることを明記している。特に小規模事業場の場合には、経営

者自身が安全衛生の推進者であり、実践者となることが求められている。 

また、労働契約法第５条では、実習実施機関は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安

全を確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮をするものと規定されている。 

さらに、技能実習生が外国人であり、日本語の理解が十分でないこともあるため、技能実習生への

各種安全衛生教育・指示・指導は、その内容をより良く理解できる方法により行うことが求められ、

母国語で行うことや、分かりやすい日本語で行う工夫が必要である。 

 
(1) 安全衛生管理体制の整備 

安衛法は、安全衛生管理を推進するために総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理者（小規

模事業場では安全衛生推進者等）、産業医の選任を義務付けている。これらの各管理者は、事業場

の業種、規模によって選任の要否が決まるが、その概要は表Ⅶ「事業場規模別・業種別安全衛生管

理組織」（33 頁）のとおりである。 

建設業、造船業及び構内で下請けを使用する製造業の事業者は、元方事業者として下請けの労働

者を含めて、事業場全体の安全衛生管理を行わなくてはならない。 

なお、事業場の規模を決定する労働者数には、技能実習生が含まれる。 



- 30 -  

① 総括安全衛生管理者の選任 

次に掲げる規模以上の事業場においては、事業場トップを総括安全衛生管理者として選任し、 

労働者の危険又は健康障害を防止するための措置、労働者の安全又は衛生のための教育の実施 

等に関する業務を統括管理させなければならない。 

なお、総括安全衛生管理者が事故等により職務を行うことができないときは代理者を選任し 

なければならない。 

(ｱ) 常時 100 人以上の労働者を使用する林業、鉱業、建設業、運送業及び清掃業の事業場 

(ｲ) 常時 300 人以上の労働者を使用する製造業（物の加工業を含む）、電気業、ガス業、熱供

給業、水道業、通信業、各種商品卸売業、家具・建具・じゅう器等卸売業、各種商品小売

業、家具・建具・じゅう器小売業、燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業、自動車整備業及び機

械修理業の事業場 

(ｳ) 常時 1,000 人以上の労働者を使用する上記(ｱ)(ｲ)以外の業種の事業場 

〔参照条文〕安衛法第 10条、安衛法施行令第２条 

安衛則第２条、第３条、第３条の２ 
 
 
② 安全管理者の選任 

①の(ｱ)及び(ｲ)に掲げる業種で、常時 50人以上の労働者を使用する事業場は、安全管理者を 

選任し、安全に関する教育の実施、業務に起因する危険性の調査及びその結果に基づき講ずる 

措置、安全に関する計画の作成・実施・評価及び改善に関する技術的事項を管理させ、作業場 

を巡視させ、危険防止のために必要な措置を講じさせなければならない。安全管理者は、産業 

安全の実務経験を有するとともに、厚生労働大臣が定める研修を受けた者でなければならない。 

〔参照条文〕安衛法第 11条、安衛法施行令第３条  

安衛則第４条、第５条、第６条 
 
 
③ 衛生管理者の選任 

業種を問わず、常時 50人以上の労働者を使用する事業場は、衛生管理者を選任し、総括安全 

衛生管理者の業務のうち衛生に係る技術的事項を管理させ、また、週１回以上、作業場等を巡 

視し、労働者の健康障害防止のために必要な措置を講じさせなければならない。衛生管理者は、 

都道府県労働局長の免許を受けた者等でなければならない。 

〔参照条文〕安衛法第 12条、安衛法施行令第４条 

安衛則第７条、第９条、第 10条、第 11 条 
 
 
④ 安全衛生推進者又は衛生推進者の選任 

①の(ｱ)及び(ｲ)に掲げる業種で、常時 10 人以上 50 人未満の労働者を使用する事業場は、安

全衛生推進者を、その他の業種で常時 10 人以上 50 人未満の労働者を使用する事業場は、衛生

推進者を選任し、安全及び衛生に関する業務（衛生推進者にあっては、衛生に関する業務

に限る。）を担当させなければならない。 
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安全衛生推進者等は厚生労働省が定める講習を修了した者等でなければならない。  

また、選任された安全衛生推進者等の氏名は、掲示する等により、関係労働者に周知しなけ 

ればならない。 

 
 

表Ⅵ 安全衛生推進者等の業務 

 
１  施設、設備等（安全装置、労働衛生関係設備、保護具等を含む）の点検及び使用状 

況の確認並びに、これらの結果に基づく必要な措置に関すること 

２  作業環境の点検（作業環境測定を含む）及び作業方法の点検並びに、これらの結果 

に基づく必要な措置に関すること 

３ 健康診断及び健康の保持増進のための措置に関すること 

４ 安全衛生教育に関すること 

５ 異常な事態における応急措置に関すること 

６ 労働災害の原因の調査及び再発防止対策に関すること 

７ 安全衛生情報の収集及び労働災害、疾病・休業等の統計の作成に関すること 

８ 関係行政機関に対する安全衛生に係る各種報告、届出等に関すること 
 
 

〔参照条文〕安衛法第 12条の２ 

安衛則第 12条の２、第 12条の３、第 12条の４ 
 

 
⑤ 産業医の選任 

業種を問わず、常時 50 人以上の労働者を使用する事業場は、労働者の健康管理等を行うため

に必要な医学に関する知識を持つ産業医を選任し、労働者の健康診断、面接指導等の実施及び

これらの結果に基づく労働者の健康を保持するための措置等に関する事項を行わせなければな

らない。また、産業医は少なくとも毎月１回作業場等を巡視し、労働者の健康障害を防止する

ために必要な措置を講じなければならない。また、産業医の選任義務のない事業場でも地域産

業保健センター等を利用することにより、労働者の健康管理を行うよう努めることとされてい

る。 

〔参照条文〕安衛法第 13条､第 13 条の２、安衛法施行令第５条 

安衛則第 13条、第 14 条、第 15 条、第 15 条の２ 
 

 
⑥ 作業主任者の選任 

ボイラー（小型ボイラーを除く）の取扱いの作業、動力プレス（５台以上）による作業、特 

定化学物質を製造しまたは取り扱う作業、酸素欠乏危険場所における作業等危険・有害な作業

については、作業主任者を選任し、当該作業の指揮・管理を行わせなければならない。作業主

任者は、都道府県労働局長の免許を受けた者又は都道府県労働局長の登録を受けた者が行う技

能講習を修了した者などの資格が必要である。 

〔参照条文〕安衛法第 14条、安衛法施行令第６条 

安衛則第 16条、第 17 条、第 18 条 

 

 



- 32 -  

⑦ 統括安全衛生責任者・安全衛生責任者の選任 

建設業、造船業では、重層下請関係にある多くの企業の労働者が同一の場所で混在して働くこと

によって生ずる労働災害を防止するために、現場が一定の規模以上の場合、元方事業者の現場の最

高責任者を統括安全衛生責任者として選任し、統括管理させるとともに、各請負人も統括安全衛生

責任者との連絡を行う安全衛生責任者を選任することとされている。 

〔参照条文〕安衛法第 15条、第 16 条 安衛法施行令第７条 

安衛則第 19条 
 
 
⑧ 安全衛生委員会等 

事業場における労働災害や健康障害を防止するために、一定の規模や業種の事業場においては、

安全委員会又は衛生委員会（若しくは両委員会を統合した安全衛生委員会）を設置し、労働者の危

険の防止に関する重要事項、労働者の健康障害の防止及び健康の保持増進に関する重要事項等につ

いて調査審議し、その議事の概要を労働者に周知しなければならない。また、構成委員の半数は労

働組合等の推薦に基づいて指名しなければならない。なお、委員会の設置義務のない事業者におい

ては、安全又は衛生に関する事項について関係労働者の意見を聴く機会を設けなければならない。 

〔参照条文〕安衛法第 17条、第 18 条、第 19 条 安衛法施行令第８条、第９条 

安衛則第 21条、第 22 条、第 23 条、第 23 条の２ 
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表Ⅶ 事業場規模別・業種別安全衛生管理組織 

林           業 

鉱           業 

建     設     業 

運     送     業 

清     掃     業
 

製 造 業 （ 物 の 加 工 業 を 含
む）、電気業、ガス業、熱供
給業、水道業、通信業、各種
商品卸売業、家具・建具・じ
ゅう器等卸売業、各種商品小
売業、家具・建具・じゅう器
小売業、燃料小売業、旅館
業、ゴルフ場業、自動車整備
業、機械修理業 

そ の 他 の 業 種 

業 
 

種 
 
 

規 
 

模 
 

(人) 

（安衛法施行令第２条第１号の業種） （安衛法施行令第２条第２号の業種） （安衛法施行令第２条第３号の業種）  

1000～ 

  

300～ 

999 

  

100～ 

299 

 

  

50～99 

   

10～49 

   

1～9 
   

(注)  下線の業種及びその他の業種のうち農畜水産業、医療業については第１種衛生管理者免許を有する者を衛生管理者として専任 
することが必要である。（中災防「労働安全衛生法の概要」より） 

事 業 者 

総括安全衛生管理者 

産 

業 
医 

安
全
管
理
者 

衛
生
管
理
者 

（
安
衛
法
第
13
条
） 

（
安
衛
法
第
11
条
） 

（
安
衛
法
第
12
条
） 

選任 

（安衛法第10条） 

指揮 

事 業 者 

総括安全衛生管理者 

産 

業 

医 

安
全
管
理
者 

衛
生
管
理
者 

選任 

指揮 

事 業 者 

総括安全衛生管理者 

選任 

指揮 

産業医 衛生管理者 

事 業 者 

選任 

産
業
医 

安 

全 

管
理
者 

産 

業 

医 

安
全
管
理
者 

衛
生
管
理
者 

事 業 者 

選任 

産 

業 

医 

衛
生
管
理
者 

事 業 者 

選任 

安全衛生推進者 

事 業 者 

選任 

（安衛法第 12 条の２）

衛生推進者 

事 業 者 

選任 

安全衛生推進者 

事 業 者 

選任 

事 業 者 事 業 者 事 業 者 

衛 

生 

管
理
者 
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(2) 雇入れ時及び作業に応じた安全衛生教育の実施 

技能実習生をはじめ事業場の労働者・管理者に対して安全衛生教育を実施することは労働災害等

を防止するうえで重要なことである。安全衛生教育は、実施する時期や種類等が多岐にわたるがそ

の主なものを挙げる。 

① 安全衛生教育 

(ｱ) 雇入れ時の安全衛生教育  

労働者の雇入れ時、つまり不慣れな業務に就く際の安全衛生教育は、労働災害を防止す

るうえで最も基本的なことであって不可欠なものであることから、安衛則においても詳細

に規定されている。 

雇入れ時教育の具体的な項目は次の表Ⅷとおりである。 

 
表Ⅷ  雇入れ時の安全衛生教育項目 

 
① 機械等、原材料等の危険性又は有害性及びこれらの取扱い方法に関すること。 

② 安全装置、有害物抑制装置又は保護具の性能及びこれらの取扱い方法に関すること。 

③ 作業手順に関すること。 

④ 作業開始時の点検に関すること。 

⑤ 当該業務に関して発生するおそれのある疾病の原因及び予防に関すること。 

⑥ 整理、整頓及び清潔の保持に関すること。 

⑦ 事故時等における応急措置及び退避に関すること。 

⑧ その他当該業務に関する安全又は衛生のために必要な事項。 
 

特に、機械設備等の使用方法の理解不足や保護具の不着用等が原因となって、技能実習生

の労働災害が発生しているので、機械整備の使用方法や保護具の着用の必要性の確実な理

解に向け実技で教育することが必要である。なお、建設業、運送業、製造業等の業種（P33

の表Ⅶ｢事業場規模別・業種別安全衛生管理組織｣の表の左欄及び中央欄の業種）に属する

事業場にあっては、①～⑧の全ての項目について教育が必要であるが、その他の業種（同

表の右欄の業種）に属する事業場については①～④の事項については省略することができ

るとされている。しかしながら、最近はこのような事業分野においても、労働災害に結び

つく機械設備が導入されているので積極的に教育を行うことが望ましい。 

〔参照条文〕安衛法第 59条第１項、安衛則第 35条 

 

(ｲ) 作業内容変更時の安全衛生教育 

技能実習生の作業内容を変更した時も(ｱ)と同様の教育を行わなければならない。異なる作業 

に転換したときや作業設備、作業方法等の大幅な変更があったときがこれに当たることになる。 

〔参照条文〕安衛法第 59条第２項、安衛則第 35条  

 

(ｳ) 安全又は衛生のための特別教育 

P35 表Ⅸ「特別教育を必要とする業務一覧」に示す危険又は有害な業務に従事させるときは、 

当該業務についての特別教育を行わなければならない。なお、特別教育を行ったときは、受講

者及び科目等の記録を作成し、３年間保存しなければならない。 
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また、特別教育用テキストとして各種言語のテキストを参考資料 20 のとおり JITCO で作

成しているので、必要に応じて活用のこと。 

〔参照条文〕安衛法第 59条第３項、安衛則第 36条 
 
 

表Ⅸ  特別教育を必要とする業務一覧 

（技能実習２号移行対象職種からみて技能実習生に関係するものと考えられるもの） 

 
・研削といしの取替え又は取替え時の試運転の業務 

・動力プレス機械の金型、シャーの刃部又はこれら機械の安全装置若しくは安全囲いの

取付け、取外し、調整の業務 

・アーク溶接機を用いて行う金属の溶接、溶断等の業務 

・高圧、特別高圧の充電電路若しくは当該充電電路の支持物の敷設、点検、修理、操作 

の業務、低圧の充電電路（対地電圧が 50ｖ以下及び電信用、電話用等感電による危害 

を生ずるおそれのないものを除く）の敷設、修理の業務又は配電盤室、変電室等区画 

された場所の低圧の電路のうち充電部分が露出している開閉器の操作の業務 

・最大荷重１トン未満のフォークリフト運転（道路上を走行させる運転を除く）業務 

・最大荷重１トン未満のショベルローダー又はフォークローダー運転（道路上を走行さ

せる運転を除く。）業務 

・最大積載荷重１トン未満の不整地運搬車運転（道路上を走行させる運転を除く）業務 

・制限荷重５トン未満の揚貨装置の運転の業務 

・機械集材装置の運転の業務 

・簡易架線集材装置、架線集材機械の運転(道路上を走行させる運転を除く。)の業務 

・胸高直径 70cm 以上の立木の伐木、胸高直径 20cm 以上で重心が著しく偏している立木

の伐木、つりきりその他特殊な方法による伐木等の業務 

・チェーンソーを用いて行う立木の伐木、かかり木の処理又は造材の業務 

・機体重量３トン未満の建設機械（「整地・運搬・積込み用機械（ブル・ドーザー等）」、

「掘削用機械（パワー・ショベル等）」、「基礎工事用機械（くい打機等）」、「解体用機 

械（ブレーカ等）」）で、不特定の場所に自走できるものの運転（道路上を走行させる 

運転を除く）の業務 

・基礎工事用機械で、不特定の場所に自走できるもの以外のものの運転の業務 

・基礎工事用機械で、不特定の場所に自走できるものの作業装置の操作（運転席におけ

る操作を除く）の業務 

・締固め用機械（ローラー等）で、不特定の場所に自走できるものの運転（道路上を走

行させる運転を除く)の業務 

・コンクリート打設用機械（コンクリートポンプ車等）の作業装置の操作 

・ボーリングマシンの運転の業務 

・建設工事の作業を行う場合における、ジャッキ式つり上げ機械の調整、運転の業務 

・作業床の高さが 1Oｍ未満の高所作業車の運転の業務 

・動力により駆動される巻上げ機の運転の業務 
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・動力車及び動力により駆動される巻上げ装置で軌条により人又は荷を運搬する用に供される

ものの運転の業務 

・小型ボイラーの取扱いの業務 

・つり上げ荷重５トン未満のクレーン及びつり上げ荷重５トン以上の跨線テルハの運転の業務 

・つり上げ荷重１トン未満の移動式クレーンの運転（道路上を走行させる運転を除く）の業務 

・つり上げ荷重５トン未満のデリックの運転の業務 

・建設用リフトの運転の業務 

・つり上げ荷重１トン未満のクレーン、移動式クレーン、デリックの玉掛けの業務 

・ゴンドラの操作の業務 

・作業室及び気閘室へ送気するための空気圧縮機の運転の業務 

・高圧室内作業に係る作業室への送気調整バルブ、コックの操作の業務 

・高圧室内作業に係る業務 

・特殊化学設備の取扱い、整備、修理の業務 

・特定粉じん作業に係る業務 

・ずい道などの掘削、ずり、資材等の運搬、覆工のコンクリート打設などの業務 

・産業用ロボットの可動範囲内において行うマニプレータの教示等の業務 

・産業用ロボットの可動範囲内において行う検査等の業務 

・自動車（二輪自動車を除く）用タイヤの組立てに係る業務のうち、空気圧縮機を用い

て当該タイヤに空気を充てんする業務 

・廃棄物の焼却施設においてばいじん及び焼却灰その他の燃え殼を取り扱う業務 

・廃棄物の焼却施設に設置された廃棄物焼却炉、集じん機等の設備の保守点検等の業務 

・廃棄物の焼却施設に設置された廃棄物焼却炉、集じん機等の設備の解体等の業務及び

これに伴うばいじん及び焼却灰その他の燃え殼を取り扱う業務 

・石綿等が使用されている建築物・工作物若しくは船舶の解体等の作業、又は吹き付け 

られた石綿等が損傷、劣化等によりその粉じんを発散させ、及び労働者がその粉じん 

にばく露するおそれがあるときの当該石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業 

・足場の組立て･解体又は変更の作業（地上又は堅固な床上における補助作業の業務を除く。） 

に係る業務 

・ロープ高所作業に係る業務 

 

 (ｴ) 職長等の教育 

建設業、製造業等においては、新たに職長等現場監督となる者に対して、職長教育を行わ 

なければならない。 

〔参照条文〕安衛法第 60条、安衛則第 19条  
 
(ｵ) 能力向上教育 

安全管理者、衛生管理者、安全衛生推進者等に対して、その者の能力の向上を図るために 

教育等を実施するよう努めなければならない。 

〔参照条文〕安衛法第 19条の 2、安衛則第 24条 
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(3) 就業制限業務と必要な資格 

実習実施機関において行われる作業の中には、適切に操作を行わないと、ボイラー等のように破 

裂等のおそれがあるもの、クレーン、車両系建設機械等のように転倒、衝突のおそれがあるもの等、

重大な危険を伴うものがある。これらの作業では、当該作業に従事している者のみならず、周囲にい

る労働者や場合によっては関係者以外にまで被害が及ぶことがあるものもある。このような重大な災

害を防ぐために、安衛法は、つり上げ荷重５ｔ以上のクレーンの運転等、一定の危険な作業を伴う業

務を就業制限業務とし、これらの業務については一定の資格を有する者以外の就業を禁止している。 

就業制限業務に従事することができる資格については、それぞれ、その区分に応じ、 

① 都道府県労働局長の免許を受けた者 

② 都道府県労働局長又はその登録する者が行う技能講習を修了した者 

に大別されている。 

具体的には次の表Ⅹに示す業務が該当する。 
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表Ⅹ  就業制限業務一覧 

 
 

業務の区分 業務につくことができる者 

①発破の場合におけるせん孔、装てん、結線、

点火並びに不発の装薬又は残薬の点検及び処

理の業務 

発破技士免許を受けた者 

②制限荷重が５ｔ以上の揚貨装置の運転の業務 揚貨装置運転士免許を受けた者 

③ボイラー（小型ボイラーを除く）の取扱いの

業務 

特級ボイラー技士免許、一級ボイラー技士免

許、二級ボイラー技士免許を受けた者又はボイ

ラー取扱技能講習を修了した者 

ただし、ボイラー取扱技能講習を修了した者は

一定のボイラーのみ取扱うことができる 

④ボイラー又は第一種圧力容器の溶接の業務 特別ボイラー溶接士免許又は普通ボイラー溶接

士免許を受けた者 

ただし、普通ボイラー溶接士免許を受けた者は

一定の溶接についてのみ行うことができる 

⑤ボイラー又は第一種圧力容器の整備の業務 ボイラー整備士免許を受けた者 

⑥つり上げ荷重が５トン以上のクレーン（跨線

テルハを除く。）の運転の業務のうち⑦に掲

げる業務以外の業務 

クレーン・デリック運転士免許を受けた者 

⑦つり上げ荷重が５トン以上のクレーン（跨線

テルハを除く。）の運転の業務のうち床上で

運転し、かつ、当該運転をする者が荷の移動

とともに移動する方式のクレーンの運転の業

務 

ⅰ クレーン・デリック運転士免許を受けた者 

ⅱ 床上操作式クレーン運転技能講習を修了し

た者 

⑧つり上げ荷重が１トン以上の移動式クレーン

の運転の業務のうち⑨に掲げる業務以外の業

務 

移動式クレーン運転士免許を受けた者 

⑨つり上げ荷重が１トン以上の移動式クレーン

の運転の業務のうちつり上げ荷重が５トン未

満の移動式クレーンの運転の業務 

ⅰ 移動式クレーン運転士免許を受けた者 

ⅱ 小型移動式クレーン運転技能講習を修了し

た者 

⑩つり上げ荷重が５トン以上のデリックの運転

の業務 

クレーン・デリック運転士免許を受けた者 

⑪潜水器を用い、かつ、空気圧縮機若しくは手

押しポンプによる送気又はボンベからの給気

を受けて、水中において行う業務 

潜水士免許を受けた者 

⑫可燃性ガス及び酸素を用いて行う金属の溶

接、溶断又は加熱の業務 

ガス溶接作業主任者免許を受けた者又は 

ガス溶接技能講習を修了した者 

⑬最大荷重が１トン以上のフォークリフトの運

転（道路上を走行させる運転を除く）の業務 

フォークリフト運転技能講習を修了した者 

⑭機体重量が３トン以上の整地・運搬・積込み

用及び掘削用の車両系建設機械の運転（道路

上を走行させる運転を除く）の業務 

車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘

削用）運転技能講習を修了した者 
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⑮機体重量が３トン以上の基礎工事用の車両系

建設機械の運転（道路上を走行させる運転を

除く）の業務 

車両系建設機械（基礎工事用）運転技能講習を

修了した者 

⑯機体重量が３トン以上の解体用の車両系建設

機械の運転（道路上を走行させる運転を除

く）の業務 

車両系建設機械（解体用）運転技能講習を修了

した者 

⑰最大荷重が１トン以上のショベルローダー又

はフォークローダーの運転（道路上を走行さ

せる運転を除く）の業務 

ショベルローダー等運転技能講習を修了した者 

⑱最大積載量が１トン以上の不整地運搬車の運

転（道路上を走行させる運転を除く）の業務 

不整地運搬車運転技能講習を修了した者 

⑲作業床の高さが 10 メートル以上の高所作業

車の運転（道路上を走行させる運転を除く）

の業務 

高所作業車運転技能講習を修了した者 

⑳制限荷重が１トン以上の揚貨装置又はつり上

げ荷重が１トン以上のクレーン、移動式クレ

ーン若しくはデリックの玉掛けの業務 

玉掛技能講習を修了した者 

（注）  平成 18 年４月１日からクレーン運転士免許とデリック運転士免許が統合され、クレーン・デ  

リック運転士免許となった。 

〔参照条文〕安衛法第 61条、安衛法施行令第 20条、安衛則第 41条 

 
なお、技能実習生が技能講習を受け資格を取得する際は、外国語による技能講習用補助テキスト 

等が参考資料 21のとおりそれぞれの団体で作成されているので参考とされたい。 

 

 
 

(4) 健康診断と健康の確保 

健康診断は、労働者の健康維持をはかるための基礎となるものである。技能実習生についても一 

般の労働者と同様、健康診断は必ず受診させなければならない。 

また、労働者は事業者の指定する医師の健康診断を希望しないときは、自己の希望する医師の診 

断を受けなければならず、その結果を事業者に報告しなければならない。 

① 健康診断の留意点 

（ア）健康診断の種類法令に定める健康診断は、Ｐ43、表ⅩⅢ「健康診断の種類・実施時期・

対象労働者等について」に示すとおりであり、一般健康診断と有害業務に関する健康診断

に分けらる。 

また、VDT 作業、騒音作業、重量物取り扱い業務、身体に著しく振動を与える業務など

の特定の業務等については、それぞれ特定の項目について健康診断を実施するよう厚生労

働省から指針･通達が示されている。 

（イ）実施の時期・回数 

各健康診断の実施の時期・回数･対象労働者は、表ⅩⅢ「健康診断の種類・実施時期・

対象労働者等について」のとおりである。 

 

② 一般健康診断 

 一般健康診断は、主に雇入れ時の健康診断と定期健康診断の２種類に分けられ、その概要

は表ⅩⅢ｢健康診断の種類･実施時期･対象労働者等について｣の①、②に示すとおりである。 
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（ア） 雇入れ時の健康診断 

実習実施機関に雇入れの際、必要となる健康診断である。団体監理型の場合であれば、 

入国後の講習を修了し実習実施機関に配属される際、実施が求められることになる。 

 なお、本健康診断では、医師による健康診断を受けた後、３月を経過しない者が健康診 

断の結果を証明する書面を提出したときは、項目の省略が可能とされている。しかしなが 

ら、入国前に母国で実施した健康診断については、その結果を証明する書面を提出した場

合であっても、項目の省略はできないので注意が必要である。 

 健康診断の項目はＰ41表Ⅺ｢雇入れ時及び定期健康診断項目｣に示すとおりである。 

なお、本健康診断では定期健康診断のように年齢等による省略はできない。 

［参照条文］安衛法第 66条第１項、安衛則第 43条 
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表Ⅺ 雇入れ時及び定期健康診断項目 

 
１ 既往症及び業務歴の調査 

２ 自覚症状及び他覚症状の有無の検査 

３ ＊身長、体重、＊腹囲、視力及び聴力の検査 

４ ＊胸部エックス線検査及び＊かくたん検査（かくたん検査は定期健診のみ） 

５ 血圧の測定 

６ ＊貧血検査（血色素量及び赤血球数の検査） 

７ ＊肝機能検査（ＧＯＴ，ＧＰＴ，γ－ＧＴＰの検査） 

８ ＊血中脂質検査（ＬＤＬコレステロール、ＨＤＬコレステロール、血清トリグリセライド） 

９ ＊血糖検査 

10 尿検査（尿中の糖及び蛋白の検査） 

11 ＊心電図検査 

   

 (ｲ) 定期健康診断 

実習実施機関に配属後、定期的に実施が求められる健康診断である。実施頻度は通常１年

以内に１回であるが、法令に定める特定業務に従事させる場合は、６月以内ごとに１回、実

施が求められることになる。なお、特定業務は深夜業を含む業務など 14 種類が法令で定め

られている。 

   定期健康診断の項目は、Ｐ41 表Ⅺ ｢雇入れ時及び定期健康診断項目｣に示すとおりである。

喀痰検査が加わる以外は雇入れ時の健康診断項目と同じである。なお、厚生労働大臣が定め

る基準に該当する項目は省略が可能とされており、その基準はＰ41 表Ⅻ ｢定期健康診断にお

ける項目省略の扱い｣に示すとおりである。ただし、医師が必要がないと認めるときが要件

なので、年齢等により機械的に決定されるものではないことに留意が必要である。 

  ［参照条文］安衛法第 66 条第１項、安衛則第 44 条、第 45 条 

表Ⅻ 定期健康診断における項目省略の扱い 

  健診項目 

 

医師が必要でないと認める時に左記の健康診断項目を省略できる者 

３身長検査  20 歳以上の者 

３腹囲検査 

 

 

 

 

 

１ 40 歳未満(35 歳を除く)の者 

２ 妊娠中の女性その他の者であって、その腹囲が内臓脂肪の蓄積を 

反映していないと診断された者 

３ BMI が 20 未満である者 

４ BMI が 22 未満であって、自ら腹囲を測定し、その値を申告した者 

４胸部エック 

 ス線検査 

 

 

 

 

 40 歳未満のうち、次のいずれにも該当しない者 

１ ５歳毎の節目年齢(20 歳、25 歳、30 歳及び 35 歳)の者 

２ 感染症法で結核に係る定期の健康診断の対象とされている施設等で 

働いている者 

３ じん肺法で３年に１回のじん肺健康診断の対象とされている者 
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４喀痰検査 

 

 

１ 胸部エックス線検査を省略された者 

２ 胸部エックス線検査によって病変の発見されない者又は胸部エック 

ス線検査によって結核発病のおそれがないと診断された者 

６貧血検査 

７肝機能検査 

８血中脂質検査 

９血糖検査 

11 心電図検査 

 35 歳未満の者及び 36～39 歳の者 

 

 

 

 

※ＢＭＩ(Ｂｏｄｙ Ｍａｓｓ Ｉｎｄｅｘ＝体重(㎏)／身長(m)²) 

 

③ 有害業務に関する健康診断 

  有害業務に関する健康診断としては、特殊健康診断、じん肺健康診断、歯科医師による健康

診断が挙げられる。このうち、特殊健康診断はＰ43 表ⅩⅢ｢健康診断の種類・実施時期・対象

労働者等について｣の⑥～⑫、じん肺健康診断は同表の⑬、歯科医師による健康診断は同表の

⑤に示すとおりである。 

  技能実習生がこれらの有害業務に常時従事する場合、雇入れ時、配置替えの際及び６月以内

ごとに１回(四アルキル鉛健康診断は３月以内ごとに１回、じん肺健康診断は管理区分に応じ

て１～３年以内ごとに１回)、定期にそれぞれ特別の健康診断を行わなければならない。 

 ［参照条文］安衛法第 66 条第２項、第３項、安衛法施行令第 22 条、有機則第 29 条、 

四アルキル則第 22 条、第 25 条、鉛則第 53 条、第 56 条、特化則第 39 条、 

電離則第 56 条、除染則第 20 条、高圧則第 38 条、石綿則第 40 条、 

安衛則第 48 条、じん肺法第７条、第８条、第９条、第９条の２ 

       じん肺法施行規則第２条、同別表 
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表ⅩⅢ 健康診断の種類・実施時期・対象労働者等について 
 

健 診 の 種 類 実施時期及び回数 対 象 労 働 者 その他参考事項 

①
 雇 入 れ 時 

健 康 診 断 
雇入れの直前又は直後 新規雇入者 

健診項目の省略は認め

られない 

６月以内ごとに１回、定期に 
安衛則第 13 条２号の有

害業務従事者 

医師が必要でないと認

めたときは一部の項目

の省略が認められる 
② 定 期健 康診断 

１年以内ごとに１回、定期に 上記以外の者 同   上 

③ 
海外派遣労働者 

健 康 診 断 
派遣前、帰国後 

６月以上海外に派遣され

る労働者 

上記①のほか、腹部画

像検査等医師が必要と

認める項目 

④ 
給 食 従 事 者 

健 康 診 断 
雇入時、当該業務に配置替え時 給食業務従事者 

上記①又は②のほか、

大便の細菌検査 

⑤ 
歯科医師による 

健 康 診 断 

雇入時、当該業務に配置替え時及び

６月以内ごとに１回、定期に 
塩酸等の取扱者 

上記①又は②のほか、  

歯牙等の検査 

⑥ 
有 機 溶 剤 等 

健 康 診 断 

雇入時、当該業務に配置替え時及び

６月以内ごとに１回、定期に 
有機溶剤業務従事者 

業務の経歴の調査等の

ほか､有機溶剤等の区分

に応じた検査及び作業

条件の調査等医師が必

要と認める項目 

 

⑦ 鉛 健 康 診 断 

雇入時、当該業務に配置替え時及び

６月以内ごとに１回（印刷はんだ付

等は１年以内ごとに１回）、定期に 

鉛業務従事者 

業務の経歴の調査等の

ほか、作業条件の調査

等医師が必要と認める

項目 

⑧ 
四 ア ル キ ル 鉛 

健 康 診 断 

雇入時、当該業務に配置替え時及び

３月以内ごとに１回、定期に 
四アルキル鉛業務従事者  

⑨ 
特 定 化 学 物 質 

健 康 診 断 

雇入時、当該業務に配置替え時及び

６月以内ごとに１回（一部１年以内

ごとの項目もある）、定期に 

特定化学物質製造、取扱

業務従事者 

一次健診は全員、二次

健診は有所見者で医師

が必要と認めた者のみ 

⑩ 
高 気 圧 業 務 

健 康 診 断 

雇入時、当該業務に配置替え時及び

６月以内ごとに１回、定期に 
高気圧業務従事者 

一次健診は全員、二次

健診は有所見者で医師

が必要と認めた者のみ 

⑪ 
電 離 放 射 線 

健 康 診 断 

雇入時、当該業務に配置替え時及び

６月以内ごとに１回、定期に 
電離放射線業務従事者  

⑫ 石 綿 健 康 診 断 
雇入時、当該業務に配置替え時及び

６月以内ごとに１回、定期に 

石綿等の製造、取扱業務

従事者 

一次健診は全員、二次

健診は有所見者で医師

が必要と認めた者のみ 

⑬ じん肺健康診断 

①  就業時健康診断 

  新たに常時粉じん作業に従業す

ることとなった者に対して就業の

際に行う 

②  定期健康診断 

 イ  管理１の者 

   ３年以内ごとに１回 

 ロ  管理２又は３の者 

   １年以内ごとに１回 

 ハ  管理２で、現在非粉じん作業

についている者 

   ３年以内ごとに１回 

 ニ  管理３で、現在非粉じん作業

についている者 

   １年以内ごとに１回 

③  離職時健康診断 

 イ  粉じん作業の従事者（ロに掲

げる者を除く。）で前回の健診

から１年６ヶ月を経過した者 

 ロ  管理２又は３で前回の健診か

ら６月を経過した者 

 

粉じん作業（じん肺法適

用のもののみ） 

従事者、又は過去にその

経験があり、現在非粉じ

ん作業従事者 

就業時健康診断 

常時粉じん作業に従事

すべき職業に従事した

ことがない技能実習

生、従事する日前１年

以内に管理１、管理

２、管理３イと決定さ

れたもの等を除く。 

 

離職時健康診断 

常時粉じん作業に従事

する技能実習生で１年

を超えて雇用していた

ものであって、前回の

じん肺健診から左記の

期間経過する者が、離

職の際に求めたとき

は、離職時健診を行わ

なければならない。 

〔注〕⑤～⑬が有害業務健康診断である。 
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(5) 健康診断結果の記録、通知及び事後措置の必要性 

実習実施機関は、一般健康診断及び有害業務に関する健康診断の結果について個人票（参考資料 11

｢健康診断個人票｣様式参照）を作成し、法令に定める期間保存しなければならない。また、健康診断

の結果は、本人に通知するとともに、実施項目に異常の所見が認められた労働者に対しては、健康を

保持するために必要な措置について医師、又は歯科医師の意見を聴かなければならない。さらに、そ

の意見を勘案して必要があると認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、就業場所の変更、作業

の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を講ずるほか、作業環境測定の実施、施設又

は設備の設置又は整備その他の事後措置を講じなければならない。 

ただし、技能実習生の場合、従事できる職種・作業が限られるので、業務・作業の変更・転換が 

必要な場合には、事前に地方入国管理局での手続をする必要がある。 

〔参照条文〕安衛法第 66条の３、第 66条の４、第 66条の５、第 66条の６、 

じん肺法第第 14 条、第 17 条 

 

 
 
(6) 長時間労働者に対する医師による面接指導 

実習実施機関は、次の①に該当する労働者に対して医師による面接指導を行わなければならない。

次の②、③に該当する労働者に対しては、これらに準じた必要な措置を行うよう努めなければならな

い。 

① 時間外・休日労働時間が１月当たり 100 時間を超え、かつ、疲労の蓄積が認められる者 

（本人の申出による） 

② 長時間労働により、疲労の蓄積が認められ、又は、健康上の不安を有している者 

（本人の申出による） 

③ 事業場において定められた基準に該当する者 

〔参照条文〕安衛法第 66条の８、第 66条の９ 

 

(7) メンタルヘルス対策の推進 

  平成 27 年 12 月 1 日から事業者は、労働者の心理的な負担の程度を把握するため、年に 1回、ス

トレスチェックを実施することが義務付けられました（従業員 50 人未満の事業場は、当分の間努力

義務）。 

ストレスチェックの調査票は、「仕事のストレス要因」、「心身のストレス反応」、「周囲のサポ

ート」の 3領域が含まれているものであれば、実施者の意見及び衛生委員会等での調査審議を踏まえ

て、事業者の判断により、選択することができます。なお、ストレスチェックの結果は本人に直接通

知し、本人の同意がない限りは事業者に提供してはいけません。 

また、ストレスチェックの結果、高ストレスと評価され、実施者から面接指導が必要であると認め

られた労働者から申出があったときは、医師による面接指導を行うことが義務となります。 

事業者は、面接指導を実施した医師の意見を勘案し、労働者の実情を考慮し、作業の転換や労働時

間の短縮などの就業上の措置を講じる必要があります。 

〔参照条文〕安衛法第 66条の 10 
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(8) 労働者の危険又は健康障害防止措置 

① 実習実施機関の講ずべき措置 

労働者の危険又は健康障害を防止するため、実習実施機関が講ずべき措置の詳細は、安衛則等によ

り定められている。具体的には、危険要因、危険作業及び危険場所について、 実習実施機関の講ず

べき措置、健康障害の防止措置と作業場の環境整備、作業行動から生ずる労働災害を防止する措置、

労働者の救護に関する措置等が定められている。 

 

② 具体的措置 

(ｱ) 設備、原材料等による危険の防止措置 

・機械、器具その他の設備による危険 

・爆発性の物、発火性の物、引火性の物等による危険 

・電気、熱その他のエネルギーによる危険 

〔参照条文〕安衛法第 20条、安衛則、ボイラー則、クレーン則、ゴンドラ則 

 

 (ｲ) 作業方法、作業場所による危険の防止措置 

・掘削、採石、荷役、伐木等の業務における作業方法から生ずる危険 

・労働者が墜落するおそれのある場所、土砂等の崩壊するおそれのある場所等に係る危険 

〔参照条文〕安衛法第 21条、安衛則 

 

(ｳ) 設備、原材料等による健康障害の防止措置 

・原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、病原体等による健康障害 

・放射線、高温、低温、超音波、騒音、振動、異常気圧等による健康障害 

・計器監視、精密工作等の作業による健康障害 

・排気、排液又は残さい物による健康障害 

〔参照条文〕安衛法第 22条、安衛則、特化則、有機則、沿則、四アルキル則、高圧則 

      電離則、酸欠則、粉しん則、石綿則 

 

(ｴ) 屋内作業場等における一般作業環境による健康・風紀及び生命の保持のための措置 

・通路、床面、階段等の保全 

・換気、採光、照明、保温、防湿、休養、避難、清潔に必要な措置 

・その他労働者の健康、風紀及び生命の保持のため必要な措置 

〔参照条文〕安衛法第 23条、安衛則、事務所則 

 

(ｵ) 労働者の作業行動から生ずる労働災害の防止措置 

〔参照条文〕安衛法第 24条 

 

(ｶ) 緊急時における労働者の退避措置 

労働災害発生の急迫した危険があるときは、直ちに作業を中止し、労働者を作業場から 

退避させる等必要な措置をとるよう義務づけられている。 

〔参照条文〕安衛法第 25条、安衛則、有機則、四アルキ則 特化則、高圧則、電離則、酸欠則 
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(ｷ) 労働者の遵守義務 

     安衛法第 20 条から第 25 条及び第 25 条の２第１項の規定に基づき事業者が講ずる措置に 

応じて、労働者も必要な事項を遵守することが法令で定められている。 

      ［参照条文］安衛法第 26 条、安衛則、ボイラー則、クレーン則、ゴンドラ則、有機則、鉛則、 

                 四アルキル則、特化則、電離則、酸欠則、事務所則、粉じん則、石綿則 

 

③ 元方事業者による作業間の連絡調整の実施 

建設業、造船業及び製造業の元方事業者は、その労働者及び関係請負人の労働者の混在作業 

による労働災害を防止するために、元方事業者と関係請負人、また、関係請負人相互における 

作業間の連絡・調整を行うなどの措置を講じなければならない。 

〔参照条文〕安衛法第 30条、第 30 条の２ 

安衛則第 635 条～第 638 条、第 643 条の２～第 643 条の６他 

 

(9) 制度の特性を踏まえた安全衛生対策の推進 

 ① 外国人であることを考慮した安全対策 

   使用させる機械設備、安全装置または保護具の使用方法等の確実な理解に向けた安全衛生教育の

実施、作業指示等の理解に必要となる日本語や基本的な合図等の習得、図解等の方法により労働災

害の防止に向けたわかりやすい標識、標示の整備等に努めること。なお、これらの対応に当たって  

は、わかりやすい日本語を用いること、必要に応じて技能実習生の母国語を用いること、口頭のみ

ならず手本を見せたり、指導者がついて実際作業をやらせてみる等の対応も考慮すること。(参考

資料１｢外国人指針｣第四-三-１～３参照) 

 

 ② 外国人であることを考慮した健康確保対策 

   健康診断の実施に当たっては、健康診断の目的や内容を理解できる方法により説明し、また健康

診断結果に基づき事後措置を実施する場合は、健康診断の結果及び事後措置の必要性及び内容を理

解できる方法で説明するよう努めること。(参考資料１｢外国人指針｣第四-三-４参照) 

 

 ③ 技能実習生とのコミュニケーションの確保 

   労働災害に直面するような場面では、技能実習生に日本語で危険を知らせることもあると考えら

れることから、実習実施機関は、技能実習生に対して、労働災害防止のための基本的な指示、合図

や緊急の指示が理解できるよう、｢止まれ｣、｢入るな｣、｢危ない｣、｢逃げろ｣等の簡単な日本語や共

同作業を行う場合の基本的な合図等を技能実習開始時に理解させるよう努めること。 

 

 ④ 入国して日が浅い技能実習生の安全衛生確保 

   2010 年の制度改正で、入国から実習実施機関配属までの期間が大幅に短縮され、入国して日が

浅い技能実習生の労働災害の発生等が目立つことから、実習実施機関への配属当初、重点的に安全

衛生教育を行うとともに、日本での作業や生活リズムに慣れる期間を設ける等の配慮が望ましい。 

 

 ⑤ 技能実習生の死亡事故防止対策 

   技能実習生が労働災害以外で死亡するケースも散見されることから、労働災害防止に止まらず技

能実習生の生活面も含め、死亡事故の防止に向けた総合的な対応に留意すること。 
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(10) JITCO における技能実習生の安全衛生確保に向けた取組みの推進 

 ① 全般 

   技能実習生の安全衛生の確保に向けて、実習実施機関として留意すべき職場の安全衛生、健康管

理、日常生活、食事・宿舎に関する点検項目を集約した｢実習実施機関用自主点検表｣、技能実習生

が自らの健康状況をセルフチェックする｢心とからだの自己診断表｣、技能実習生が病気にかかった  

際医療機関とのコミュニケーションを図るための｢医療機関への自己申告表｣を作成し、その活用を

図っている。 

 

 ② 職種及び業種に応じた安全衛生対策の推進 

   職種・業種ごとに安全衛生確保の要点を集約したパンフレットを取りまとめ周知啓発を図ってい

る。現在まで｢耕種農業職種｣、｢畜産農業職種｣、｢金属プレスを中心とした金属製品製造業｣、｢ア

ーク溶接作業｣、「建設業」、｢食料品製造業｣に係るパンフレットを取りまとめている外、｢溶接職

種｣についても新たに作成予定である。これらを活用した職種別、業種別安全衛生対策の推進が望

ましい。 

 

 ③ 健康確保対策 

   脳・心臓疾患による死亡を防止するためパンフレット｢脳・心臓疾患による死亡(過労死等)防止

対策チェックシート｣を取りまとめ、労働環境、健康管理及び日常生活における危険要因の排除に

向けた取組みを推進している。さらに、各種病気の予防や治療等の解説書として｢健康管理のしお

り｣、結核等の感染症の予防に向けた｢結核等感染性疾患防止対策マニュアル｣を作成し、その活用

を図っている。 

 

 ④ メンタルヘルス対策 

実習実施機関向けとして｢外国人技能実習生実習実施機関のためのメンタルヘルスガイドブック｣、

｢自殺防止対策マニュアル(こころの危機を支える)｣、「こころの健康 みんなの笑顔」を取りまと

めている。これらを活用したメンタルヘルス対策の推進が望ましい。 
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(11) 技能実習生の死亡又は労働災害が発生した場合の対応 

①  技能実習生が死亡したときは、「死亡事故報告書」（参考資料 13）により地方入国管理局及

び JITCO に報告すること。 

②  技能実習生の労働災害や通勤災害が発生した場合は、休業の有無を問わず｢業務災害発生 

状況報告書」･ ｢通勤災害発生状況報告書｣（参考資料 14-1、14-2 参照）によって遅滞なく

JITCO 本部（能力開発部）へ報告すること。 

③ 技能実習生（除船員法適用）の労働災害については、所轄労働基準監督署長へ労働者死傷病 

報告（参考資料 12 参照）を提出しなければならない。なお、様式 23 号の提出にあたっては、 

同様式の職種欄に括弧書きで｢技能実習生｣と記載すること。 

〔参照条文〕安衛法第 100 条（安衛則第 97条） 

 また、船員法適用の技能実習生の災害･疾病については、所轄地方運輸局長へ災害疾病発生状

況報告をしなければならない。 

〔参照条文〕船員法第 111 条（船員法施行規則第 73条） 

④ 技能実習生が労働災害等により実習継続が不可能となったときは、「実習継続不可能事由発 

生報告書」（参考資料 15）（発生事由はその他）により地方入国管理局（写し JITCO）あて報

告すること。 

(12) 安全衛生に関する内容であって、労働基準監督署に報告義務等があるもの 

実習実施機関（事業者）は、労働者（技能実習生を含む。）の安全衛生に関する内容について、

安衛法令に基づき、実習実施機関の所在地を所管する労働基準監督署に報告等を行うことが義務付

けられています。 

例えば、事業場単位で、技能実習生を含む労働者全体で常時５０人以上を使用する場合、定期健

康診断を実施した際は、定期健康診断結果報告書（安衛則様式第６号）を提出する必要があります。 

また、有害業務に関する健康診断を実施した際は、使用する労働者数にかかわらず、各種健康診

断結果報告書を提出する必要があります。 

上記以外にも、安衛法令に基づき、技能実習生の安全衛生に関する内容について労働基準監督署

に報告等を行うことが義務付けられています。 

詳しくは、お近くの労働基準監督署までお問い合わせください。 

なお、厚生労働省ホームページでは、上記の様式を含め、安全衛生関係主要様式を掲載しています。

（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/anzeneisei36/inde

x.html） 
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12．保険への加入 
 
 

実習実施機関は、労働保険、社会保険、その他の保険に加入するなどして技能実習生の不慮 

の災害・事故・病気に備えなければならない。 
 

 

(1) 労働保険（労災保険、雇用保険） 

労働保険とは、労働者災害補償保険（一般に「労災保険」という）と雇用保険の総称である。保 

険給付は両保険制度で別個に行われるが、保険料の徴収等については、両保険は労働保険として、 

原則的に一元的にされる。 

労働保険は、農林水産の事業の一部を除き、労働者（日本人・外国人の別は問わない）を一人で 

も雇っていれば強制適用事業となり、その事業主は成立手続を行い、労働保険料を納付することと 

なる。 

なお、労働保険が強制適用されない農林水産の一部の事業（暫定任意適用事業という）は、労災 

保険の場合、個人経営で、①労働者５人未満の農業、②年間使用延べ労働者 300 人未満の林業、③

労働者５人未満で船員法適用外の漁業であるが、事業主に保険加入の意思があるとき、又はこれら

の事業主に使用される労働者の過半数が希望するときは、事業主は任意加入の申請をすることとな

る。暫定任意適用事業で労災保険に加入していない場合でも、使用者は労基法上の災害補償義務が

あり、労働者が業務上負傷し、又は疾病にかかった場合における療養補償、休業補償、労働者が業

務上障害を負った場合における障害補償、労働者が業務上死亡した場合における遺族補償及び葬祭

料の支払を行わなければならない。また、入管関係法令では技能実習生を受入れる農家等について

暫定任意適用事業であっても、労災保険への加入を規定しているので、労災保険の加入が必要とな

る。 

また、雇用保険の場合、個人経営で労働者５人未満の農林水産業であるが、使用される労働者の

２分の１以上の同意を得て申請するか、若しくは、使用される労働者の２分の１以上が希望すると

きは、事業主は任意加入の申請をすることとなる。農林水産省は技能実習生を雇用する農家につい

ては、技能実習生を含む労働者と農家の意思により申請するか否かを決定するよう指導することと

している。 

適用事業における技能実習生は労働保険の対象になる。 
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① 労災保険給付の種類と内容 

労災保険給付には、療養補償給付（通勤災害の場合には、療養給付。以下同じ。）、休業補償 

給付（休業給付）、障害補償給付（障害給付）、遺族補償給付（遺族給付）、葬祭料（葬祭給付）、 

傷病補償年金（傷病年金）、介護補償給付（介護給付）、二次健康診断等給付があり、これらの 

保険給付とは別に、社会復帰促進等事業の１つとしての特別支給金の支給等がある。 

主な給付の内容は次のとおりである。  

(ｱ) 療養（補償）給付 

「療養の給付」 

 療養の給付は、被災労働者が無料で必要な治療（診察、処置、薬剤等）をうけることが

できる療養の現物給付である。この療養の給付が行われるのは、労災病院及び都道府県労

働局長が指定した病院、診療所、薬局又は訪問看護事業者等（労災指定医療機関等）であ

る。 

 また、療養の給付は症状が固定（治ゆ）するまで行われるが、症状固定（治ゆ）とは必

ずしも全快を意味するわけではなく、医学上一般に認められた医療を行っても医療効果が

期待できなくなった状態のことをいう。 

「療養の費用の支給」 

 被災労働者が労災指定医療機関等以外の医療機関で療養したような場合、療養の現物給

付を行うということができないので、この場合、被災労働者はその療養に要した費用全額

の立替払いを行い、後日、所轄労働基準監督署に請求し、現金給付を受けることになる。

療養の費用 が支給される範囲や期間は、療養の給付と同じである。 

(ｲ) 休業（補償）給付  

被災労働者が業務上の傷病による療養のため労働することができず、そのために賃金が受

けられないときは、休業（補償）給付が休業４日目から支払われる。（通勤災害の場合は、

初回給付額から 200円一部負担金を控除されて支給） 

給付額は、１日につき給付基礎日額（原則として労基法第 12 条の平均賃金相当額）の

60％相当額が、所定労働時間の一部を休業したような場合は、給付基礎日額と実労働時間

に対して支給される賃金の差額の 60％相当額となる。 

休業初日から３日間は待機期間とされているが、業務災害の場合、この３日間について使

用者が労基法上の休業補償（平均賃金の 60％相当額）を行わなければならない。 

なお、休業（補償）給付の受給者については、１日につき給付基礎日額の 20％相当額の

「休業特別支給金」が併給されることになっており、実質的な休業（補償）給付額は給付基

礎日額の８割となる。 

(ｳ) 障害（補償）給付 

業務上・通勤途上の疾病の症状固定（治ゆ）時に障害が残っている場合に、厚生労働省令

で定める障害等級に応じ、年金又は一時金が支給される。 
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(ｴ) 遺族（補償）給付 

業務上・通勤途上で労働者が死亡した場合は、その遺族に対し、死亡労働者との続柄・生

計維持関係によって、年金又は一時金が給付される。 

(ｵ) 傷病（補償）年金 

この傷病（補償）年金は、労働者の業務上又は通勤による負傷又は疾病に係る療養の開始

後１年６ヶ月を経過した日、又はその日以後において、当該負傷又は疾病が治らず、それ

による障害の程度が傷病等級（第１級～第３級）に該当するときは、休業（補償）給付か

ら傷病（補償）年金に切り換えられ、その障害の程度に応じて年金が支給される。（該当し

ない場合には、引き続き休業（補償）給付が支給される） 

(ｶ) 労災保険の給付請求 

労災保険の給付請求は、被災者又は遺族が直接行うことになっているが、みずから請求

その他の手続を行うことが困難である際には、事業主にその手続を助力する義務があるこ

とが法令上定められている。技能実習生が被災した場合、労災保険制度についての理解が

不十分であること、日本語が堪能でないこと等もあり、実習実施機関は、日常教育を通し

て本制度について十分理解の向上に努め、万が一事故が発生した場合には、積極的な援助

を行うことが必要である。 

具体的には、業務災害又は通勤災害等が発生した場合には、①保険給付の請求手続きを

代行すること、②保険給付の請求に当たり、必要事項等の記入に際して手助けすること、

③場合によっては、請求に当たって労働基準監督署へ同行すること、④受給に伴う金融機

関等の口座開設を援助すること等が考えられる。 

(ｷ) 第三者行為災害  

保険関係の当事者以外の者の行為や他の建物の設備等によって発生した災害を「第三者

行為災害」と言う。第三者行為災害も、業務災害又は通勤災害として扱われるので、被災

労働者又はその遺族は、所轄労働基準監督署に対して労災保険の保険給付を請求できるこ

とは勿論のこと、災害を発生させた第三者に対して民事上の損害賠償を請求することがで

きる。また、第三者行為災害が自動車事故である場合は、自動車損害賠償責任保険等から

も保険金を受けられる。 

しかし、これらの場合には、同一の事由について重複して損害のてん補を受けると、実際

の損害額よりも多く支払いを受けることとなり不合理であるので、労災保険法において支

給調整が定められている。また、第三者行為災害に伴う労災保険給付請求の際には、「第三

者行為災害届」を所轄労働基準監督署に提出することになっている。 

 
 
② 雇用保険の給付の内容 

(ｱ) 基本手当 

基本手当の所定給付日数（基本手当の支給を受けることができる日数）は、受給資格に係

る離職の日における年齢、雇用保険の被保険者であった期間及び離職の理由等によって、

90日～360 日の間で決められる。 
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受給要件は、雇用保険の被保険者が離職して○ａ ハローワークに来所し、求職の申し込みを

行い、就職しようとする積極的な意思及び就職できる能力があるにもかかわらず、本人や

ハローワークの努力によっても、職業に就くことができない「失業の状態」にあること、 

○ｂ 離職の日以前２年間に、賃金支払の基礎となった日数が 11 日以上ある雇用保険に加入

していた完全月が 12 ヶ月以上あること。ただし、倒産・解雇等の理由による離職について

は、離職日以前１年間に賃金払の基礎となった日数が 11 日以上ある雇用保険に加入してい

た完全月が６ヶ月以上あれば受給要件を満たす。また、雇用保険の受給期間は原則として

離職した日の翌日から１年間である。 

基本手当日額は、原則として離職した日の直前の６ヶ月に毎月きまって支払われた賃金の

合計を 180 で割って算出した金額のおよそ 50～80％となっている。 

技能実習生の場合は、実習実施機関が倒産や不正行為で受け入れ停止となった場合で、技

能実習生本人が実習の継続を希望するときは、次の職場で実習に入るまでの間、失業状態と

なることから失業給付受給の可能性があるので、所轄のハローワークへすぐに相談すること。 

(ｲ) 就職促進手当  

就職促進手当には「再就職手当」などがあり受給要件は次のとおりである。 

再就職手当の受給要件 

再就職手当は、基本手当の受給資格がある者が安定した職業に就いた場合に、基本手当

の支給残日数が所定給付日数の３分の１以上あり、一定の要件に該当する場合に支給さる。 

支給額は、所定給付日数の支給残日数×50％（残日数が２／３以上の場合は 60％）×

基本手当日額となる（一定の上限あり）。 

 
 
(2) 社会保険（健康保険、厚生年金保険又は国民健康保険、国民年金、介護保険） 

健康保険は、適用事業所（①全ての法人の事業所及び②常時５人以上の従業員を雇用する農林水

産業・旅館業・クリーニング業等の特定の業種を除く個人事業所―強制適用事業所、③それ以外の

事業所で厚生労働大臣の認可を受けた事業所―任意適用事業所）に使用される者を対象とし、業務

以外の傷病やケガに対して治療費等の一部について給付がされる保険である。なお、健康保険が適

用されない人は、国民健康保険に加入することとなる。 

技能実習生は、雇用関係の下で技能実習を実施することから、健康保険の適用事業所で実習に従

事する技能実習生については健康保険が適用される。ただし、講習期間中の技能実習生又は適用事

業所ではない事業所で実習に従事する技能実習生については健康保険の適用はなく、国民健康保険 

への加入が強制される。（在留期間が３ヶ月を超えて決定された外国人は、住民基本台帳法の適用 

を受ける外国人となることから、技能実習生は、全員適用を受ける。） 

国民年金、厚生年金保険のうち障害年金・遺族年金は、技能実習生がケガや病気で重大な障害が 

残った場合あるいは死亡した場合で、一定の要件を満たしているときに、本人あるいはその遺族に

給付される。 
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厚生年金保険は、適用事業所（原則、前記健康保険の適用と同じ）に使用される者が加入する年

金制度である。 

技能実習生は、雇用関係の下で技能実習を実施することから、厚生年金保険の適用事業所で常用 

的に使用される技能実習生については厚生年金保険が適用される。ただし、講習期間中の技能実習 

生又は厚生年金の適用事業所ではない事業所で使用される技能実習生については厚生年金保険の適

用はなく、国民年金の被保険者となる。国民年金は、20 歳以上 60 歳未満で日本国内に住所を有す

る者（外国人を含む）を被保険者とする年金制度である。被保険者には保険料の納付義務があるが、

所得が少ないなど、保険料を納めることが経済的に困難な場合には、被保険者の申請手続きによっ

て、保険料の納付が減免される制度がある。（詳しくは、最寄りの年金事務所または住所地の市区

町村へ） 

厚生年金の保険料を支払っていた場合であっても、国民年金と厚生年金保険には期間通算規定

があるため、国民年金の加入申請や保険料の免除申請を怠ると、厚生年金保険の受給（障害年金や

遺族年金）を請求しても、受給できない場合が発生する。 

40 歳から 64 歳までの国民健康保険・健康保険加入者は、技能実習生であっても日本に在住する

以上相互扶助の観点から日本人同様に介護保険の被保険者となる。 

JITCO は、労働保険や社会保険の適用関係、加入手続き等に関し、「外国人技能実習生と労働・ 

社会保険Ｑ＆Ａ」「外国人技能実習生と労災保険」等のパンフレットを作成しているので詳細はこ 

れらを参照されたい。 

〔参照条文〕厚生年金保険法第６条、第９条、健康保険法第３条、第 35条、介護保険法第９条、 

第 10 条 

〔関係法令等〕指針第四-四-１及び２ 
 
 

表 XIV 各種保険給付内容 
 

(1) 健康保険の主な給付 

①療養の給付 

(ｱ)診療、(ｲ)薬剤、治療材料の支給、(ｳ)処置、手術その他の治療、(ｴ)在宅療養、訪問看 

護、(ｵ)入院・看護、に必要なすべての医療給付が受けられる。 

義務教育就学後から 70歳未満の者は給付割合は７割であり３割相当分は自己負担である。 

②高額療養費 

窓口での負担が、自己負担限度額を超えたときには、高額療養費支給申請を行うことにより 

自己負担限度額（例：70 歳未満の一般所得者〔80,100 円＋（医療費‐267,000 円）×１％〕）

を超えた額が払いもどされる。なお、自己負担限度額は所得等により異なる。 

③移送費 

病気やけがにより、移動が困難なために、医師の指示によりタクシーなどを使った場合、そ 
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の費用が現金給付として支給される（移送の際に人を雇った等の費用も含まれる）。 

 ただし、次の条件のいずれにも該当した場合に限られる。 

(ｱ) 移送の目的である療養が保険診療として適切であること 

(ｲ) 患者がその療養の原因である病気・けがにより移動が著しく困難であること 

(ｳ) 一時的・緊急的その他やむを得ないこと 

④傷病手当金 

本人が病気やけがの療養のため会社を休み、賃金が受けられない場合に支給される。  

傷病手当金は、休業１日につき標準報酬日額の３分の２が、休業４日目から１年６ヶ月以内 

であって支給要件を満たした期間について支給される。 

 ただし、次の条件を満たすことが必要となる。 

(ｱ) 病気・けがで療養中であること 

(ｲ) 仕事ができないとき 

(ｳ) ４日以上仕事を休んだとき（仕事を休んだ日から継続した３日間の期間をおき、４日以上 

休んだ場合、４日目から支給される） 

(ｴ) 賃金の支払いがないとき（賃金をもらっていても、傷病手当金を下回るときは、差額が支 

給される） 

⑤埋葬料 

本人が死亡したときは、埋葬を行った遺族に、定額５万円の埋葬料が支給される。ただし、 

業務上の原因または通勤途上の災害による病気・けがで死亡したときは、労基法に基づく葬祭

料または労災保険の葬祭料として補償される。 

⑥保険外併用療養費  

なお、本人が保険医療機関等において先進的な医療技術を用いた療養などを受けたとき、そ

の療養に要した費用について本来保険診療となる部分は、保険外併用療養費として支給され 

る。 

 
 

(2) 国民年金又は厚生年金の保険給付 

①障害年金の給付  

障害年金の給付に際しては、次の要件を満たさない場合には給付が認められないので注意が

必要となる。 

 

障害基礎年金 障害厚生年金 

①保険料納付要件 

(ｱ) 初診日の前日において、初診日の属す

る月の前々月までに被保険者期間があり、

かつ被保険者期間のうち保険料納付済期

間と保険料免除期間を合算した期間が３

分の２以上であること。 

(ｲ) 又は、、初診日の属する月の前々月ま

での１年間に保険料の滞納がないこと

（＝直近１年 要件の特例）。 

①保険料納付要件 

障害基礎年金と同じ。 

 

 

②初診日において厚生年金保険の被保険者

であること 
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②初診日において、被保険者であるか又は 

被保険者であった人であって 60 歳以上

65 歳未満の国内居住者であること 
 

 

③障害の状態  

障害認定日（※）において、障害の程度

が１級又は２級に該当すること。 

 
 

※障害認定日  

初診日から１年６ヶ月経過した日。その間

に症状が固定した場合は、その固定した日

（ただし、障害認定日に１級又は２級に

該当しなかった場合でも、その後障害が

重くなり 65 歳の誕生日の２日前までに

請求し、認定されると障害基礎年金が支

給される場合があります。） 
 
 

●20 歳前傷病による障害基礎年金  

初診日において 20 歳未満であった人が

20 歳に達した日において１級・２級の障

害の状態にあるとき、または、20 歳に達

した後に１級・２級の障害の状態となった

ときは、障害基礎年金が支給される。ただ

し、世帯の所得制限と国内居住要件が設け

られている。 

③障害の状態  

障害認定日において、障害の程度が１級 

～３級に該当すること。 

 

※障害手当金  
 障害年金を受けるのに必要な保険料納付済期間のある人が、厚生年金保険の被保険者期間中に

病気やけがで障害となり、初診日から５年以内に症状が固定し、障害厚生年金を受けるよりも
軽い障害の状態であって、政令で定める程度の障害に該当するときに支給される。 

 
②遺族年金の給付 

 遺族年金の給付に際しては、次の要件を満たさない場合には給付が認められないので注意が必 

要となる。 
 
 

遺族基礎年金 遺族厚生年金 

①短期要件又は長期要件に該当すること 

(ｱ) 短期要件 

被保険者が死亡したとき、又は被保険者 

であったことがある 60 歳以上 65 歳未満の 

①短期要件又は長期要件に該当すること 

(ｱ) 短期要件 

Ⓐ厚生年金保険の被保険者が死亡したと 

き。 
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 国民年金（第１号被保険者） 

保険料納付期間 金額 

６月以上 12月未満 48,780 円 

12 月以上 18 月未満 97,560 円 

人で国内に住所を有する人が死亡したとき。 

(ｲ) 長期要件 

老齢基礎年金の受給権者又は受給資格期

間を満たしている人が死亡したとき。 
 
 
②保険料納付要件  

短期要件の場合は、死亡日の前日におい

て、死亡日の属する月の前々月までに被保 

険者期間があり、かつ被保険者期間のうち 

保険料納付済期間と保険料免除期間とを合 

算した期間が３分の２以上であること。ま 

たは、障害基礎年金と同様、直近１年間保 

険料を納付していること。 
 
 
③遺族の範囲  

死亡した人によって生計を維持されてい

た次の人に支給される。 

Ⓐ子のある配偶者 

Ⓑ子 

※子の年齢要件 

・18 歳の誕生日の属する年度の年度末

を経過していない子 

・20 歳未満で１級又は２級の障害者 

・現に婚姻していないこと。 

Ⓑ厚生年金保険の被保険者期間中に初診 

 日のある傷病によって初診日から５年 

 以内に死亡したとき。 

Ⓒ１級又は２級の障害厚生年金の受給権 

者が死亡したとき。 

(ｲ) 長期要件 

老齢厚生年金の受給権者又は受給資格期

間を満たしている人が死亡したとき。 

②保険料納付要件  

短期要件のⒶ・Ⓑの場合は、遺族基礎年

金と同様の保険料納付要件を満たすことが

必要。 
 
 
③遺族の範囲  

死亡した人によって生計を維持されてい

た、次の人に支給される。 

Ⓐ遺族基礎年金の対象となる遺族 

Ⓑ子のない妻 

Ⓒ55 歳以上の夫・父母・祖父母（60 歳から 

支給） 

Ⓓ孫（遺族基礎年金の支給対象となる子と 

同様の年齢要件あり） 

 
 

③脱退一時金 

日本で年金に加入して下記の４つの条件にすべてあてはまる者が被保険者資格を喪失し、出 

国後２年以内に請求すると脱退一時金が支給される。 

(ｱ) 日本国籍を有していない者 

(ｲ) 国民年金又は厚生年金保険の保険料を６ヶ月以上納めた者 

(ｳ) 日本に住所を有していない者 ※出国前に市区町村へ転出届を提出する必要がある 

(ｴ) 年金（障害手当金を含む）を受ける権利を有したことがない者 

（詳しくは、最寄りの年金事務所及び市区町村へ） 
 
 

・脱退一時金の受給金額 

 国民年金の場合（最後に保険料を納付した月が平成 28年度に属する場合） 
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18 月以上 24 月未満  146,340円 

24 月以上 30 月未満 195,120円 

30 月以上 36 月未満 243,900円 

36 月以上 292,680円 

厚生年金保険の場合  

厚生年金保険の被保険者期間の最後の月（最終月）の属する年の前年の 10 月（最終月が

１月から８月の場合には前々年の 10 月）に おける厚生年金保険の保険料率をもとに、つぎ

のように計算される。 

脱退一時金額 ＝ 被保険者期間の平均標準報酬額（再評価なし）× 支給率 

 支給率 ＝ 厚生年金保険の保険料率 ×――× 下表の被保険者期間に応じた数 
                       

※支給率に小数点以下１位未満の端数がある場合には四捨五入。 

厚生年金保険の被保険者期間 支給率計算に用いる数 

６月以上 12月未満 ６ 

12 月以上 18 月未満 12 

18 月以上 24 月未満 18 

24 月以上 30 月未満 24 

30 月以上 36 月未満 30 

36 月以上 36 

【備考】 

国民年金の脱退一時金は、所得税が源泉徴収されないが、厚生年金保険の脱退一時金の場合

は、支給の際に 20％の所得税及び 0.42％の復興特別所得税が源泉徴収される。この場合、日本

の居住地を管轄する税務署へ他の退職一時金と併せて確定申告を行い、「退職所得の選択課税申

告書」を提出することにより税の還付を受けることができる場合がある。 

なお、手続き等詳しいことは所轄の税務署に照会されたい。 

 

(3) 民間の傷害保険等 
 
 

【法務省指針】 

 毎年、不慮の事故や疾病に遭遇する技能実習生が見受けられることから、関係法令に基づき 

健康保険等に加入することはもちろんのこと、これらの公的保険を補完するものとして民間の 

傷害保険等に加入することについても、技能実習生の保護に資するものといえます。 
 

 

上記の民間の傷害保険等の一例として、外国人技能実習生総合保険があります。  

この保険は、日常生活における死亡・後遺障害の補償や傷害疾患治療費の健康保険等の自己負担 

部分の補償や第三者への損害賠償に対する補償、および死亡・危篤時の救援者費用の補償から、成 

り立っています。 

１ 
２ 
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Form 4 

Employment Terms and Conditions for Technical Intern Training English format

Course for Technical Intern Training Program 1 only Course for Technical Intern Training Program 2

To: (year)  (month)  (day)

Organization implementing the technical intern training

Address

Telephone number

Name and title of representative Seal

Employment Contract Period

 Employment contract period

(From (year) (month) (day) to (year) (month) (day))
 Scheduled date of entry into Japan: (month) (day)

Renewal of contract

Contract will not be renewed. Contract will be renewed in principle.

(The contract may not be renewed depending on the renewal evaluation criteria, or if the accepting organization has changed for financial reasons
or cannot renew the contract due to a downturn in business performance.)

Place of Employment

Expected Duties (Job Description, Tasks)

Working Hours, etc.

Starting and ending times Scheduled working hours per day: mins.

1 Starting time ( : ) Ending time ( : )

2 Applicable systems

Irregular labor system: Irregular labor system in ( ) units

 If a 1-year irregular labor system is adopted, attach a copy of a yearly corporate calendar with translations in the technical intern trainee's nativ
 language and a copy of the letter of agreement concerning the irregular labor system that was submitted to the Labour Standards Inspection Office

Shift system: Combination of the following work hours

Starting time ( : ) Ending time ( : ) (Applicable days: Work break: mins. Scheduled working hours per day: hrs. mins.)

Starting time ( : ) Ending time ( : ) (Applicable days: Work break: mins. Scheduled working hours per day: hrs. mins.)

Starting time ( : ) Ending time ( : ) (Applicable days: Work break: mins. Scheduled working hours per day: hrs. mins.)

 Work break: (  ) mins.

 Scheduled working hours per week: hrs. mins. (Scheduled working hours per annum: hrs.)

 Number of working days per annum (1st year: days; 2nd year: days; 3rd year: days)

 Overtime work: Yes No

See Articles to , Articles to , and Articles to of the Rules of Employment for details.

hrs.
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Form 4 

Days Off

Regular days off: Every , Japan’s national holidays, others ( ) (Total number of days off per annum: days)

Additional days off: days per week/month, others ( )

(Attach a copy of a yearly corporate calendar with translations in the technical intern trainee's native language)

See Articles to , Articles to , and Articles to of the Rules of Employment for details.

Leave

Annual paid leave: After working consecutively for 6 months days

Annual paid leave prior to working consecutively for 6 months ( Yes No)

days after months

Other leave entitlements: Paid ( ) Unpaid ( )

See Articles to , Articles to , and Articles to of the Rules of Employment for details.

Wage

Basic wage: Monthly wage ( yen) Daily wage ( yen) Hourly wage ( yen)

(Details are as provided in the attachment.)

Allowances (excluding additional pay for overtime work)

( allowance, allowance, allowance)

(Details are as provided in the attachment.)

Additional payment rates for overtime work, work on days off, and work late at night

a Overtime work: Work outside statutory working hours ( )

Work outside statutory working hours exceeding 60 hrs. ( )

Work outside prescribed working hours ( )

b Work on days off: Statutory holidays ( ) Non-statutory holidays ( )

c Work late at night: ( )

Closing day of wage period: ( ) of every month, ( ) of every month

Wage payment date: ( ) of every month, ( ) of every month

Method of wage payment: Cash Bank transfer

Deductions from wage payment in accordance with labor-management agreement: No Yes (Details are as provided in the attachment.)

Wage raise: Yes (Timing, amount, etc. ), No

Bonus: Yes (Timing, amount, etc. ), No

10 Termination allowance: Yes (Timing, amount, etc. ), No
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Form 4 

Days Off

Regular days off: Every , Japan’s national holidays, others ( ) (Total number of days off per annum: days)

Additional days off: days per week/month, others ( )

(Attach a copy of a yearly corporate calendar with translations in the technical intern trainee's native language)

See Articles to , Articles to , and Articles to of the Rules of Employment for details.

Leave

Annual paid leave: After working consecutively for 6 months days

Annual paid leave prior to working consecutively for 6 months ( Yes No)

days after months

Other leave entitlements: Paid ( ) Unpaid ( )

See Articles to , Articles to , and Articles to of the Rules of Employment for details.

Wage

Basic wage: Monthly wage ( yen) Daily wage ( yen) Hourly wage ( yen)

(Details are as provided in the attachment.)

Allowances (excluding additional pay for overtime work)

( allowance, allowance, allowance)

(Details are as provided in the attachment.)

Additional payment rates for overtime work, work on days off, and work late at night

a Overtime work: Work outside statutory working hours ( )

Work outside statutory working hours exceeding 60 hrs. ( )

Work outside prescribed working hours ( )

b Work on days off: Statutory holidays ( ) Non-statutory holidays ( )

c Work late at night: ( )

Closing day of wage period: ( ) of every month, ( ) of every month

Wage payment date: ( ) of every month, ( ) of every month

Method of wage payment: Cash Bank transfer

Deductions from wage payment in accordance with labor-management agreement: No Yes (Details are as provided in the attachment.)

Wage raise: Yes (Timing, amount, etc. ), No

Bonus: Yes (Timing, amount, etc. ), No

10 Termination allowance: Yes (Timing, amount, etc. ), No

－74－

Form 4 
Termination of Employment

Voluntary termination (Notify president, plant manager, or other superior at least two weeks in advance.)

Dismissal

The implementing organization may dismiss a technical intern training only when a compelling reason exists, after giving 30 days prior notice or
upon paying no less than the average wage for 30 days of labor to the technical intern trainee.
When dismissing a technical intern training for reasons attributable to the technical intern trainee, the implementing organization may do so immediately
without prior notice or payment of average wage compensation upon receiving approval from the head of the competent Labour Standards Inspection Office.

See Articles to and Articles to of the Rules of Employment for details.

Others

Subscription to social insurance

( Employees’ pension insurance National pension insurance Health insurance National health insurance)

Application of labor insurance ( Employment insurance Workmen’s accident compensation insurance)

Medical checkup at the time of employment: (year) (month)

First routine medical checkup: (year) (month) (thereafter, every )

Signature of technical intern trainee
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Form 4 Attachment

Basic wage: Monthly wage ( yen) Daily wage ( yen) Hourly wage ( yen)

Wage per hour   ( yen)

Amount and method of calculation of allowances (excluding additional payment for overtime work)

a ( allowance: yen / Method of calculation: )

b ( allowance: yen / Method of calculation: )

c ( allowance: yen / Method of calculation: )

( allowance: yen / Method of calculation: )

Estimated monthly payment (1 + 2): Approx. yen (total)

Items to be deducted at the time of wage payment

a Tax: Approx.   yen b Employment insurance premium: Approx.   yen

c Social insurance premium: Approx.   yen d Meal expenses:   yen

e Housing expenses:   yen

f Others (Utility fees): Approx.   yen ( ) Approx.   yen

)

 ( ) Approx.   yen ( ) Approx.   yen

)

Total deductions: Approx.   yen

Take-home amount paid at the time of wage payment (provided there are no missed workdays)

Approx.  yen  (excluding additional payment for overtime work)

Wage Payment
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Form 4 Attachment

Basic wage: Monthly wage ( yen) Daily wage ( yen) Hourly wage ( yen)

Wage per hour   ( yen)

Amount and method of calculation of allowances (excluding additional payment for overtime work)

a ( allowance: yen / Method of calculation: )

b ( allowance: yen / Method of calculation: )

c ( allowance: yen / Method of calculation: )

( allowance: yen / Method of calculation: )

Estimated monthly payment (1 + 2): Approx. yen (total)

Items to be deducted at the time of wage payment

a Tax: Approx.   yen b Employment insurance premium: Approx.   yen

c Social insurance premium: Approx.   yen d Meal expenses:   yen

e Housing expenses:   yen

f Others (Utility fees): Approx.   yen ( ) Approx.   yen

)

 ( ) Approx.   yen ( ) Approx.   yen

)

Total deductions: Approx.   yen

Take-home amount paid at the time of wage payment (provided there are no missed workdays)

Approx.  yen  (excluding additional payment for overtime work)

Wage Payment
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Formulir 4 

Format bahasa Indonesia

Hanya Kursus Pelatiha Peserta Magang Teknis (i) Kursus Trainee Pelatiha Peserta Magang Teknis (ii)

Tuan: (tahun) (bulan) (tanggal)

Perusahaan pelaksana pelatihan peserta magang teknis

Lokasi (dg huruf romawi)

Telepon

Nama dan jabatan staf perwakilan Cap

 Periode kontrak kerja

(Sejak (tahun) (bulan) (tanggal) hingga (tahun) (bulan) (tanggal))
 Tanggal masuk ke Jepang yang dijadwalkan: (bulan) (tanggal)

 Pembaruan kontrak

Kontrak tidak akan diperbarui. Kontrak akan diperbarui.

(Kontrak mungkin tidak diperbarui, tergantung pada kriteria penilaian pembaruan, atau perubahan pada perusahaan yang melakukan perusahaan

pelaksana pelatihan peserta magang teknis karena alasan keuangan akibat menurunnya kinerja usaha dan sebagainya.)

 Jam mulai dan selesai kerja Jadwal jam kerja per hari: men.

1 Mulai kerja (jam : ) Selesai kerja (jam : )

2 Bila sistem di bawah ini berlaku pada tenaga kerja

Sistem perubahan jam kerja: satuan ( ) sebagai sistem perubahan jam kerja

 Jika sistem tenaga kerja tidak tetap dengan jangka waktu 1 tahun diterapkan, lampirkan salinan kalender tahunan perusahaan dengan terjemahan dalam bahasa
asli trainee praktek kerja dan salinan surat perjanjian tentang sistem tenaga kerja tidak tetap yang dikirim ke Kantor Pemeriksaan Standar Tenaga Kerja.

Sistem pergantian: disusun jam kerja sebagai berikut

Mulai (jam : ) Selesai (jam : ) (berlaku pada tanggal: Jam istirahat: men.  Jadwal jam kerja per hari jam men.)

Mulai (jam : ) Selesai (jam : ) (berlaku pada tanggal: Jam istirahat: men.  Jadwal jam kerja per hari jam men.)

Mulai (jam : ) Selesai (jam : ) (berlaku pada tanggal: Jam istirahat: men.  Jadwal jam kerja per hari jam men.)

 Jam istirahat ( ) men.

 Jadwal jam kerja per minggu: jam men. (Jadwal jam kerja per tahun: jam)

 Jumlah hari kerja per tahun (Tahun pertama: hari; Tahun kedua: hari; Tahun ketiga: hari)

jam.

Surat Persyaratan dan Ketentuan Kerja untuk Pelatihan Peserta Magang Teknis
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Formulir 4 

Format bahasa Indonesia

Hanya Kursus Pelatiha Peserta Magang Teknis (i) Kursus Trainee Pelatiha Peserta Magang Teknis (ii)

Tuan: (tahun) (bulan) (tanggal)

Perusahaan pelaksana pelatihan peserta magang teknis

Lokasi (dg huruf romawi)

Telepon

Nama dan jabatan staf perwakilan Cap

 Periode kontrak kerja

(Sejak (tahun) (bulan) (tanggal) hingga (tahun) (bulan) (tanggal))
 Tanggal masuk ke Jepang yang dijadwalkan: (bulan) (tanggal)

 Pembaruan kontrak

Kontrak tidak akan diperbarui. Kontrak akan diperbarui.

(Kontrak mungkin tidak diperbarui, tergantung pada kriteria penilaian pembaruan, atau perubahan pada perusahaan yang melakukan perusahaan

pelaksana pelatihan peserta magang teknis karena alasan keuangan akibat menurunnya kinerja usaha dan sebagainya.)

 Jam mulai dan selesai kerja Jadwal jam kerja per hari: men.

1 Mulai kerja (jam : ) Selesai kerja (jam : )

2 Bila sistem di bawah ini berlaku pada tenaga kerja

Sistem perubahan jam kerja: satuan ( ) sebagai sistem perubahan jam kerja

 Jika sistem tenaga kerja tidak tetap dengan jangka waktu 1 tahun diterapkan, lampirkan salinan kalender tahunan perusahaan dengan terjemahan dalam bahasa
asli trainee praktek kerja dan salinan surat perjanjian tentang sistem tenaga kerja tidak tetap yang dikirim ke Kantor Pemeriksaan Standar Tenaga Kerja.

Sistem pergantian: disusun jam kerja sebagai berikut

Mulai (jam : ) Selesai (jam : ) (berlaku pada tanggal: Jam istirahat: men.  Jadwal jam kerja per hari jam men.)

Mulai (jam : ) Selesai (jam : ) (berlaku pada tanggal: Jam istirahat: men.  Jadwal jam kerja per hari jam men.)

Mulai (jam : ) Selesai (jam : ) (berlaku pada tanggal: Jam istirahat: men.  Jadwal jam kerja per hari jam men.)

 Jam istirahat ( ) men.

 Jadwal jam kerja per minggu: jam men. (Jadwal jam kerja per tahun: jam)

 Jumlah hari kerja per tahun (Tahun pertama: hari; Tahun kedua: hari; Tahun ketiga: hari)

jam.

Surat Persyaratan dan Ketentuan Kerja untuk Pelatihan Peserta Magang Teknis
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Formulir 4 

 Ada tidaknya pekerjaan diluar jam kerja:  Ada  Tidak

Untuk detailnya, Peraturan Kerja No ( ) ~ No ( ), No ( ) ~ No ( ), No ( ) ~ No ( )

Hari libur tetap: setiap pekan hari , libur nasional Jepang, lainnya ( ) (Jumlah total hari libur per tahun: hari)

Hari libur tidak tetap: setiap minggu/bulan hari, dan lain-lain ( )
(Lampirkan salinan kalender perusahaan tahunan dengan terjemahan dalam bahasa asli trainee praktek kerja)

 Untuk detailnya, Peraturan Kerja No ( ) ~ No ( ), No ( ) ~ No ( )

Cuti kerja tahunan dengan upah kerja: Bila bekerja terus selama 6 bulan atau lebih, dapat hari

Bekerja belum sampai 6 bulan, ada tidaknya cuti dengan upah ( Ada  Tidak)

Setelah bulan kerja dapat cuti hari

Cuti lain-lain: Dengan upah kerja ( ) Tanpa upah kerja ( )

 Untuk detailnya, Peraturan Kerja No ( ) ~ No ( ), No ( ) ~ No ( )

Upah kerja:  Upah bulanan ( yen)  Upah harian ( yen)  Upah jam-jaman ( yen)

Tunjangan (tidak termasuk pembayaran tambahan untuk kerja lembur)

( tunjangan, tunjangan, tunjangan)

Tambahan upan untuk pekerjaan di luar jam kerja, hari libur atau larut malam

(a) Diluar jam kerja: Melebihi ketentuan hukum ( )

Bekerja di luar jam kerja resmi, melebihi 60 jam ( )

Melebihi ketentuan yg ditetapkan ( )

(b) Hari libur: Hari libur resmi ( ) Hari libur tidak resmi ( )

(c) Larut malam: ( )

Batas akhir upah kerja: ( ) tanggal tiap bulan; ( ) tanggal tiap bulan

Tanggal pembayaran upah kerja: ( ) tanggal tiap bulan; ( ) tanggal tiap bulan

Metode pembayaran upah: Tunai Transfer rekening bank

Pengurangan upah kerja berdasarkan Perjanjian Kerja: Tidak Ada (Rincian sesuai yang tercantum dalam lampiran.)
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Formulir 4 

Kenaikan upah kerja: Ada (masa, jumlah uang, dll. ),  Tidak

Bonus:  Ada (masa, jumlah uang, dll. ),  Tidak

10 Uang berhenti kerja: Ada (masa, jumlah uang, dll. ),  Tidak

Prosedur berhenti karena alasan pribadi (Melaporkan direktur, manajer pabrik, atau atasan lainnya 2 minggu sebelum berhenti kerja.)

Prosedur dan alasan pemecatan dari pekerjaan

Jika penghentian kerja karena pemecatan, perusahaan pelaksana pelatihan peserta magang teknis harus memberikan pemberitahuan 30 hari sebelumnya
kepada peserta magang teknis atau memecat peserta magang teknis dengan kompensasi gaji rata-rata 30 hari, hanya bila terjadi kondisi yang tidak
dapat dihindari.
Bila trainee praktek kerja dipecat karena kesalahan peserta magang teknis, perusahaan pelaksana pelatihan peserta magang teknis dapat melakukannya
tanpa pemberitahuan sebelumnya atau pembayaran kompensasi gaji rata-rata segera setelah menerima persetujuan dari kepala Kantor Pemeriksaan
Standar Tenaga Kerja.

 Untuk detailnya, Peraturan Kerja No ( ) ~ No ( ), No ( ) ~ No ( )

Keanggotaan asuransi sosial

( Asuransi jaminan masa tua Asuransi pensiun nasional Asuransi kesehatan Asuransi kesehatan nasional)

Berlakunya asuransi tenaga kerja ( Asuransi karyawan Asuransi kompensasi kecelakaan kerja)

Pemeriksaan medis saat masih bekerja: (tahun) (bulan)

Pemeriksaan medis rutin pertama: (tahun) (bulan) (setelahnya, setiap )

Tanda tangan trainee praktek kerja
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Formulir 4 

Kenaikan upah kerja: Ada (masa, jumlah uang, dll. ),  Tidak

Bonus:  Ada (masa, jumlah uang, dll. ),  Tidak

10 Uang berhenti kerja: Ada (masa, jumlah uang, dll. ),  Tidak

Prosedur berhenti karena alasan pribadi (Melaporkan direktur, manajer pabrik, atau atasan lainnya 2 minggu sebelum berhenti kerja.)

Prosedur dan alasan pemecatan dari pekerjaan

Jika penghentian kerja karena pemecatan, perusahaan pelaksana pelatihan peserta magang teknis harus memberikan pemberitahuan 30 hari sebelumnya
kepada peserta magang teknis atau memecat peserta magang teknis dengan kompensasi gaji rata-rata 30 hari, hanya bila terjadi kondisi yang tidak
dapat dihindari.
Bila trainee praktek kerja dipecat karena kesalahan peserta magang teknis, perusahaan pelaksana pelatihan peserta magang teknis dapat melakukannya
tanpa pemberitahuan sebelumnya atau pembayaran kompensasi gaji rata-rata segera setelah menerima persetujuan dari kepala Kantor Pemeriksaan
Standar Tenaga Kerja.

 Untuk detailnya, Peraturan Kerja No ( ) ~ No ( ), No ( ) ~ No ( )

Keanggotaan asuransi sosial

( Asuransi jaminan masa tua Asuransi pensiun nasional Asuransi kesehatan Asuransi kesehatan nasional)

Berlakunya asuransi tenaga kerja ( Asuransi karyawan Asuransi kompensasi kecelakaan kerja)

Pemeriksaan medis saat masih bekerja: (tahun) (bulan)

Pemeriksaan medis rutin pertama: (tahun) (bulan) (setelahnya, setiap )

Tanda tangan trainee praktek kerja
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Formulir 4 Lampiran

Upah dasar:  Upah bulanan ( yen)  Upah harian ( yen)  Upah jam-jaman ( yen)

Uang tunjangan dan cara perhitungannya (tidak termasuk pembayaran tambahan untuk kerja lembur)

a ( tunjangan: yen / Cara perhitungan: )

b ( tunjangan: yen / Cara perhitungan: )

c ( tunjangan: yen / Cara perhitungan: )

( tunjangan: yen / Cara perhitungan: )

Hal-hal pengurangan dari upah kerja

a Pajak: Sekitar   yen b Asuransi kerja: Sekitar   yen

c Asuransi sosial: Sekitar   yen Uang makan:   yen

e Uang tinggal:   yen

f Lain-lain (Biaya utilitas): Sekitar   yen ( ) Sekitar   yen

 ( ) Sekitar   yen ( ) Sekitar   yen

)

Pembayaran Gaji
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H P NG LAO NG CHO TH C T P K  N NG 

 
T  ch c th c hi n th c t p k  n ng: ................................. (D i ây g i là Bên A) và Th c t p 
sinh k  n ng (Bao g m c  ng i d  ki n): ................................... (D i ây g i là Bên B) ng ý 
ký k t H p ng lao ng theo nh ng i u kho n và i u ki n ghi trong b n i u ki n lao ng 
và i u ki n th c t p k  n ng kèm theo. 

H p ng lao ng này có hi u l c t  th i i m Th c t p sinh k  n ng nh p c nh vào Nh t B n 
v i t  cách l u trú là “Th c t p k  n ng (1) -  ” và b t u h c k  n ng theo t  cách l u trú ó. 

Trong tr ng h p ngày nh p c nh th c t  c a Th c t p sinh k  n ng khác v i ngày d  ki n thì 
th i h n H p ng lao ng ghi trong b n i u ki n lao ng cho th c t p k  n ng (b t u và 
k t thúc H p ng lao ng) s  c i u ch nh theo ngày nh p c nh th c t . 

Tuy nhiên, H p ng lao ng s  k t thúc t i th i i m Th c t p sinh k  n ng m t t  cách l u 
trú vì b t c  lý do nào. 

H p ng lao ng và b n i u ki n lao ng cho Th c t p k  n ng c làm thành m i th  2 
(hai) b n, m i Bên A và B gi  m i th  1 (m t) b n. 

(N m) (Tháng) (Ngày) 

 

Bên A                                ( óng d u)     Bên B 
 

(Tên t  ch c th c hi n th c t p k  n ng- 
Tên và ch c v  ng i i di n- óng d u) 

        (Ch  ký c a Th c t p sinh k  n ng) 
 

 

� � ����� 1����
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H P NG LAO NG CHO TH C T P K  N NG 

 
T  ch c th c hi n th c t p k  n ng: ................................. (D i ây g i là Bên A) và Th c t p 
sinh k  n ng (Bao g m c  ng i d  ki n): ................................... (D i ây g i là Bên B) ng ý 
ký k t H p ng lao ng theo nh ng i u kho n và i u ki n ghi trong b n i u ki n lao ng 
và i u ki n th c t p k  n ng kèm theo. 

H p ng lao ng này có hi u l c t  th i i m Th c t p sinh k  n ng nh p c nh vào Nh t B n 
v i t  cách l u trú là “Th c t p k  n ng (1) -  ” và b t u h c k  n ng theo t  cách l u trú ó. 

Trong tr ng h p ngày nh p c nh th c t  c a Th c t p sinh k  n ng khác v i ngày d  ki n thì 
th i h n H p ng lao ng ghi trong b n i u ki n lao ng cho th c t p k  n ng (b t u và 
k t thúc H p ng lao ng) s  c i u ch nh theo ngày nh p c nh th c t . 

Tuy nhiên, H p ng lao ng s  k t thúc t i th i i m Th c t p sinh k  n ng m t t  cách l u 
trú vì b t c  lý do nào. 

H p ng lao ng và b n i u ki n lao ng cho Th c t p k  n ng c làm thành m i th  2 
(hai) b n, m i Bên A và B gi  m i th  1 (m t) b n. 

(N m) (Tháng) (Ngày) 

 

Bên A                                ( óng d u)     Bên B 
 

(Tên t  ch c th c hi n th c t p k  n ng- 
Tên và ch c v  ng i i di n- óng d u) 

        (Ch  ký c a Th c t p sinh k  n ng) 
 

 

� � ����� 1����
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M u 4 

M U B N TI NG VI T

CH NG TRÌNH TH C T P K  N NG (1) CH NG TRÌNH TH C T P K  N NG (2)

Anh (ch ) (Tháng) (Ngày)

T  ch c th c hi n Th c t p k  n ng

a ch

S  i n tho i

H  tên và ch c v  ng i i di n (Con d u)

 Th i h n h p ng lao ng

(T (N m) (Tháng) (Ngày) n (N m) (Tháng) (Ngày))
 Ngày d  ki n nh p c nh (Tháng) (Ngày)

Gia h n h p ng

Không gia h n V  nguyên t c có gia h n

(H p ng có th  không c gia h n do thay i tiêu chu n gia h n, ho c ph i thay i T  ch c th c hi n th c t p k  n ng vì lý do tài chính do

k t qu  kinh doanh gi m sút nghiêm tr ng)

Th i gian b t u và k t thúc công vi c S  gi  lao ng quy nh cho 1 ngày: gi phút

1 B t u ( gi phút) K t thúc ( phút)

2 Tr ng h p nh ng ch   sau c áp d ng cho ng i lao ng

Ch   gi  lao ng thay i: Ch   gi  lao ng thay i theo n v ( )

Tr ng h p áp d ng ch   gi  lao ng thay i theo n v  1 n m thì ph i ính kèm b n sao L ch lao ng c  n m ghi b ng c  ti ng m   c a
th c t p sinh và b n sao Th a thu n v  ch   gi  lao ng thay i ã ng ký v i c  quan giám sát tiêu chu n lao ng.

Ch   thay ca c hình thành t  s  k t h p nh ng kho ng th i gian lao ng sau:

B t u ( gi phút) K t thúc( gi phút)  (Ngày áp d ng Th i gian ngh  gi i lao phút; S  gi  lao ng quy nh trong m t ngày gi phút)

B t u ( gi phút) K t thúc( gi phút)  (Ngày áp d ng Th i gian ngh  gi i lao phút; S  gi  lao ng quy nh trong m t ngày gi phút)

B t u ( gi phút) K t thúc( gi phút)  (Ngày áp d ng Th i gian ngh  gi i lao phút; S  gi  lao ng quy nh trong m t ngày gi phút)

 Th i gian ngh  gi i lao ( ) phút

 S  gi  lao ng quy nh trong m t tu n gi phút (T ng s  gi  lao ng quy nh trong n m gi )

 T ng s  ngày lao ng quy nh trong n m: (N m th  1: ngày, N m th  2: ngày, N m th  3: ngày)

I U KI N LAO NG CHO TH C T P K  N NG

gi
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M u 4 

Lao ng ngoài gi  quy nh  Có  Không

C  th  tham kh o  N i quy lao ng: i u n i u , i u n i u , i u n i u

Ngày ngh  c  nh: Th hàng tu n, Ngày l  c a Nh t B n, các ngày khác ( ) (T ng c ng s  ngày ngh  trong n m ngày)

Ngày ngh  không c  nh: ngày trong tu n-tháng, ngày khác ( )
(Kèm theo L ch n m có ghi b ng c  ti ng m   c a th c t p sinh)

C  th  tham kh o  N i quy lao ng: i u n i u , i u n i u

Ngh  phép có l ng trong n m: Tr ng h p làm vi c liên t c t  6 tháng tr  lên ngày

Làm vi c liên t c d i 6 tháng có c ngh  phép có l ng không (  Có  Không)

 Làm vi c liên t c tháng, c ngh ngày

Nh ng ngày ngh  khác: Có l ng ( ) Không l ng ( )

C  th  tham kh o  N i quy lao ng: i u n i u , i u n i u

L ng c  b n  L ng tháng ( Yên)  L ng ngày ( Yên)  L ng gi ( Yên)

Các lo i ph  c p (Không k  l ng làm ngoài gi )

  ( Ph  c p , Ph  c p , Ph  c p )

T  l  l ng khi làm vi c ngoài gi  quy nh, trong ngày ngh  hay trong êm khuya

(a) Làm vi c ngoài gi  quy nh: Tr ng h p v t quá gi  lao ng pháp lu t quy nh ( )%

Tr ng h p v t quá 60 gi  so v i pháp lu t quy nh ( )%

Tr ng h p v t quá gi  lao ng do công ty quy nh ( )%

(b) Lao ng trong ngày ngh Tr ng h p ngày ngh  do pháp lu t quy nh ( )% Tr ng h p ngày ngh  không do pháp lu t quy nh ( )%

(c) Lao ng vào ban êm ( )%

Ngày tính l ng ( ) Ngày hàng tháng, ( ) Ngày hàng tháng

Ngày tr  l ng ( ) Ngày hàng tháng, ( ) Ngày hàng tháng

Ph ng th c thanh toán l ng Tr  ti n m t Chuy n kho n ngân hàng

Kh u tr  khi tr  l ng theo Th a thu n gi a công oàn và công ty: Không Có  (C  th  nh  v n b n kèm theo)
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M u 4 

Lao ng ngoài gi  quy nh  Có  Không

C  th  tham kh o  N i quy lao ng: i u n i u , i u n i u , i u n i u

Ngày ngh  c  nh: Th hàng tu n, Ngày l  c a Nh t B n, các ngày khác ( ) (T ng c ng s  ngày ngh  trong n m ngày)

Ngày ngh  không c  nh: ngày trong tu n-tháng, ngày khác ( )
(Kèm theo L ch n m có ghi b ng c  ti ng m   c a th c t p sinh)

C  th  tham kh o  N i quy lao ng: i u n i u , i u n i u

Ngh  phép có l ng trong n m: Tr ng h p làm vi c liên t c t  6 tháng tr  lên ngày

Làm vi c liên t c d i 6 tháng có c ngh  phép có l ng không (  Có  Không)

 Làm vi c liên t c tháng, c ngh ngày

Nh ng ngày ngh  khác: Có l ng ( ) Không l ng ( )

C  th  tham kh o  N i quy lao ng: i u n i u , i u n i u

L ng c  b n  L ng tháng ( Yên)  L ng ngày ( Yên)  L ng gi ( Yên)

Các lo i ph  c p (Không k  l ng làm ngoài gi )

  ( Ph  c p , Ph  c p , Ph  c p )

T  l  l ng khi làm vi c ngoài gi  quy nh, trong ngày ngh  hay trong êm khuya

(a) Làm vi c ngoài gi  quy nh: Tr ng h p v t quá gi  lao ng pháp lu t quy nh ( )%

Tr ng h p v t quá 60 gi  so v i pháp lu t quy nh ( )%

Tr ng h p v t quá gi  lao ng do công ty quy nh ( )%

(b) Lao ng trong ngày ngh Tr ng h p ngày ngh  do pháp lu t quy nh ( )% Tr ng h p ngày ngh  không do pháp lu t quy nh ( )%

(c) Lao ng vào ban êm ( )%

Ngày tính l ng ( ) Ngày hàng tháng, ( ) Ngày hàng tháng

Ngày tr  l ng ( ) Ngày hàng tháng, ( ) Ngày hàng tháng

Ph ng th c thanh toán l ng Tr  ti n m t Chuy n kho n ngân hàng

Kh u tr  khi tr  l ng theo Th a thu n gi a công oàn và công ty: Không Có  (C  th  nh  v n b n kèm theo)
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M u 4 

T ng l ng  Có (Th i i m, s  ti n ),  Không

Th ng  Có (Th i i m, s  ti n ),  Không

10 Tr  c p thôi vi c  Có (Th i i m, s  ti n ),  Không

Th  t c t  ý thôi vi c (Trình lên Giám c Công ty, Giám c nhà máy ít nh t 2 tu n tr c khi thôi vi c)

Lý do và th  t c sa th i

T  ch c th c hi n Th c t p k  n ng ch  sa th i Th c t p sinh k  n ng trong tr ng h p c n thi t, khi sa th i ph i báo tr c ít nh t 30 ngày ho c tr
cho Th c t p sinh k  n ng m t kho n ti n l ng  m c trung bình cho th i gian h n 30 ngày. Tr ng h p nguyên nhân sa th i thu c ng i th c t p
sinh mà ã c s  ch p thu n c a ng i ng u c  quan có th m quy n giám sát tiêu chu n lao ng thì T  ch c th c hi n Th c t p k  n ng có
th  sa th i ngay mà không ph i báo tr c ho c không ph i tr  ti n l ng  m c trung bình.

C  th  tham kh o  N i quy lao ng: i u n i u , i u n i u

Tham gia b o hi m xã h i

( L ng h u L ng h u qu c dân B o hi m s c kh e B o hi m s c kh e qu c dân)

Áp d ng b o hi m lao ng ( B o hi m công n vi c làm B o hi m tai n n lao ng)

Khám s c kh e khi c nh n vào công ty: (N m) (Tháng)

Khám s c kh e nh k  l n u: (N m) (Tháng) (Sau ó khám m i / 1 l n)

Ch  ký c a Th c t p sinh k  n ng:
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M u 4 Tài li u kèm theo

L ng c  b n  L ng tháng ( Yên)  L ng ngày ( Yên)  L ng gi ( Yên)

Nh ng ph  c p khác và cách tính (Không k  l ng làm ngoài gi )

a (Ph  c p : Yên / Cách tính: )

b (Ph  c p : Yên / Cách tính: )

c (Ph  c p : Yên / Cách tính: )

(Ph  c p : Yên / Cách tính: )

Nh ng kho n kh u tr  khi tr  l ng

a Thu Kho ng Yên b B o hi m công n vi c làm Kho ng Yên

c B o hi m xã h i Kho ng Yên Ti n n Yên

e Ti n thuê nhà Yên

f Nh ng kho n khác (Ti n i n n c) Kho ng Yên ( ) Kho ng Yên

 ( ) Kho ng Yên ( ) Kho ng Yên

Tr  l ng
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M u 4 Tài li u kèm theo

L ng c  b n  L ng tháng ( Yên)  L ng ngày ( Yên)  L ng gi ( Yên)

Nh ng ph  c p khác và cách tính (Không k  l ng làm ngoài gi )

a (Ph  c p : Yên / Cách tính: )

b (Ph  c p : Yên / Cách tính: )

c (Ph  c p : Yên / Cách tính: )

(Ph  c p : Yên / Cách tính: )

Nh ng kho n kh u tr  khi tr  l ng

a Thu Kho ng Yên b B o hi m công n vi c làm Kho ng Yên

c B o hi m xã h i Kho ng Yên Ti n n Yên

e Ti n thuê nhà Yên

f Nh ng kho n khác (Ti n i n n c) Kho ng Yên ( ) Kho ng Yên

 ( ) Kho ng Yên ( ) Kho ng Yên

Tr  l ng
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Ang organisasyong nangangalang _______________________ na magsasagawa ng technical intern 
training (itutukoy mula rito bilang “Organisasyong Sasagawa”), at ang technical intern trainee (o 
aplikante) na si ____________________ (itutukoy mula rito bilang “Technical Intern Trainee”) ay 
sumasangayon sa kontratang ito batay sa mga tuntunin at kondisyon na nakasulat sa nakalakip na 
dokumentong “Mga Tuntunin at Kondisyon Upang Magtrabaho Bilang Technical Intern Trainee”. 
 

 
Ang kontratang ito ay magkakaroon ng bisa mula sa sandali na dumating sa Japan ang Technical Intern 
Trainee ayon sa katayuan na “Technical Intern Training (1)- ”, at magsimula ng trabaho patungo sa 
pagkakamit ng mga bihasa. 

 
Kung ang araw ng pagpasok sa Japan ng Technical Intern Trainee ay naging iba sa inasahang petsa ng 
pagdating, ang haba ng panahon ng kontrata (simula at katapusan ng kontrata) na nakasaad sa “Mga 
Tuntunin at Kondisyon Upang Magtrabaho Bilang Technical Intern Trainee” ay babaguhin din upang 
tumugma sa aktwal na araw ng pagdating. 

 
Kung sa anumang dahilin ay mawalan ang Technical Intern Trainee ng kanyang katayuang manatili sa 
Japan (residence status), ang kontratang ito ay matatapos agad sa sandaling yon. 

 
Dalawang kopya ng kontratang ito at ng “Mga Tuntunin at Kondisyon Upang Magtrabaho Bilang 
Technical Intern Trainee” ang ihahanda, at ang Organisyong Sasagawa at Technical Intern Trainee ay 
bibigyan ng tig-iisang kopya para maitago nila ito. 

(taon) (buwan)_____(araw) 

 

Organisasyong Sasagawa:     (tatak)    Technical Intern Trainee:  

 (Pirma ng Technical Intern Trainee)

 

Pangalan ng organisasyon, pangalan  
at titulo ng kumakatawan, tatak 
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Ang organisasyong nangangalang _______________________ na magsasagawa ng technical intern 
training (itutukoy mula rito bilang “Organisasyong Sasagawa”), at ang technical intern trainee (o 
aplikante) na si ____________________ (itutukoy mula rito bilang “Technical Intern Trainee”) ay 
sumasangayon sa kontratang ito batay sa mga tuntunin at kondisyon na nakasulat sa nakalakip na 
dokumentong “Mga Tuntunin at Kondisyon Upang Magtrabaho Bilang Technical Intern Trainee”. 
 

 
Ang kontratang ito ay magkakaroon ng bisa mula sa sandali na dumating sa Japan ang Technical Intern 
Trainee ayon sa katayuan na “Technical Intern Training (1)- ”, at magsimula ng trabaho patungo sa 
pagkakamit ng mga bihasa. 

 
Kung ang araw ng pagpasok sa Japan ng Technical Intern Trainee ay naging iba sa inasahang petsa ng 
pagdating, ang haba ng panahon ng kontrata (simula at katapusan ng kontrata) na nakasaad sa “Mga 
Tuntunin at Kondisyon Upang Magtrabaho Bilang Technical Intern Trainee” ay babaguhin din upang 
tumugma sa aktwal na araw ng pagdating. 

 
Kung sa anumang dahilin ay mawalan ang Technical Intern Trainee ng kanyang katayuang manatili sa 
Japan (residence status), ang kontratang ito ay matatapos agad sa sandaling yon. 

 
Dalawang kopya ng kontratang ito at ng “Mga Tuntunin at Kondisyon Upang Magtrabaho Bilang 
Technical Intern Trainee” ang ihahanda, at ang Organisyong Sasagawa at Technical Intern Trainee ay 
bibigyan ng tig-iisang kopya para maitago nila ito. 

(taon) (buwan)_____(araw) 

 

Organisasyong Sasagawa:     (tatak)    Technical Intern Trainee:  

 (Pirma ng Technical Intern Trainee)

 

Pangalan ng organisasyon, pangalan  
at titulo ng kumakatawan, tatak 
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Papeles 4 

Pilipino format

Technical Intern Training 1 lamang Technical Intern Training 2

(buwan) (araw)

Tatak

Haba ng panahon ng kontrata

Haba ng panahon ng kontrata

(Mula (taon) (buwan) (araw) hanggang (taon) (buwan) (araw))
Inaasahang petsa ng pagdating sa Japan: (buwan) (araw)

Renewal ng kontrata

Hindi iri-renew ang kontrata. Iri-renew ang kontrata.

(Maaring hindi mai-renew ang kontrata kung mag-iba ang organisasyong sumasagawa dahil sa renewal criteria, o kaya’y pag sumama ang takbo
ng negosyo.)

Lugar ng Pagtrabaho

Inaasahang Katungkulan (Uri ng posisyon at trabaho)

Oras ng trabaho, atbp.

Oras ng simula at katapusan Nakatakdang oras ng trabaho bawat araw: oras minuto

1 Oras ng simula ( : ) Oras ng katapusan ( : )

2 Sistemang gagamitin

Variable hours system: ikukuwenta ang lahat ng oras ng trabaho sa loob ng 1 ( )

 Kung ang variable hours system ang gagamitin at ito ay tatagal ng isang taon, ilakip ang kopya ng kalendaryo ng kumpanya na may kasaman
salin sa Tagalog, at ang kopya ng sulat ng pagsangayon tungkol sa sistemang ito na ibinigay sa Labor Standards Inspection Office.

Shift system: kombinasyon ng mga sumusunod na oras.

Oras ng simula ( : ) Oras ng katapusan( : ) (Araw: Pahinga: minuto.  Nakatakdang oras bawat araw: oras minuto)

Oras ng simula ( : ) Oras ng katapusan( : ) (Araw: Pahinga: minuto.  Nakatakdang oras bawat araw: oras minuto)

Oras ng simula ( : ) Oras ng katapusan( : ) (Araw: Pahinga: minuto.  Nakatakdang oras bawat araw: oras minuto)

 Pahinga: ( ) minuto.

 Nakatakdang oras ng trabaho bawat linggo: oras minuto (Nakatakdang oras ng trabaho bawat taon: oras)

 Bilang ng araw ng trabaho bawat taon (Unang taon: araw; pangalawang taon: araw; pangatlong taon: araw)

Mga Tuntunin at Kondisyon Upang Magtrabaho Bilang Technical Intern Trainee
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Papeles 4 

 Trabahong overtime: Meron  Wala

Para sa mga detalye, tignan ang Artikulo - , Artikulo - , at Artikulo - ng Mga Patakaran ng Pagtrabaho.

Araw ng Pahinga

Regular na day-off: Bawat , mga national holiday sa Japan, atbp. ( ) (Bilang ng day-off bawat taon: araw)

Karagdagang day-off: araw bawat linggo/ buwan, atbp. ( )
(Ilakip ang kopya ng kalendaryo ng kumpanya na may kasamang salin sa Tagalog.)

(
Para sa mga detalye, tignan ang Artikulo - , at Artikulo - ng Mga Patakaran ng Pagtrabaho.

Bakasyon

Annual leave (taunang bakasyon) na may bayad: Matapos magtrabaho ng walang putol na 6 o higit na buwan araw

Annual leave bago makapagtrabaho ng walang putol na 6 o higit na buwan (  Meron  Wala)

araw pagkatapos ng buwan

Mga ibang leave: May bayad ( ) Walang bayad ( )

Para sa mga detalye, tignan ang Artikulo - , at Artikulo - ng Mga Patakaran ng Pagtrabaho.

Suweldo

Suweldo:  Buwanang sahod ( yen)  Arawang sahod ( yen)  Orasang sahod ( yen)

(Ang mga detalye ay ayon sa nakalakip na dokumento.)

Allowance (bukod ang karagdagang bayad para sa overtime)

( allowance, allowance, allowance)

(Ang mga detalye ay ayon sa nakalakip na dokumento.)

Karagdagang bayad para sa overtime, trabaho sa araw ng day-off, at trabaho sa hatinggabi

(a) Trabahong overtime: Trabahong ginanap lagpas sa panahong ayon sa batas ( )%

Trabahong ginanap lagpas sa panahong ayon sa batas at lagpas ng 60 oras. ( )%

Trabahong ginanap lagpas sa panahong nakatakda. ( )%

(b) Trabaho sa araw ng day-off: Legal na holiday ( )% Mga ibang holiday ( )%

(c) Trabaho sa hatinggabi: ( )%

Araw ng pagkuwenta ng suweldo: ( ) Ika ng bawat buwan, ( ) Ika ng bawat buwan

Araw ng pagbayad ng suweldo: ( ) Ika ng bawat buwan, ( ) Ika ng bawat buwan

Paraan ng pagbayad ng suweldo: Cash Deposito sa bangko

Babawasan mula sa suweldo ayon sa kasunduan ng labor-management:  Wala  Meron   (Ang mga detalye ay ayon sa nakalakip na dokumento.)
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Papeles 4 

 Trabahong overtime: Meron  Wala

Para sa mga detalye, tignan ang Artikulo - , Artikulo - , at Artikulo - ng Mga Patakaran ng Pagtrabaho.

Araw ng Pahinga

Regular na day-off: Bawat , mga national holiday sa Japan, atbp. ( ) (Bilang ng day-off bawat taon: araw)

Karagdagang day-off: araw bawat linggo/ buwan, atbp. ( )
(Ilakip ang kopya ng kalendaryo ng kumpanya na may kasamang salin sa Tagalog.)

(
Para sa mga detalye, tignan ang Artikulo - , at Artikulo - ng Mga Patakaran ng Pagtrabaho.

Bakasyon

Annual leave (taunang bakasyon) na may bayad: Matapos magtrabaho ng walang putol na 6 o higit na buwan araw

Annual leave bago makapagtrabaho ng walang putol na 6 o higit na buwan (  Meron  Wala)

araw pagkatapos ng buwan

Mga ibang leave: May bayad ( ) Walang bayad ( )

Para sa mga detalye, tignan ang Artikulo - , at Artikulo - ng Mga Patakaran ng Pagtrabaho.

Suweldo

Suweldo:  Buwanang sahod ( yen)  Arawang sahod ( yen)  Orasang sahod ( yen)

(Ang mga detalye ay ayon sa nakalakip na dokumento.)

Allowance (bukod ang karagdagang bayad para sa overtime)

( allowance, allowance, allowance)

(Ang mga detalye ay ayon sa nakalakip na dokumento.)

Karagdagang bayad para sa overtime, trabaho sa araw ng day-off, at trabaho sa hatinggabi

(a) Trabahong overtime: Trabahong ginanap lagpas sa panahong ayon sa batas ( )%

Trabahong ginanap lagpas sa panahong ayon sa batas at lagpas ng 60 oras. ( )%

Trabahong ginanap lagpas sa panahong nakatakda. ( )%

(b) Trabaho sa araw ng day-off: Legal na holiday ( )% Mga ibang holiday ( )%

(c) Trabaho sa hatinggabi: ( )%

Araw ng pagkuwenta ng suweldo: ( ) Ika ng bawat buwan, ( ) Ika ng bawat buwan

Araw ng pagbayad ng suweldo: ( ) Ika ng bawat buwan, ( ) Ika ng bawat buwan

Paraan ng pagbayad ng suweldo: Cash Deposito sa bangko

Babawasan mula sa suweldo ayon sa kasunduan ng labor-management:  Wala  Meron   (Ang mga detalye ay ayon sa nakalakip na dokumento.)
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Pagtaas ng Suweldo:  Meron (Panahon, halaga, atbp. ),  Wala

Bonus:  Meron (Panahon, halaga, atbp. ),  Wala

10 Separation Pay:  Meron (Panahon, halaga, atbp. ),  Wala

Pagtigil sa Trabaho

Kusang Pagbitiw (Magbigay-alam sa presidente o plant manager nang 2 or higit pa na linggo bago huminto ng trabaho.)

Sisante

Ang organisasyong sumasagawa ng technical intern training ay maaari lamang isisante ang technical intern trainee kung may sapat na dahilan.
Bibigyan ng organisasyon ang technical intern trainee ng 30 araw na advanced notice (abiso), o kaya’y babayaran ito ng halagang katumbas ng 30
araw ng average pay.
Kung ang dahilan ng pagsisante ay ayon sa kamalian o pagkukulang ng technical intern trainee, maari itong pahintuin agad ng walang paunang-sabi o
bayad basta’t may permiso mula sa puno ng Labor Standards Inspection Office.

Para sa mga detalye, tignan ang Artikulo - , at Artikulo - ng Mga Patakaran ng Pagtrabaho.

Mga Ibang Bagay

Pagsali sa mga Social Insurance System

( Employees’ pension insurance National pension insurance Health insurance National health insurance)

Nababagay na labor insurance ( Unemployment insurance Worker’s accident compensation insurance)

Medical checkup bago magsimula ng trabaho : (taon) (buwan)

Unang regular medical checkup: (taon) (buwan) (uulitin bawat )

Pirma ng Technical Intern Trainee
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Papeles 4 Kalakip

Suweldo:  Buwanang sahod ( yen) Arawang sahod ( yen)  Orasang Sahod ( yen)

Halaga ng bayad kada oras   ( yen)

Halaga at paraan ng pagkuwenta ng allowance (bukod ang karagdagang bayad para sa overtime)

a ( allowance: yen / Paraan ng pagkuwenta: )

b ( allowance: yen / Paraan ng pagkuwenta: )

c ( allowance: yen / Paraan ng pagkuwenta: )

( allowance: yen / Paraan ng pagkuwenta: )

Tantiyang halaga ng bayad kada buwan (1 + 2): Mga yen (kabuuan)

Mga bagay na babawasin bago bayaran ang suweldo

a Buwis: Mga yen b Premium sa unemployment insurance: Mga yen

c Premium sa social security: Mga yen Gastos sa pagkain: yen

e Gastos sa tirahan: yen

f Ibang bagay (kuryente, gas at tubig): Mga yen ( ): Mga yen

 ( ): Mga yen ( ): Mga yen

Kabuuang halaga ng bawas: Mga yen

Kabuuang halaga ng suweldong ibabayad (kung walang araw na hindi pumasok sa trabaho)

Mga yen (bukod ang karagdagang bayad para sa overtime)

Bayaran ng Suweldo
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កិច្ចសន្យាការងារសម្រាបក់ារហ្វឹកហាត់ជំនាញ 

技 能 実 習 の た め の 雇 用 契 約 書 
 

ឈ ម្ ោះស្ថា បន័្យអន្យុវតតការហ្វកឹហាតជ់ំនាញ (ខាងឈម្រកាមឈន្យោះន្យងឹឈៅថា«ភាគកី»)ន្យងិសិកាា កាមហ្វកឹហាត់ជំនាញ (រួមទងំឈបកាជន្យ)
(ខាងឈម្រកាមឈន្យោះន្យងឹឈៅថា«ភាគខី») បាន្យច្ុោះកិច្ចសន្យាការងារជាមយួគ្នា ផ្អែក តាមខលមឹស្ថរផ្ែលបាន្យកត់ម្រតាឈៅកាងុឯកស្ថរភាា ប់សតីអំពីលកាខណ្ឌ ការងារ។

実習実施機関名          （以下「甲」という。）と技能実習生（候補者を含む。） 

          （以下「乙」という。）は、別添の雇用条件書に記載された内容に従い雇用契約を締

結する。 
 

កិច្ចសន្យាការងារឈន្យោះន្យឹងាន្យសពុលភាពចាប់ពីថ្ងៃផ្ែលភាគីខច្ូលកាងុម្របឈេសជប នុ្យតាមរយៈសិេធសិ្ថា ក់ឈៅម្របឈេេ«ការហ្វកឹហាត់ជនំាញឈលខ១ » 
ឈហ្ើយចាប់ឈអតើមម្របតិបតតិសកមមភាពសិកាជនំាញផ្ែលបាន្យកណំ្ត់ឈៅកាងុសិេធិស្ថា ក់ឈៅែផ្ែល។

本雇用契約は、乙が、在留資格「技能実習１号  」により本邦に入国して、同在留資格の技能等を修得す

る活動を開始する時点をもって効力を生じるものとする。 
 

រយៈឈពលថ្ន្យកចិ្ចសន្យាការងារ (ថ្ងៃចាប់ឈអតើម ន្យិងថ្ងៃបញ្ចប់ថ្ន្យកចិ្ចសន្យាការងារ)ផ្ែលបាន្យកត់ម្រតាឈៅកាងុឯកស្ថរសតីអំពីលកាខណ្ឌ ការងារ 
ន្យឹងម្រតូវបាន្យផ្លល ស់បតូរម្រសបតាមថ្ងៃជាក់ផ្សតងផ្ែលភាគីខបាន្យច្ូលកាងុម្របឈេសជប នុ្យ កាងុករណ្ីម្របសិន្យឈបើថ្ងៃផ្ែលភាគីខឈម្រគ្នងន្យងឹច្ូលមកម្របឈេសជប នុ្យាន្យភាពខសុគ្នា ។

雇用条件書に記載の雇用契約期間（雇用契約の始期と終期）は、乙の入国日が入国予定日と相違した場合には、

実際の入国日に伴って変更されるものとする。 
 
កិច្ចសន្យាការងារឈន្យោះន្យឹងម្រតូវបាន្យបញ្ចប់ឈៅអំឡុងឈពលផ្ែលភាគខីឈ្វើឲ្យបាតប់ង់សិេធសិ្ថា ក់ឈៅឈោយយថាឈហ្តណុាមួយ។

なお、乙が何らかの事由で在留資格を喪失した時点で雇用契約は終了するものとする。 
កិច្ចសន្យាការងារ ន្យងិឯកស្ថរសតអីំពីលកាខណ្ឌ ការងារន្យងឹម្រតូវបាន្យឈ្វើឈឡើងជា២ច្ាបែ់ូច្គ្នា  ឈហ្ើយភាគីក ន្យងិភាគខីម្រតូវរកាេកុមួយមុខមួយច្ាប់ឈរៀងៗខលនួ្យ។ 
雇用契約書及び雇用条件書は２部作成し、甲乙それぞれが保有するものとする。 

 
 

   (ឆ្ា ំ)   (ផ្ខ)_____( ថ្ងៃេី) 
  年   月     日 

 

 

ភាគីក:                    (ម្រតា)      ភាគខី:  
甲                  印       乙

                                           

 (ឈ ម្ ោះស្ថា បន័្យម្របតបិតត/ិតួនាេីអាកតណំាង/ឈ ម្ ោះ/ម្រតា)  (ហ្តាឈលខាសិកាា កាមហ្វកឹហាតជ់ំនាញ) 
（実習実施機関名・代表者役職名・氏名・捺印）          （技能実習生の署名） 
 

េម្រមងJ់ITCO 10-38 

JITCO書式10－38 

Papeles 4 Kalakip

Suweldo:  Buwanang sahod ( yen) Arawang sahod ( yen)  Orasang Sahod ( yen)

Halaga ng bayad kada oras   ( yen)

Halaga at paraan ng pagkuwenta ng allowance (bukod ang karagdagang bayad para sa overtime)

a ( allowance: yen / Paraan ng pagkuwenta: )

b ( allowance: yen / Paraan ng pagkuwenta: )

c ( allowance: yen / Paraan ng pagkuwenta: )

( allowance: yen / Paraan ng pagkuwenta: )

Tantiyang halaga ng bayad kada buwan (1 + 2): Mga yen (kabuuan)

Mga bagay na babawasin bago bayaran ang suweldo

a Buwis: Mga yen b Premium sa unemployment insurance: Mga yen

c Premium sa social security: Mga yen Gastos sa pagkain: yen

e Gastos sa tirahan: yen

f Ibang bagay (kuryente, gas at tubig): Mga yen ( ): Mga yen

 ( ): Mga yen ( ): Mga yen

Kabuuang halaga ng bawas: Mga yen

Kabuuang halaga ng suweldong ibabayad (kung walang araw na hindi pumasok sa trabaho)

Mga yen (bukod ang karagdagang bayad para sa overtime)

Bayaran ng Suweldo
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<ទម្រង់៤ / 様式4>

ទម្រង់ជាភាសាខ្មែរ
カンボジア語版　様式

សម្ាប់ខ្ែករែ វធីិវគ្គ១ប ៉ុណ ណ្ ោះ សម្ាប់ករែ វធីិវគ្គ២

１号のみのコース ２号コース

ខ្ម ថ្ងៃទី

年 月

ណ ែ្ ោះសាា ប័នអន៉ុវែតការហ្វ កឹហាែ់ជំនាញ

実習実施機関名

អាស័យដ្ឋា ន
所　在　地
ណេមទូរសព័្ទ
電 話 番 号
ណ ែ្ ោះ និងែួនាទីអនកែំ្ង ម្ា
代表者　職　氏名 印

Ⅰ．រយៈពេលកិច្ចសន្យាការងារ
雇用契約期間

１． រយៈណព្េកិច្ចសនាការងារ
雇用契約期間

(ឆ្ន ំ ខ្ម ថ្ងៃទី ～ ឆ្ន ំ ខ្ម ថ្ងៃទី)

( 年 月 日 ～ 年 月

○ ថ្ងៃណម្ោងចូ្េម្បណទសជប ៉ុន ថ្ងៃទី

入国予定日 月 日

２．ការបនតកិច្ចសនាងែី
契約の更新の有無

ព្៉ុំានការបនតកិច្ចសនាងែី ជាណោេការណ៍នឹងានការបនតកិច្ចសនាងែី
契約の更新はしない 原則として更新する

(កិច្ចសនាអាច្នឹងរិនម្ែវូបានបនតសារជាងែអីាម្សយ័ណេើសត ង់ដ្ឋរវាយែថ្រៃសម្ាប់ការបនតកិច្ចសនាងែ ីឬសាា ប័នអន៉ុវែតការហ្វ ឹកហាែ់ជំនាញាន

បញ្ហា ខ្ននកហ្រិញ្ញ វែថ ុ ឬសាា នភាព្អាជីវករែរបសម់្ករុហ្ ៉ុនានសាា នភាព្អាម្កក់)
（更新の判断基準・経営難により実習実施機関を変更する等、会社の経営状況が著しく悪化した場合には、契約を更新しない場合
がある。)

Ⅱ．កន្ន្យែងព វ្ ើការ
就業の場所

Ⅲ．ខ្ែ ឹមសារនន្យកិច្ចការន្ែលត្រវូបំពេញ (ត្បពេទអាជីេ/ការងារ)
従事すべき業務（職種・作業）の内容

Ⅳ．ព ៉ោ ងការងារ ។ល។
労働時間等

１．ណា ងចាប់ណនតើរ/បញ្ច ប់ការងារ ចំ្នួនណា ងការងារកន ុង១ថ្ងៃ នាទី

始業・終業の時刻等 １日の所定労働時間数 時間

（1）ណា ងចាប់ណនតើរ( ណា ង នាទី ) ណា ងបញ្ច ប់ ( ណា ង នាទី)
 始業 （ 時 分） 終業 （ 時 分）

（2） 【ម្បសនិណបើម្បព្ន័ធខាងណម្ការម្ែវូបានណម្បើសម្ាប់ករែករនិណោជិែ】

 【次の制度が労働者に適用される場合】

ម្បព្ន័ធ ណា ងការងាររិនណទៀង:ម្បព្ន័ធ ណា ងការងាររិនណទៀងកន ុងឯកា( ) 

変形労働時間制:（ ）単位の変形労働時間制

◎ម្បសនិណបើណម្បើម្បព្ន័ធ ណា ងការងាររិនណទៀងខ្ែេានរយៈណព្េ១ឆ្ន ំ ម្ែវូភាា ប់ច្ាប់ច្រៃងថ្នម្បែិទិនម្បចំាឆ្ន ំខ្ែេានជាភាសាជាែិរបស់សិកាា ការ

 និងកិច្ចម្ព្រណម្ព្ៀងទាក់ទងនឹងម្បព្ន័ធ ណា ងការងាររិនណទៀងខ្ែេបានដ្ឋក់ណៅកាន់រនទ ីរម្ែួែព្ិនិែយ។
１年単位の変形労働時間制を採用している場合には、母国語併記の年間カレンダーの写し及び労働基準監督署へ届け出た
変形労働時間制に関する協定書の写しを添付する。

ម្បព្ន័ធបត រូណវណ គឺ្ានការណរៀបចំ្ណា ងការងារែូច្ខាងណម្ការ។
交替制として、次の勤務時間の組み合わせによる。

ណា ងចាប់ណនតើរ ( ណា ង នាទី)ណា ងបញ្ច ប់ ( ណា ង នាទី) (ថ្ងៃអន៉ុវែត) ណា ងសម្ាក នាទី ណា ងការងារកន ុង១ថ្ងៃ: ណា ង នាទី)

始業（ 時 分） 終業 （ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

ណា ងចាប់ណនតើរ ( ណា ង នាទី)ណា ងបញ្ច ប់ ( ណា ង នាទី) (ថ្ងៃអន៉ុវែត) ណា ងសម្ាក នាទី ណា ងការងារកន ុង១ថ្ងៃ: ណា ង នាទី)
始業（ 時 分） 終業 （ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

終業
（

ណា ងចាប់ណនតើរ ( ណា ង នាទី)ណា ងបញ្ច ប់ ( ណា ង នាទី) (ថ្ងៃអន៉ុវែត) ណា ងសម្ាក នាទី ណា ងការងារកន ុង១ថ្ងៃ: ណា ង នាទី)

始業（ 時 分） 終業 （ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

２．ណា ងសម្ាក (  )នាទី

休憩時間 （ ）分

３． ចំ្នួនណា ងការងារកន ុង១សបាត ហ្៍ ណា ង នាទី (ចំ្នួនណា ងការងារសរ៉ុបម្បចំាឆ្ន ំ ណា ង)

１週間の所定労働時間数 時間 分 （年間総所定労働時間数 時間）

４． ចំ្នួនថ្ងៃណធវ ើការសរ៉ុបម្បចំាឆ្ន ំ (ឆ្ន ំទី១ ថ្ងៃ)

年間総所定労働日数 （１年目 日、２年目 日、３年目 日）

５． ការណធវ ើការខ្ងរណា ង ាន Noោែ ន
所定時間外労働の有無 有 無

ព្ែ៌័ានេអិំែគឺ្ខ្នែការបទបញ្ហា ថ្នទកន ុងការងារាម្ាទី ～ាម្ាទី ាម្ាទី ～ាម្ាទី ាម្ាទី ～ាម្ាទី
詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条

ជូនចំ្ណ ោះ
殿

雇用条件書

ថ្ងៃ  ឆ្ន ំទី៣ថ្ងៃ  ឆ្ន ំទី២

ឯកសារសត ីអំព្ីេកាមណឌការងារ

日

ខ្ម

ឆ្ន ំ

日)

ណា ង

分
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Ⅴ．នងៃឈប់សត្ ក

休　日

・ថ្ងៃសម្ាកជាម្បចំា ណរៀងរាេ់ថ្ងៃ និងថ្ងៃប៉ុណយជាែិជប ៉ុន ណនេងៗ ( ) ・（សរ៉ុបថ្ងៃឈប់សម្ាកម្បចំាឆ្ន ំ ថ្ងៃ）

定例日；毎週 曜日、日本の国民の祝日、その他（ ） （年間合計休日日数 日）

・ ថ្ងៃសម្ាកបខ្នារ: ថ្ងៃកន ុង១សបាត ហ្៍/ខ្ម ណនេងៗ（  ）(ភាា ប់ច្ាប់ច្រៃងម្បែិទិនម្បចំាឆ្ន ំខ្ែេានជាភាសាជាែិរបស់សិកាា ការ）

非定例日；週・月当たり 日、その他（  ）(母国語併記の年間カレンダー写しを添付する）

ព្ែ៌័ានេអិំែគឺ្ខ្នែការបទបញ្ហា ថ្នទកន ុងការងារ ាម្ាទី ～ាម្ាទី ាម្ាទី ～ាម្ាទី

詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅵ．កាឈប់សត្ ក

休　暇

１．ការឈប់សម្ាកម្បចំាឆ្ន ំានម្បាក់ណបៀវែេ ករណីបនតណធវ ើការបាន៦ខ្ម → ថ្ងៃ
年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合 → 日

ការឈប់សម្ាកម្បចំាឆ្ន ំានម្បាក់ណបៀវែេខ្ែេបនតណធវ ើការណម្ការ៦ខ្ម( ាន ោែ ន)

継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （ 有 無）

→ បាន        ថ្ងៃ បនាទ ប់ព្ណីធវ ើបាន         ខ្ម

→　　　 か月経過で 日

２．ការឈប់សម្ាកណនេងៗ ានម្បាក់ណបៀវែេ（ ) ោែ នម្បាក់ណបៀវែេ( )
その他の休暇 有給（ ）　無給（ ）

ព្ែ៌័ានេអិំែគឺ្ខ្នែការបទបញ្ហា ថ្នទកន ុងការងារ ាម្ាទី ～ាម្ាទី ាម្ាទី ～ាម្ាទី

詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅶ．ត្ាក់ពបៀវរស

賃　金

１．ម្បាក់ណបៀវែេណោេ ម្បាក់ខ្ម ( ណយន) ម្បាក់ថ្ងៃ ( ណយន) ម្បាក់ណា ង ( ណយន)

基本賃金 月　給　（ 円） 日　給　（ 円） 時間給　（ 円）

（េ័រ៌ ន្យលំអិរគឺែូច្កន ុងឯកសារភ្ជា ប់）
（詳細は別紙のとおり）

２． ម្បាក់ឧបែារភណនេងៗ (ណេើកខ្េងម្បាក់ខ្ងរណា ង)
諸手当（時間外労働の割増賃金は除く）

（ ម្បាក់ឧបែារភ ម្បាក់ឧបែារភ ម្បាក់ឧបែារភ ）
（ 手当、 手当、 手当）

（េ័រ៌ ន្យលំអិរគឺែូច្កន ុងឯកសារភ្ជា ប់）
（詳細は別紙のとおり）

３．អម្ាភារយខ្ែេម្ែវូបង់សម្ាប់ការណធវ ើការខ្ងរណា ង ការណធវ ើការកន ុងថ្ងៃឈប់សម្ាក ឬណធវ ើការណវណយប់

所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

（a）ការងារខ្ងរណា ង: ការណេើសកន ុងច្ាប់កំណែ់ ( )％

所定時間外 法定超 ( )％

ការណេើសចាប់ព្ី៦០ណា ង ( )％
法定60時間超 ( )％

ការណេើសកន ុងការកំណែ់ ( )％
所定超 ( )％

（b）ថ្ងៃឈប់សម្ាក កន ុងច្ាប់កំណែ់ ( )％ ថ្ងៃឈប់សម្ាកណម្ៅច្ាប់ ( )％
休　　日 法定休日 ( )％ 法定外休日 ( )％

（c）ណធវ ើការណវណយប់ ( )％

深　　夜 ( )％

４． ថ្ងៃបិទបញ្ា មី្បាក់ណបៀវែេ （ ）　－រាេ់ខ្ម ថ្ងៃ　（ ）－រាេ់ខ្ម ថ្ងៃ

賃金締切日 （ ）　－毎月 日、　（ ）－毎月 日

５． ថ្ងៃបង់ម្បាក់ណបៀវែេ （ ）　－រាេ់ខ្ម ថ្ងៃ　（ ）－រាេ់ខ្ម ថ្ងៃ

賃金支払日 （ ）　－毎月 日、　（ ）－毎月 日

６．វធីិបង់ម្បាក់ណបៀវែេ ម្បាក់ស៉ុទធ គ្ណនីធនាោរ

賃金支払方法 通貨払 口座振込み

７．ការកាែ់ទ៉ុកណព្េបង់ម្បាក់ណបៀវែេខ្ែេខ្នែការកិច្ចសនាការងារ ោែ ន ាន （ព្ែ៌័ានេអិំែគឺ្ែូច្កន ុងឯកសារភាា ប់）

労使協定に基づく賃金支払時の控除 無 有 （詳細は別紙のとおり）

８．ការែណរៃ ើងណបៀវែេ: ាន（ណព្េណវលា  ចំ្នួនទឹកម្បាក់ ） ោែ ន

昇　給 有（時期、金額等 ）、 無

９． ម្បាក់បំ្ែ់ឆ្ន :ំ ាន（ណព្េណវលា  ចំ្នួនទឹកម្បាក់ ） ោែ ន
賞　与 有（時期、金額等 ）、 無

10． ម្បាក់ណព្េឈប់ព្កីារងារ: ាន（ណព្េណវលា  ចំ្នួនទឹកម្បាក់ ） ោែ ន
退職金 有（時期、金額等 ）、 無
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Ⅷ．ត្បការទាក់ទងន្យឹងការលាឈប់េីការងារ
退職に関する事項

１． ខ្បបបទសត អំីព្កីារលាឈប់ព្កីារងារណដ្ឋយមល នួឯង (ម្ែវូនតេព់្ែ៌័ានណៅកាន់អគ្គនាយកម្ករុហ្ ៉ុន/ម្បធានណរាងច្ម្កឲ្យបានរ៉ុនចាប់ព្២ីសបាត ហ្៍ណ ើងណៅ)
自己都合退職の手続（退職する２週間以上前に社長・工場長等に届けること）

２． រូេណហ្ែ៉ុ និងខ្បបបទថ្នការបញ្ឈប់ព្កីារងារ

解雇の事由及び手続

ការបញ្ឈប់ព្កីារងារម្ែវូណធវ ើណ ើងសម្ាប់ខ្ែករណីខ្ែេានការចំាបាច់្ដ្ឋច់្ខាែ ណហ្ើយម្ែវូជូនែំណឹងជារ៉ុនោ ងណហ្ើច្្ស៣់០ថ្ងៃរ៉ុន ឬម្ែវូណធវ ើការ

បញ្ឈប់ណដ្ឋយបង់ម្បាក់ណបៀវែេរធយរណសែ ើនឹង៣០ថ្ងៃណ ើង។ ករណីខ្ែេបញ្ឈប់ណដ្ឋយសារការទារទាររបសស់កិាា ការហ្វ កឹហាែ់ជំនាញ ម្បសិនណបើទទួេ 
បានការអន៉ុរ័ែព្មី្បធានខ្ននកម្ែួែព្និិែយសត ង់ដ្ឋរការងារ គឺ្អាច្បញ្ឈប់ភាៃ រណដ្ឋយព្៉ុំចំាបាច់្ានការជូនែំណឹងជារ៉ុនឬបង់ម្បាក់ណបៀវែេរធយរណ ើយ។
解雇は、やむを得ない事由がある場合にかぎり少なくとも３０日前に予告をするか、又は３０日分以上の平均賃金を支払って解雇す

る。技能実習生の責に帰すべき事由に基づいて解雇する場合には、所轄労働基準監督署長の認定を受けることにより予告も平均賃金

の支払も行わず即時解雇されることもあり得る。

ព្ែ៌័ានេអិំែគឺ្ខ្នែការបទបញ្ហា ថ្នទកន ុងការងារ ាម្ាទី ～ាម្ាទី ាម្ាទី ～ាម្ាទី
詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅸ．ពសសងៗ
その他

・សាា នភាព្សត អំីព្កីារចូ្េធានារា៉ា ប់រងសងគរ
社会保険の加入状況

( ថ្ងៃធានារា៉ា ប់រងស៉ុខាភិបាេ ថ្ងៃធានារា៉ា ប់រងរបស់រែា ធានារា៉ា ប់រងស៉ុមភាព្ ធានារា៉ា ប់រងស៉ុមភាព្របស់រែា　　　）

（ 厚生年金 国民年金 健康保険 国民健康保険　　　　）

・ការណម្បើម្បាស់ធានារា៉ា ប់រងការងារ ( ធានារា៉ា ប់រងការងារ ធានារា៉ា ប់រងណម្ោោះថ្នន ក់ការងារ　　　　　　　　　　　　　　）

労働保険の適用 （ 雇用保険 労災保険　　　　　　　　　　　　　　）

・ការព្និិែយស៉ុមភាព្ណព្េចូ្េណធវ ើការ ខ្ម

雇入れ時の健康診断 年 月

・ការព្និិែយស៉ុមភាព្ជាម្បចំាណេើកែំបូង ឆ្ន ំ ខ្ម (បនាទ ប់ព្ណីនាោះ អន៉ុវែតការព្និិែយណរៀងរាេ់ )

初回の定期健康診断 年 月 (その後 ごとに実施)

・អនកទទួេ (ហ្ែាណេខា)

受取人（署名）

ឆ្ន ំ
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<ទម្រង់៤ / 様式4>

ឯកសារភាា ប់

別　紙

１．ម្បាក់ណបៀវែេណោេ ម្បាក់ខ្ម (  ណយន) 　Daily wageម្បាក់ថ្ងៃ (   ណយន) 　Hourly wageម្បាក់ណា ង ( ណយន)

基本賃金 月  給 (  円）  日　給 (  円） 時間給 （ 円）

● ចំ្នួ្យន្យត្ាក់ពបៀវរសជាព ៉ោ ង（ ពយន្យ）

時間当たりの金額（ 円）

２．ចំ្នួនទឹកម្បាក់ឧបែារភណនេងៗ និងវធីិគ្ណនា (ណេើកខ្េងម្បាក់ណបៀវែេបខ្នារសម្ាប់ការណធវ ើការខ្ងរណា ង)

諸手当の額及び計算方法（時間外労働の割増賃金は除く）

（a） （ ម្បាក់ឧបែារភ  ណយន／វធីិគ្ណនា： )

（  手当  円／ 計算方法： )

（b） （ ម្បាក់ឧបែារភ  ណយន／វធីិគ្ណនា： )

（  手当  円／ 計算方法： )

（c） （ ម្បាក់ឧបែារភ  ណយន／វធីិគ្ណនា： )

（  手当  円／ 計算方法： )

（d） （ ម្បាក់ឧបែារភ  ណយន／វធីិគ្ណនា： )

（  手当  円／ 計算方法： )

３． ចំ្នួនទឹកម្បាក់ម្ែវូបង់កន ុង១ខ្ម（１＋２） ត្បន្ែល ពយន្យ(សរុប)

１ヵ月当たりの支払い概算額（１＋２） 約 円(合計）

４．ចំ្ណ៉ុ ច្ម្ែវូកាែ់ទ៉ុកណព្េបង់ម្បាក់ណបៀវែេ

賃金支払時に控除する項目

（a） ថ្ងៃព្នធ ( ម្បខ្ហ្េ ណយន） （b）  ថ្ងៃធានារា៉ា ប់រងការងារ ( ម្បខ្ហ្េ ណយន）

税　金 ( 約  円）、  雇　用　保　険　料 （約 円）

（c） ថ្ងៃធានារា៉ា ប់រងសងគរ ( ម្បខ្ហ្េ ណយន） （d） ថ្ងៃអាហារ （ ណយន）

社　会　保　険　料 ( 約  円）、 食　費 （ 円）

（e） ថ្ងៃសាន ក់ណៅ (  ណយន）

住　居　費 (

（f） ណនេងៗ （ថ្ងៃទឹកណភៃ ើងហាគ ស） （ ម្បខ្ហ្េ  ណយន） （ ) （ ម្បខ្ហ្េ  ណយន）

その他 （水道光熱費） （約  円）、 （ ) ( 約  円）

（ ）（ ម្បខ្ហ្េ  ណយន） （ ) （ ម្បខ្ហ្េ  ណយន）

（ ）（約  円）、 （ ) ( 約  円）

● ទឹកត្ាក់សរុបន្ែលត្រវូការ់ទុក ត្បន្ែល ពយន្យ

控除する金額の合計 約 円

● ទឹកត្ាក់ទទួលាន្យជាក់ន្សែ ងពេលបង់ត្ាក់ពបៀវរស (ករណីេំុ ន្យអវរែ ន្យ)
賃金支払時に実際に支給する手取り額（欠勤等がない場合）

ត្បន្ែល ពយន្យ

(ពលើកន្លងត្ាក់ពបៀវរសបន្ន្យែមសត្ ប់ការព វ្ ើការន្ងមព ៉ោ ង)
約 円 （時間外労働の割増賃金は除く）

 　円）

賃金の支払い

ការបង់ម្បាក់ណបៀវែេ
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နညး့ပညာဆုိငးရာလကးေတျ႕သငးၾကာ့မႈအတျကး အလုပးခနး႔အပး်ခငး့သေဘာတူစာခ္ုဳပး 

技 能 実 習 の た め の 雇 用 契 約 書 
 

လကးေတျ႕သငးၾကာ့မႈကုိေဆာငးရျကးမညးံအဖျ႕ဲအစညး့၏အမညး___________________(ေအာကးတျငး“ပထမပါတီ”ဟုေ်ပာသညး။)နြငးံ နညး့ပညာဆိုငးရာ 

လကးေတျ႕သငးၾကာ့မညးံ သငးတနး့သာ့မ္ာ့(စာေမ့ပျဲေ်ဖဆိုမညးံေက္ာငး့သာ့မ္ာ့အပါအဝငး) ____________________ (ေအာကးတျငး “ဒုတိယပါတီ” 

ဟုေ်ပာသညး။)သညး နညး့ပညာဆိုငးရာလကးေတျ႕သငးၾကာ့မႈအတျကး သီ့်ခာ့အလုပးခနး႔အပး်ခငး့သတးမြတးခ္ကးနြငးံအေ်ခအေနတျငး ေဖား်ပထာ့ေသာ 

အေၾကာငး့အရာမ္ာ့ေအာကးရြိ အလုပးခနး႔အပး်ခငး့ သေဘာတူစာခ္ဳပးကို အေကာငးအထညးေဖားေဆာငးရျကးရနး သေဘာတူပါသညး။ 

実習実施機関名 （以下「甲」という。）と技能実習生（候補者を含む。）

（以下「乙」という。）は、別添の雇用条件書に記載された内容に従い雇用契

約を締結する。

 
နညး့ပညာဆုိငးရာလကးေတျ႕သငးၾကာ့မညးံသငးတနး့သာ့မ္ာ့သညး “နညး့ပညာဆိုငးရာလကးေတျ႕သငးၾကာ့မႈအမြတးစဥး(ှ)- ” ရပးတညးေနထိုငးချငးံေအာကးရြိ ဂ္ပနးနုိငးငဵသို႔ 

ဝငးေရာကးေသာအခါ အလုပးခနး႔အပး်ခငး့ စာခ္ဳပးသညးထိေရာကးမညး်ဖစး်ပီ့ ေ်ပာ်ပထာ့ေသာအေ်ခအေနေအာကးတျငးချငးံ်ပဳထာ့သညးံ ကၽျမး့က္ငးမႈမ္ာ့ကို ရယူမညးံ 

လႈပးရြာ့မႈမ္ာ့ကို စတငးေဆာငးရျကးမညး်ဖစးသညး။ 

本雇用契約は、乙が、在留資格「技能実習１号 」により本邦に入国して、同在留資格の技能等を

修得する活動を開始する時点をもって効力を生じるものとする。 
 
နညး့ပညာဆိုငးရာလကးေတျ႕သငးၾကာ့မညးံသငးတနး့သာ့မ္ာ့၏ ဂ္ပနးနုိငးငဵအတျငး့ဝငးေရာကးမညးံရကးစျဲအမြနးသညး သ/ူသူမဝငးေရာကးမညးံရကးစျနဲြငးံကျာ်ခာ့ေနလြ္ငး 

နညး့ပညာဆိုငးရာလကးေတျ႕သငးၾကာ့မႈ (အလုပးခနး႔အပး်ခငး့စာခ္ဳပးစတငး်ခငး့နြငးံ်ပီ့ဆဵု့်ခငး့)အတျကး အလုပးခနး႔အပး်ခငး့သတးမြတးခ္ကးႏြငးံ အေ်ခအေနထဲတျငး 

သတးမြတးထာ့ေသာ အလုပးခနး႔အပး်ခငး့ကာလအပုိငး့အ်ခာ့ကို ဝငးေရာကးမညးံရကးစျအဲမြနးအတုိငး့ေ်ပာငး့လဲရမညးး်ဖစးသညး။ 

雇用条件書に記載の雇用契約期間（雇用契約の始期と終期）は、乙の入国日が入国予定日と相違した場合

には、実際の入国日に伴って変更されるものとする。 
 
အကယး၍အေၾကာငး့်ပခ္ကးတစးခုေၾကာငးံ နညး့ပညာဆိုငးရာလကးေတျ႕သငးၾကာ့မညးံသငးတနး့သာ့သညး ရပးတညးေနထိုငးချငးံဆဵု့ရြဵု့သျာ့မညးဆိုလ္ြငး ဤအလုပးခနး႔ 

အပး်ခငး့ သေဘာတူစာခ္ဳပးကို ထိုအခ္ကး်ဖငးံ အဆဵု့သတးမညး်ဖစးသညး။ 

なお、乙が何らかの事由で在留資格を喪失した時点で雇用契約は終了するものとする。

 
သကးေသအေန်ဖငးံ ပါတီမ္ာ့တျငးနညး့ပညာဆိုငးရာလကးေတျ႕သငးၾကာ့မႈအတျကး အလုပးခနး႔အပး်ခငး့စာခ္ဳပးႏြငးံအလုပးခနး႔အပး ်ခငး့သတးမြတးအေ်ခအေနကို 

မိတၱဴပုဵစဵ်ဖငးံေဆာငးရျကး်ပီ့်ဖစး်ပီ့ ပါတီတစးခုခ္ငး့စီသညးမူရငး့ႏြငးံမိတၱဴတစးခုစီကိုသိမး့ထာ့ရမညး်ဖစးသညး။ 

雇用契約書及び雇用条件書は２部作成し、甲乙それぞれが保有するものとする。

 
 

                                               ႏြစး                 လ                   ရကး 

                                                             年  月    日

 

ပထမပါတီ :    (တဵဆိပးတုဵ )့                        ဒုတိယပါတီ :  

  甲                                    印                      乙                                                   

 (ေဆာငးရျကးမညးံအဖျ႕ဲအစညး့၏အမညး၊ ကုိယးစာ့်ပဳမညးံေခါငး့စဥးႏြငးံအမညး၊ တဵဆိပးတုဵ )့            (နညး့ပညာဆုိငးရာလကးေတျ႕သငးၾကာ့မညးံသငးတနး့သာ့၏လကးမြတး) 

（実習実施機関名・代表者役職名・氏名・捺印）        （技能実習生の署名） 
 
 

ပုဵစဵ ှ -ွ၃၈ 

書式 －

 
 
 

ミャンマー語版
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<ပုဵစဵ၄ / 様式4>

အလုပးခနး႕အပး်ခငး့ဆုိငးရာစညး့မ္ဥး့စညး့ကမး့ ်မနးမာဘာသာပုဵစဵ

ミャンマー語版　様式

နညး့ပညာဆုိငးရာသငးတနး့ အမြတးစဥး ှ နညး့ပညာဆုိငးရာသငးတနး့ အမြတးစဥး ဿ

１号のみのコース ２号コース

သို႕ (ႏြစး) (လ) (ရကး)

殿 年 月 日

လကးေတျ႕သငးတနး့ေပ့မညးံအဖျဲ႕အစညး့
実習実施機関名
လိပးစာ
所　在　地
ဖုနး့နဵပါတး
電 話 番 号
ကိုယးစာ့လြယး၏အမညး၊ရာထူ့ တဵဆိပးတုဵ့

代表者　職　氏名 印

Ⅰ．အလုပးခနး႕သညးံကာလ
雇用契約期間
１．အလုပးခနး႕သညးံကာလ

雇用契約期間

( (ႏြစး) (လ) (day) to(ရကး) ～ (ႏြစး) (လ) (ရကး))

年 月 日 ～ 年 月 日 ） ○ဂ္ပနးႏုိငးငဵွငးေရာကးမညးံရကးစျဲ (လ) (ရကး)

入国予定日 月 日

２．စာခ္ဳပးသကးတမး့တို့်ခငး့
契約の更新の有無

စာခ္ဳပးသကးတမး့မတို့ပါ။ စညး့မ္ဥး့စညး့ကမး့အရသကးတမး့တို့မညး။
契約の更新はしない 原則として更新する

(စာခ္ဳပးသကးတမး့တို့မႈစညး့ကမး့ခ္ကးႏြငးံစီ့ပျာ့ေရ့ခကးခဲမႈအရလကးေတျ႕နညး့ပညာပုိ႕ခ္မညးံအဖျဲ႕အစညး့ေ်ပာငး့လဲ် ခငး့စသညး၊ ကုမၸဏီ၏စီ့ပျာ့ေရ့အေ်ခအေနမြာ 
ဆို့ွါ့သျာ့ပါက စာခ္ဳပးကိုသကးတမး့တို့်ခငး့ရြိမညးမဟုတးပါ။)
（更新の判断基準・経営難により実習実施機関を変更する等、会社の経営状況が著しく悪化した場合には、

契約を更新しない場合がある。)

Ⅱ．အလုပးေနရာ

就業の場所

Ⅲ．ေမြ္ားမြနး့လုပးငနး့တာွနး (လုပးငနး့အမ္ိဳ့အစာ့၊ တာွနး)
従事すべき業務（職種・作業）の内容

Ⅳ．အလုပးခ္ိနး စသညး..
労働時間等

１．အလုပးစတငးခ္ိနး၊ ၿပီ့ဆဵု့ခ္ိနး တရကးတာအလုပးခ္ိနး

始業・終業の時刻等 １日の所定労働時間数 時間 分

（1）အလုပးစတငးခ္ိနး ( : ) အလုပး ၿပီ့ဆဵု့ခ္ိနး( : )
 始業（ 時 分） 終業（ 時 分）

（2）【ေလြ္ာကးထာ့ႏုိငးသညးံစနစး】

 【次の制度が労働者に適用される場合】

ပုဵမြနးမဟုတးသညးံအလုပးပုဵစဵ​ : ပုဵမြနးမဟုတးသညးံအလုပးပုဵစဵ ( ) ယုနစး

変形労働時間制: （ ）単位の変形労働時間制

◎တစးႏြစးၾကာမူမမြနးေသာအလုပးခ္ိနးစနစး်ဖငးံ ခနး႕အပးပါက မိခငးဘာသာစကာ့်ဖငးံေရ့ဆျဲထာ့သညးံ တစးႏြစးတာ်ပကၡဒိနးမိတၱဴ ႏြငးံ လုပးသာ့စဵႏႈနး့သတးမြတးသညးံရုဵ့သို႕

တငးသျငး့ထာ့သညးံ ပုဵမြနးမဟုတးသညးံအလုပးခ္ိနးခနး႕အပးမႈစာခ္ဳပးမိတၱဴအာ့ ပူ့တျဲတငး်ပပါ။

１年単位の変形労働時間制を採用している場合には、母国語併記の年間カレンダーの写し及び労働基準監督署へ届け出た

変形労働時間制に関する協定書の写しを添付する。

အလုပးအဆိုငး့စနစး်ဖငးံ ေအာကးပါအခ္ိနးဇယာ့အတိုငး့ ယူႏုိငးသညး။

交替制として、次の勤務時間の組み合わせによる。

အလုပးစခ္ိနး ( : ) အလုပးၿပီ့ခ္ိနး ( : ) ( လုပးႏုိငးသညံးရကး : အလုပးနာ့ခ္ိနး : မိနစး �တစးေန႕တာအလုပးခ္ိနးဇယာ့ : နာရီ မိနစး.)

始業（ 時 分） 終業（ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

အလုပးစခ္ိနး ( : ) အလုပးၿပီ့ခ္ိနး ( : ) ( လုပးႏုိငးသညံးရကး : အလုပးနာ့ခ္ိနး : မိနစး �တစးေန႕တာအလုပးခ္ိနးဇယာ့ : နာရီ မိနစး.)

始業（ 時 分） 終業（ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

အလုပးစခ္ိနး ( : ) အလုပးၿပီ့ခ္ိနး ( : ) ( လုပးႏုိငးသညံးရကး : အလုပးနာ့ခ္ိနး : မိနစး �တစးေန႕တာအလုပးခ္ိနးဇယာ့ : နာရီ မိနစး.)

始業（ 時 分） 終業（ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

２．အလုပးနာ့ခ္ိနး : ( ）မိနစး

休憩時間 （ ）分

３．တစးပတးတာအလုပးခ္ိနးဇယာ့ : နာရီ မိနစး ( တစးႏြစးတာအလုပးခ္ိနး နာရီ.)

１週間の所定労働時間数 時間 分 （年間総所定労働時間数 時間）

４． တစးႏြစးတာအလုပးလုပးရမညးံရကး （ ပထမႏြစး ရကး၊ ဒုတိယႏြစး ရကး၊ တတိယႏြစး ရကး）

年間総所定労働日数 （１年目 日、２年目 日、３年目 日）

５． အခ္ိနးပုိအလုပးခ္ိနးရြိမရြိ : ရြိမညး မလုပးပါမရြိပါ

所定時間外労働の有無 有 無

○ အေသ့စိတးမြာ အလုပးခနး႕စညး့မ္ဥး့ မြ ၊အခ္ကး မြ ၊ ႏြငးံ အခ္ကး မြ
詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条

နာရီ မိနစး

雇用条件書
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Ⅴ．အလုပးပိတးရကး
休　日

・ပုဵမြနးပိတးရကး : အပတးစဥး , ဂ္ပနးအမ္ိဳ့သာ့ပိတးရကး၊ အ်ခာ့ ( ) ・(စုစုေပါငး့ပိတးရကး ႏြစးစဥး : ရကး)

定例日；毎週 曜日、日本の国民の祝日、その他（ ） （年間合計休日日数 日）

・ထပး်ဖညးံပိတးရကး : ှ ပတးလြ္ငး ၊ ှ လလြ္ငး၊ အ်ခာ့ ( )
(နညး့ပညာသငးတနး့ပုိ႕ခ္သူ၏မိခငးဘာသာစကာ့ႏြငးံ်ပနးဆိုေရ့ဆျဲထာ့သညးံ အခ္ိနးဇယာ့်ပကၡဒိနးအာ့ မိတၱဴပူ့တျဲေပ့ပါ။)

非定例日；週・月当たり 日、その他（  ）(母国語併記の年間カレンダー写しを添付する）

○ အေသ့စိတးမြာ အလုပးခနး႕စညး့မ္ဥး့ မြ ၊အခ္ကး မြ ၊ ႏြငးံ အခ္ကး မြ

詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条
Ⅵ．ချငးံ

休　暇

１．ႏြစးစဥးချငးံခဵစာ့ချငးံ : ၆လဆကးတိုကးအလုပးချငးွ ငးၿပီ့ေနာကး → ရကး

年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合 → 日

ကနဦ့ ၆လၾကာအလုပးချငးွငးၿပီ့ေနာကး ႏြစးစဥးချငးံခဵစာ့ချငးံ ( ရြိ မရြိ )

継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （ 有 無）

→ ရကး လ ၿပီ့ေနာကး

→　　　 か月経過で 日

２．အ်ခာ့ချငးံခဵစာ့ချငးံ : လစာ်ပညံး ( ) လစာမံဲ ( )
その他の休暇 有給（ ）　無給（ ）

○ အေသ့စိတးမြာ အလုပးခနး႕စညး့မ္ဥး့ မြ ၊အခ္ကး မြ ၊ ႏြငးံ အခ္ကး မြ

詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅶ．လုပးခလစာ
賃　金

１．အေ်ခခဵလစာ : လစဥးလုပးအာ့ခ ( yen) ေန႕စဥးလုပးအာ့ခ ( ယနး့) တစးနာရီလုပးအာ့ခ ( ယနး့)

基本賃金 月　給　（ 円） 日　給　（ 円） 時間給　（ 円）

(အေသ့စိတးမြာပူ့တျဲပါစာမ္ကးႏြာအတုိငး့)
（詳細は別紙のとおり）

２．ခဵစာ့ချငးံ (အခ္ိနးပုိလုပးခမ္ာ့မပါွငးပါ။)

諸手当（時間外労働の割増賃金は除く）

( ခဵစာ့ချငးံ ခဵစာ့ချငးံ ခဵစာ့ချငးံ )

（ 手当、 手当、 手当）

(အေသ့စိတးမြာပူ့တျဲပါစာမ္ကးႏြာအတုိငး့)
（詳細は別紙のとおり）

３．အခ္ိနးပုိ၊ ပိတးရကးဆငး့်ခငး့၊ ညဘကးအလုပးလုပး်ခငး့အတျကးအပုိေဆာငး့လုပးအာ့ခ

所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

（a）အခ္ိနးပုိ                    : သတးမြတးထာ့သညးံအလုပးခ္ိနး်ပငးပ ( )％
所定時間外 法定超 )％

သတးမြတးထာ့သညးံအလုပးခ္ိနးထကးနာရီ၆ွေက္ား်ခငး့ ( )％

法定60時間超 )％

သတးမြတးခ္ိနးေက္ား်ခငး့ ( )％

所定超 )％

（b）ပိတးရကးအလုပးဆငး့်ခငး့​ : သတးမြတးပိတးရကး ( )％ သတးမြတးထာ့ေသာပိတးရကး်ပငးပ( )％

休　　日 法定休日 )％ 法定外休日 )％

（c）ညဘကးအလုပးဆငး်ခငး့ ( )％

深　　夜 )％

４．လုပးအာ့ခသတးမြတးရကး ( ) လစဥး ( ) လစဥး

賃金締切日 （ ）　－毎月 日、　（ ）－毎月 日

５．လုပးအာ့ခေပ့သညးံရကး ( ) လစဥး ( ) လစဥး

賃金支払日 （ ）　－毎月 日、　（ ）－毎月 日

６．လုပးအာ့ခေပ့ေခ္မႈနညး့လမး့ ေငျသာ့ ဘဏးမြလႊေဲ်ပာငး့်ခငး့

賃金支払方法 通貨払 口座振込み

７．လုပးသာ့စီမဵခနး႕ချဲေရ့သေဘာတူညီခ္ကးအရလုပးအာ့ခထမဲြႏႈတးယူ်ခငး့ မရြိပါ ရြိသညး (အေသ့စိတးမြာပူ့တျဲပါစာမ္ကးႏြာအတိုငး့)

労使協定に基づく賃金支払時の控除 無 有 （詳細は別紙のとおり）

８．လုပးအာ့ခတို့်ခငး့ ရြိ ( အခ္ိနး၊ပမာဏစသညး ), မရြိ

昇　給 有（時期、金額等 ）、 無

９．ဆုေၾက့ ရြိ ( အခ္ိနး၊ပမာဏစသညး ), မရြိ

賞　与 有（時期、金額等 ）、 無

10．အလုပးထျကးေငျ ရြိ ( အခ္ိနး၊ပမာဏစသညး ), မရြိ
退職金 有（時期、金額等 ）、 無
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Ⅷ．အလုပ္ထြက္ျခင္းဆုိင္ရာအခ်က္အလက္
退職に関する事項

1.   မိမိဆႏၵအေလ်ာက္အလုပ္ထြက္ျခင္း ( အနည္းဆံုး ၂ ပတ္ႀကိဳတင္၍ သူေဌး၊ စက္ရုံမန္ေနဂ်ာ ႏွင့္ အျခားစူပါဗုိက္ဆာမ်ားသို႕ အေၾကာင္ၾကားပါ။)

自己都合退職の手続（退職する２週間以上前に社長・工場長等に届けること）

2.   အလုပ္ထုတ္ျခင္း ႏွင့္ ေဆာင္ရြက္ပုံအဆင့္ဆင့္
解雇の事由及び手続

အလုပ္ထုတ္ျခင္းသည္ ေရွာင္လႊ၍ဲမရေသာအေၾကာင္းျပခ်က္ရိွျခင္းအတြက္သာလွ်င္ အနည္းဆံုးရက၃္ှ ႀကိဳတင္အသိေပးျခင္း သိ႕ုမဟုတ္ ရက္၃ှထက္မနည္းေသာ 

လုပ္အားခအားေပးေခ်ၿပီး အလုပ္ထုတ္ႏုိင္သည္။ နည္းပညာသင္တန္းသား၏ျပစ္ခ်က္ေၾကာင့္ ထုတ္ပယ္ရပါက လုပ္သားစံႏႈန္း သတ္မွတ္ေရးရုံးမွ သေဘာတူညီမႈကို

ရရိွၿပီးေနာက္ ႀကိဳတင္အသိေပးျခင္းႏွင့္ ပ်မ္းမွ်လုပ္ခ ေလ်ာ္ေၾကးေပးျခင္းမျပဳလုပ္ဘ ဲခ်က္ခ်င္းအလုပ္ထုတ္ျခင္းမ်ိဳးလည္းရိွႏုိင္သည္။

解雇は、やむを得ない事由がある場合にかぎり少なくとも３０日前に予告をするか、又は３０日分以上の平均賃金を支払って解雇す

る。技能実習生の責に帰すべき事由に基づいて解雇する場合には、所轄労働基準監督署長の認定を受けることにより予告も平均賃金

の支払も行わず即時解雇されることもあり得る。

○အေသးစိတ္မွာ အလုပ္ခန္႕စည္းမ်ဥ္း မွ ၊အခ်က္ မွ ၊ ႏွင့္ အခ်က္ မွ

詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅸ．အျခား
その他

・လူမႈဖူလုံေရးအာမခံေၾကး

社会保険の加入状況

( လုပ္သားပင္စင္ ႏုိင္ငံေတာ္ပင္စင္ က်န္းမာေရးအာမခံ ႏုိင္ငံေတာ္က်န္းမာေရးအာမခံ )
（ 厚生年金 国民年金 健康保険 国民健康保険　　　　）

・လုပ္သားအာမခံေလွ်ာက္ထားျခင္း ( အလုပ္အာမခံ လုပ္သားမေတာ္တဆမႈေလ်ာ္ေၾကးအာမခံ )
労働保険の適用 （ 雇用保険 労災保険　　　　　　　　　　　　　　）

・အလုပ္ခန္႕ခ်ိန္ေဆးစစ္ျခင္း (ႏွစ္) (လ)
雇入れ時の健康診断 年 月

・ပထမအႀကိမ္ေဆးစစ္ျခင္း (ႏွစ္) (လ) (ေနာက္ပုိင္း အလိုက္စစ္ေဆးျခင္း )
初回の定期健康診断 年 月 (その後 ごとに実施)

・နည္းပညာပုိင္းသင္ၾကားသူ၏လက္မွတ္
受取人(署名）
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<ပံုစံ၄ / 様式4> ပူးတြဲ
別　紙

1.  အေျခခံလုပ္ခ 　Monthly wageလုပ္ခလစာ ( ယန္း ) ဿရက္စာလုပ္ခ ( ယန္း ) ဿနာရီလုပ္ခ ( ယန္း )

基本賃金 月  給  円）  日　給  円） 時間給 （ 円）

● တစ္နာရီလုပ္အားခ   ( ယန္း )

時間当たりの金額（ 円）

2.  ခံစားခြင့္နည္းလမ္းမ်ားႏွင့္တြက္ခ်က္ပုံ ( အခ်ိန္ပုိလုပ္ခမ်ားမပါှင္ပါ။ )

諸手当の額及び計算方法（時間外労働の割増賃金は除く）

（a） ( ခံစားခြင့္ ယန္း / တြက္ခ်က္ပုံ : )

（  手当  円／ 計算方法：

（b） ( ခံစားခြင့္ ယန္း / တြက္ခ်က္ပုံ : )

（  手当  円／ 計算方法：

（c） ( ခံစားခြင့္ ယန္း / တြက္ခ်က္ပုံ : )

（  手当  円／ 計算方法：

（d） ( ခံစားခြင့္ ယန္း / တြက္ခ်က္ပုံ : )

（  手当  円／ 計算方法：

3.  ခန္႕မွန္းလစဥ္ေပးေခ်မႈ (ဿ+၀) :  မွန္းေျခ ယန္း (စုစုေပါင္း)

１ヵ月当たりの支払い概算額（１＋２） 約 円(合計）

4. လစာေပးေငြမွႏႈတ္ယူမည့္အခ်က္မ်ား

賃金支払時に控除する項目

（a） အခြန္ : ခန္႕မွန္း ယန္း （b） အလုပ္အာမခံေၾကး ခန္႕မွန္း ယန္း

税　金 約  円）、  雇　用　保　険　料 （約 円）

（c） လူမႈဖူလံုေရးအာမခံေၾကး ခန္႕မွန္း ယန္း （d） စားေသာက္စရိတ္ ယန္း

社　会　保　険　料 約  円）、 食　費 （ 円）

（e） အိမ္လစာ ယန္း

住　居　費  　円）

（f） အျခား (ှန္ေဆာင္ခမ်ား) ခန္႕မွန္း ယန္း ( ) ခန္႕မွန္း ယန္း

その他 （水道光熱費） （約  円）、 （ ) 約  円）

 ( ) ခန္႕မွန္း ယန္း ( ) ခန္႕မွန္း ယန္း

（ ）（約  円）、 （ ) 約  円）

●စုစုေပါင္းႏႈတ္ေငြ ခန္႕မွန္း ယန္း

控除する金額の合計 約 円

●လစာထုတ္ခ်ိန္တြင္လက္ေတြ႕ရရွိမည့္ပမာဏ (အလုပ္ပ်က္ကြက္ေသာေန႕မ်ားမပါ)

賃金支払時に実際に支給する手取り額（欠勤等がない場合）

ခန္႕မွန္း ယန္း (အလုပ္ပ်က္ကြက္ေသာေန႕မ်ားမပါ)

約 円 （時間外労働の割増賃金は除く）

လုပ္အားခေပးေခ်မႈ
賃金の支払い
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Ур чадварын дадлагажигчаар ажиллах хөдөлмөрийн гэрээ 

技 能 実 習 の た め の 雇 用 契 約 書 
 
Ур чадварын дадлага хэрэгжүүлэгч байгууллага                          (цаашид “А тал” 
гэх) болон ур чадварын дадлагажигч (Дадлагажигчаар горилогчийг мөн хамруулна)             
                             (цаашид “Б тал” гэх) нь хавсралтаар заасан хөдөлмөрийн 
нөхцөлд тусгасан агуулгын дагуу хөдөлмөрийн гэрээг байгуулав. 
実習実施機関名          （以下「甲」という。）と技能実習生（候補者を含む。） 
          （以下「乙」という。）は、別添の雇用条件書に記載された内容に従い雇用契

約を締結する。 
 
Тус хөдөлмөрийн гэрээ нь Б тал оршин суух зөвшөөрөл “Ур чадварын дадлага 1-р 
зэрэг            ”-аар Япон улсад ирж, уг зөвшөөрөлд заагдсан ур чадварыг сурч эзэмших 
үйл ажллагаа эхэлсэн үеээс хүчин төгөлдөр болсонд тооцно. 
本雇用契約は、乙が、在留資格「技能実習１号  」により本邦に入国して、同在留資格の技能等を

修得する活動を開始する時点をもって効力を生じるものとする。 
 
Хөдөлмөрийн нөхцлийн бичигт тусгасан хөдөлмөрийн гэрээний хугацаа (хөдөлмөрийн 
гэрээний эхлэх үе болон дуусах үе)-ны хувьд, Б талыг Япон услад ирэх өдөр нь Японд ирэхээр 
төлөвлөсөн өдөртэй өөр болсон тохиолдолд яг бодитоор Япон улсад ирсэн өдрийг баримтлан 
өөрчлөгдөнө. 
雇用条件書に記載の雇用契約期間（雇用契約の始期と終期）は、乙の入国日が入国予定日と相違した場合

には、実際の入国日に伴って変更されるものとする。 
 
Хэрэв, Б тал нь ямар нэг шалтгаанаар оршин суух зөвшөөрлийг хүчингүй болгосон үед хөдөлмөрийн 
гэрээг дуусгавар болсонд тооцно.  
なお、乙が何らかの事由で在留資格を喪失した時点で雇用契約は終了するものとする。 
 
Хөдөлмөрийн гэрээ болон хөдөлмөрийн нөхцлийн бичгийг 2 хувь үйлдэн, А, Б талууд тус бүр 
хадгална.  
雇用契約書及び雇用条件書は２部作成し、甲乙それぞれが保有するものとする。 
 
 
 

 
      (он)   (сар)_____(өдөр) 

年     月      日 
 

А тал:                      (тамга)   Б тал: 

甲                     印   乙                   
 
 
（実習実施機関名・代表者役職名・氏名・捺印）        （技能実習生の署名） 

JITCO маягт 10-38 

JITCO書式10－38 

Ур чадварын дадлага хэрэгжүүлэгч байгууллагын 
нэр, төлөөлөх этгээдийн албан тушаал, нэр, тамга 

(Ур чадварын дадлагажигчийн гарын үсэг) 

モンゴル語版
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<Маягт 4 / 様式4>

Хөдөлмөрийн нөхцлийн бичиг Монгол хувилбар     Маягт

モンゴル語版　様式

Зөвхөн 1-р зэргийн хөтөлбөр 2-р зэргийн хөтөлбөр
１号のみのコース ２号コース

танаа (он)  (сар)  (өдөр)
殿 年 月 日

Ур чадварын сургалт хэрэгжүүлэгч байгууллагын нэр

Хаяг
所　在　地

Утасны дугаар
電 話 番 号

Төлөөлөгчийн албан тушаал, нэр тамга
代表者　職　氏名 印

Ⅰ．Хөдөлмөрийн гэрээний хугацаа
雇用契約期間

１． Хөдөлмөрийн гэрээний хугацаа
雇用契約期間

( (сар) (өдөр)-с (он) (сар) (өдөр))
( 年 月 日 ～ 年 月 日 ） ○ Японд ирэхээр төлөвлөсөн өдөр: (сар) (өдөр)

入国予定日 月 日

２．Гэрээний шинэчлэл байх эсэх
契約の更新の有無

Гэрээний шинэчлэл хийхгүй Зарчмын хувьд шинэчэл хийнэ
契約の更新はしない 原則として更新する

(Гэрээг шинэчлэхэд шаардлагатай хүчин зүйл, зохицуулах шаардлагатай зүйл зэргээс хамааран ур чадварын сургалт хэрэгжүүлэгч байгууллагийг солих зэрэг, 

эсвэл компанийн удирдлагын нөхцөл байдал, эсхүл хүнд байдалд орсон тохиолдолд гэрээг шинэчлэхгүй байх явдал бий.)

（更新の判断基準・経営難により実習実施機関を変更する等、会社の経営状況が著しく悪化した場合には、契約を更新しない場合

がある。)
Ⅱ．Ажлын байрны хаяг

就業の場所

Ⅲ．Гүйцэтгэх ажлын (ажлын төрөл ба ажил) тухай
従事すべき業務（職種・作業）の内容

Ⅳ．Хөдөлмөрийн цаг
労働時間等

１．Эхлэх ба дуусах цаг Нэг өдрийн тогтоосон ажлын цаг: минут
始業・終業の時刻等 １日の所定労働時間数 時間 分

（1）Эхлэх цаг ( цаг минут ) Дуусах цаг ( цаг минут)
 始業（ 時 分） 終業（ 時 分）

 【次の制度が労働者に適用される場合】

Ажлын цагийг нэгтгэн бодох систем:  ( ) нэгж АЦНБСистем
変形労働時間制: （ ）単位の変形労働時間制

◎ 1 жил нэгж бүхий ажлын цагийг нэгтгэн бодох системийг ашиглаж байгаа тохиолдолд, эх хэлний хамт бичсэн бүтэн жилийн календарийн хуулбар болон 

Хөдөлмөр нийгмийн хамгааллын улсын хяналтын албанд хүргүүлсэн ажлын цагийг нэгтгэн бодох системд хамаарах гэрээний хуулбарыг хавсаргана.

１年単位の変形労働時間制を採用している場合には、母国語併記の年間カレンダーの写し及び労働基準監督署へ届け出た変形労働

時間制に関する協定書の写しを添付する。

Шилжүүлэх тооцох системээр дараах ажлын цагуудын нийлбэрээс хамаарна.

交替制として、次の勤務時間の組み合わせによる。

Эхлэх цаг( : ) Дуусах цаг ( : )  (Тооцох өдөр: минут. цаг минут.)

始業（ 時 分） 終業（ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

Эхлэх цаг( : ) Дуусах цаг ( : )  (Тооцох өдөр: минут. цаг минут.)

始業（ 時 分） 終業（ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

Эхлэх цаг( : ) Дуусах цаг ( : )  (Тооцох өдөр: минут. цаг минут.)

始業（ 時 分） 終業（ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

２． Амралтын цаг: (  ) минут.
休憩時間 （ ）分

３． Нэг 7 хоногт тогтоосон ажлын цаг: цаг. минут. (Бүтэн жилийн тогтоосон ажлын цаг: цаг.)
１週間の所定労働時間数 時間 分 （年間総所定労働時間数 時間）

４． Бүтэн жилийн тогтоосон ажлын өдөр (1 дэх жил: өдөр;   3 дах жил: өдөр)
年間総所定労働日数 （１年目 日、２年目 日、３年目 日）

５． Илүү цаг байх эсэх: Тийм Үгүй
所定時間外労働の有無 有 無

Дэлгэрэнгүйг хөдөлмөрийн дотоод журмын   зүйл -с , зүйл -с , болон зүйл -с
詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条

雇用条件書

実習実施機関名

цаг

（2）【Дараах хөтөлбөр нь хөдөлмөр эрхлэгчид хамаарах тохиолдолд】

Нэг өдөрт тогтоосон ажлын цаг:

Амралтын цаг:

Нэг өдөрт тогтоосон ажлын цаг:

Амралтын цаг:

Амралтын цаг:

Нэг өдөрт тогтоосон ажлын цаг:

өдөр;  2 дах жил:

(он)
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<Маягт 4 / 様式4>

Ⅴ．Амралтын өдөр
休　日

・Энгийн амралтын өдөр: 7 хоног бүр гараг, Япон улсын амралтын өдөр, бусад （ ）（жилийн нийт амралт өдөр）

定例日；毎週 曜日、日本の国民の祝日、その他 （ ） （年間合計休日日数 日）

・Бусад амралтын өдөр: 7 хоног болон сард өдөр, бусад ( ) (Эх хэлний хамт бичсэн бүтэн жилийн календарийн хуулбарыг хавсаргана.）

非定例日；週・月当たり 日、その他（  ）(母国語併記の年間カレンダー写しを添付する）

○ Дэлгэрэнгүйг хөдөлмөрийн дотоод журмын   зүйл -с , зүйл -с , болон зүйл -с
詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅵ．Амралт
休　暇

6 сар тасралтгүй ажилласан бол → өдөр
年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合 → 日

Тасралтгүй ажилласан 6 сар доторх жилийн цалинтай амралт ( Тийм Үгүй)
継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （ 有 無）

→ сарын дараа өдөр
→　　　 か月経過で 日

２．Бусад амралт: цалинтай ( ) цалингүй ( )
その他の休暇 有給（ ）　無給（ ）

○ -с , зүйл -с , болон зүйл -с
詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅶ．Цалин
賃　金

１．Үндсэн цалин: Сарын цалин ( иэн) Өдрийн цалин ( иэн) Цагийн цалин ( иэн)
基本賃金 月　給　（ 円） 日　給　（ 円） 時間給　（ 円）

(Дэлгэрэнгүйг хавсралтаас харна уу)
（詳細は別紙のとおり）

２．Бусад нэмэгдэл (илүү цагийн нэмэгдэл цалинг тооцохгүй)
諸手当（時間外労働の割増賃金は除く）

( нэмэгдэл, нэмэгдэл, нэмэгдэл)
（ 手当、 手当、 手当）

(Дэлгэрэнгүйг хавсралтаас харна уу)
（詳細は別紙のとおり）

３．Илүү цагаар, амралтын өдөр болон шөнийн цагаар ажиллуулахад төлөх нэмэгдэл цалин тооцох хувь
所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

（a）Илүү цаг: Хуулиар тогтоосон хэмжээнээс хэтэрсэн ( )％
所定時間外 法定超 ( )％

Хуулиар тогтоосноос 60 цагаар хэтэрсэн ( )％
法定60時間超 ( )％
Тогтоосон хэмжээнээс хэтэрсэн ( )％
所定超 ( )％

（b）Амралтын өдрөөр: Хуулиар тогтоосон амралт( )％ хуулиар тогтоосноос гадуур амралт ( )％
休　　日 法定休日 ( )％ 法定外休日 ( )％

（c）Шөнийн цагаар: ( )％
深　　夜 ( )％

４．Цалин тооцох өдөр: ( ) - сар бүрийн өдөр, ( ) - сар бүрийн өдөр
賃金締切日 （ ）　－毎月 日、　（ ）－毎月 日

５．Цалин олгох өдөр: ( ) - сар бүрийн өдөр, ( ) - сар бүрийн өдөр
賃金支払日 （ ）　－毎月 日、　（ ）－毎月 日

６．Цалин олгох хэлбэр: Бэлэн мөнгөөр Банкаар шилжүүлэх
賃金支払方法 通貨払 口座振込み

７．Хамтын гэрээнд үндэслэн цалинг олгох үеийн суутгал: Үгүй Тийм (Дэлгэрэнгүйг хавсралтаас харна уу)
労使協定に基づく賃金支払時の控除 無 有 （詳細は別紙のとおり）

８．Цалингийн нэмэгдэл:Тийм  (үе, мөнгөн дүн зэрэг. ), Үгүй
昇　給 有（時期、金額等 ）、 無

９．Урамшуулал цалин:Тийм  (үе, мөнгөн дүн зэрэг. ), Үгүй
賞　与 有（時期、金額等 ）、 無

10．Ажлаас халагдсаны мөнгө:Тийм  (үе, мөнгөн дүн зэрэг. ), Үгүй
退職金 有（時期、金額等 ）、 無

１．Жил бүрийн цалинтай амралт:

Дэлгэрэнгүйг хөдөлмөрийн дотоод журмын   зүйл
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<Маягт 4 / 様式4>
Ⅷ．Ажлаас халагдах үед хамаарах зүйлс

退職に関する事項

１．Сайн дураар халагдсан (Ажлаас халагдах 2 долоо хоногийн өмнө компанийн захирал, үйлдвэрийн дарга зэрэгт мэдэгдэх)
自己都合退職の手続（退職する２週間以上前に社長・工場長等に届けること）

２．Ажлаас халах шалтгаан болон бүрдүүлэлт
解雇の事由及び手続

Ажлаас халахдаа нь зөвхөн зайлшгүй шалтгаан байх тохиолдолд хамгийн багадаа 30 хоногийн өмнө урьдчилан мэдэгдэх эсвэл 30-с дээш хоногийн дундаж 

цалинг олгож хална. Ур чадвараар суралцагчийн буруугаас болж зайлшгүй эх нутаг руу нь буцаах шалтгаантайгаар халах тохиолдолд, харьяаллын

Хөдөлмөр нийгмийн хамгааллын улсын хяналтын албаны даргын зөвшөөрлийг авч, урьдчилан үл мэдэгдэх, дундаж цалинг ч үл олгон нэн даруй ажлаас 

халах тохиолдол ч байдаг.

解雇は、やむを得ない事由がある場合にかぎり少なくとも３０日前に予告をするか、又は３０日分以上の平均賃金を支払って解雇す

る。技能実習生の責に帰すべき事由に基づいて解雇する場合には、所轄労働基準監督署長の認定を受けることにより予告も平均賃金

の支払も行わず即時解雇されることもあり得る。

○ Дэлгэрэнгүйг хөдөлмөрийн дотоод журмын   зүйл -с , зүйл -с , болон зүйл -с
詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅸ．Бусад
その他

・Нийгмийн даатгалд хамрагдсан байдал
社会保険の加入状況

( Тэтгэврийн даатгал Үндэсний тэтгэврийн даатгал Эрүүл мэндийн даатгал Үндэсний эрүүл мэндийн даатгал)
（ 厚生年金 国民年金 健康保険 国民健康保険　　　　）

・Гэнэтийн ослийн даатгалын хэрэглээ ( Хөдөлмөрийн даатгал Хөдөлмөрийн осол гэмтлийн даатгал )
労働保険の適用 （ 雇用保険 労災保険　　　　　　　　　　　　　　）

・Ажилд орох үеийн эрүүл мэндийн үзлэг: (он) (сар)
雇入れ時の健康診断 年 月

・Эхний удаагийн ээлжилт эрүүл мэндийн үзлэг: (он) (сар) (түүний дараа тутамд хийгдсэн. )
初回の定期健康診断 年 月 (その後 ごとに実施)

・Хүлээн авагч (гарын үсэг)
受取人(署名）
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<Маягт 4 / 様式4> Хавсралт
別　紙

１．Үндсэн цалин: Сарын цалин ( иен) Өдрийн цалин( иен) Цагийн цалин ( иен)

基本賃金 月  給 (  円）  日　給 (  円） 時間給 （ 円）

● Нэг цагт ногдох дүн   ( иен)

時間当たりの金額（ 円）

２．Нэмэгдлийн дүн болон бодсон арга (илүү цагийн нэмэгдэл цалинг тооцохгүй)

諸手当の額及び計算方法（時間外労働の割増賃金は除く）

（a） ( нэмэгдэл: иен / Бодсон арга: )

（  手当  円／ 計算方法： )

（b） ( нэмэгдэл: иен / Бодсон арга: )

（  手当  円／ 計算方法： )

（c） ( нэмэгдэл: иен / Бодсон арга: )

（  手当  円／ 計算方法： )

（d） ( нэмэгдэл: иен / Бодсон арга: )

（  手当  円／ 計算方法： )

３．1 сарын тооцоот мөнгөн дүн  (1 + 2): Ойролцоогоор иен (нийт)

１ヵ月当たりの支払い概算額（１＋２） 約 円(合計）

４．Цалин олгох үед суутгагдах суутгал

賃金支払時に控除する項目

（a） Татвар: Ойролцоогоор   иен （b） Хөдөлмөрийн даатгал: Ойролцоогоор   иен

税　金 ( 約  円）、  雇　用　保　険　料 （ 約 円）

（c） Нийгмийн даатгал: Ойролцоогоор   иен （d） Хоолны зардал:   иен

社　会　保　険　料 ( 約  円）、 食　費 （ 円）

（e） Байрны зардал:   иен

住　居　費 (  　円）

（f） Бусад 　(Байрны төлбөр): Ойролцоогоор   иен ( ) Ойролцоогоор   иен

その他 （水道光熱費） （ 約  円）、 （ ) ( 約  円）

 ( ) Ойролцоогоор   иен ( ) Ойролцоогоор   иен

（ ） （ 約  円）、 （ ) ( 約  円）

● Суутгагдах нийт дүн: Ойролцоогоор   иен

控除する金額の合計 約 円

● Цалин олгоход бодитоор гарт олгогдох дүн (ажил таслаагүй тохиолдолд)

賃金支払時に実際に支給する手取り額（欠勤等がない場合）

Ойролцоогоор  иен  (илүү цагийн нэмэгдэл цалинг тооцохгүй)

約 円 （時間外労働の割増賃金は除く）

Цалингийн олголт
賃金の支払い
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ໃບສນັຍາການຈາ້ງງານເພືອ່ການຝຶກປະຕິບດັງານດ້ານເຕກັນກິ  

技 能 実 習 の た め の 雇 用 契 約 書 
 

ຊ່ືອົງກອນທ່ີຈັດຕ້ັງປະຕິບັດການຝຶກປະຕິບັດງານດ້ານເຕັກນິກ _____________________ 'ຕ່ໍໄປນ້ີເອ້ີນວ່າ “ອົງກອນ
ທີ່ຈັດຕ້ັງປະຕິບັດ”( ແລະ ຜູ້ຝຶກປະຕິບັດງານດ້ານເຕັກນິກ 'ລວມເຖິງຜູ້ສະໝັກທີຍັ່ງບ່ໍໄດ້ເດີນທາງໄປຝຶກປະຕິບັດງານ( 
____________________ 'ຕ່ໍໄປນ້ີເອ້ີນວ່າ “ຜູ້ຝຶກງານດ້ານເຕັກນິກ”( ແມ່ນຕົກລົງເຫັນດີຕ່ໍການເຮັດສັນຍາການຈ້າງ
ງານໂດຍປະຕິບັດຕາມເງ່ືອນໄຂທີ່ລະບຸໃນເອກະສານທີ່ແນບມາໃຫ-້ 
実習実施機関名          （以下「甲」という。）と技能実習生（候補者を含む。） 

          （以下「乙」という。）は、別添の雇用条件書に記載された内容に従い雇用契

約を締結する。 

 
ໃບສັນຍາການຈ້າງງານສະບັບນ້ີ ຈະມຜົີນສັກສິດນັບແຕ່ຈຸດເວລາທີ່ຜູ້ຝຶກງານດ້ານເຕັກນິກ ເຂ້ົາປະເທດຍ່ີປຸ່ນຕາມສະຖານະ
ການພັກຢູ່ອາໃສ ຄື “ຝຶ ກປະຕິບັດງານດ້ານເຕັກນິກ 0        ” ແລະ ເລ່ີມກິດຈະກໍາທີ່ຈະຮຽນຮູ້ເອົາທັກສະຕ່າງໆພາຍ
ໃຕ້ສະຖານະດ່ັງກ່າວ- 
本雇用契約は、乙が、在留資格「技能実習１号  」により本邦に入国して、同在留資格の技能等を

修得する活動を開始する時点をもって効力を生じるものとする。 

 
ກລໍະນີ ມື້ເຂ້ົາປະເທດຍ່ີປຸ່ນຂອງຜູ້ຝຶກງານດ້ານເຕັກນິກຕ່າງກັບກໍານົດການເຂ້ົາປະເທດຍ່ີປຸ່ນ+ ໄລຍະເວລາຂອງສັນຍາການຈ້າງ
ງານ'ໄລຍະເລ່ິມແລະໄລຍະສ້ິນສຸດສັນຍາການຈ້າງງານ(ທີລ່ະບຸໃນເງ່ືອນໄຂສັນຍາການຈ້າງງານແມ່ນ ຈະຖືກປ່ຽນແປງຕາມມື້
ເຂ້ົາປະເທດຍ່ີປຸ່ນໃນຕົວຈິງ- 
雇用条件書に記載の雇用契約期間（雇用契約の始期と終期）は、乙の入国日が入国予定日と相違した場合

には、実際の入国日に伴って変更されるものとする。 
 
ອີກຢ່າງໜ່ຶງ ສັນຍາການຈ້າງງານຈະຖືກຍົກເລີກ ນັບແຕ່ຈຸດເວລາທ່ີຜູ້ຝຶກງານດ້ານເຕັກນິກສູນເສຍສະຖານະການພັກຢູ່ອາໃສດ້ວຍເຫດ
ຜົນໃດໜ່ຶງ- 
なお、乙が何らかの事由で在留資格を喪失した時点で雇用契約は終了するものとする。 

 
ໃຫ້ເຮັດໃບສັນຍາການຈ້າງງານ ແລະ ເງ່ືອນໄຂການຈ້າງງານ ຢ່າງລະ1ສະບັບ ແລະ ໃຫ້ທັງອົງກອນທີ່ຈັດຕ້ັງປະຕິບັດແລະທັງຜູ້
ຝຶກງານດ້ານເຕັກນິກເກັບຮັກສາໄວ້- 
雇用契約書及び雇用条件書は２部作成し、甲乙それぞれが保有するものとする。 

 

     (ປ)ີ   (ເດືອນ)_____(ວັນທີ) 
年    月       日 

 

 

ອົງກອນທ່ີຈັດຕ້ັງປະຕິບັດ:                        (ປະທັບຕາ)    ຜູ້ຝຶກງານດ້ານເຕັກນິກ:  

甲                     印     乙                   

 

  
 

 

                                

ຮູບແບບ  10-38 JITCO 
JITCO 書式 10－38

 
ຊ່ືອົງກອນທີ່ຈັດຕ້ັງປະຕິບັດການຝຶກປະຕິບັດງານ-ຊ່ືແລະນາມສະ
ກຸນ.ຊ່ືຕໍາແໜ່ງຕົວແທນຂອງອົງກອນ-ປະທັບຕາ 

(ລາຍເຊັນຂອງຜູ້ຝຶກປະຕິບັດງານດ້ານເຕັກນິກ) 

（実習実施機関名・代表者役職名・氏名・捺印）
(技能実習生の署名） 

ラオス語版
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<ແບບ ຟອມ 4 / 様式4>

ຮູບ ແບບ ພາ ສາ ລາວ

ラオス語版　様式

ຝຶກ ປະ ຕິ ບັດ ງານ ດ້ານ ເຕັກ ນິກ 0  ເທົ່າ ນັ້ນ ຝຶກ ປະ ຕິ ບັດ ງານ ເຕັກ ນິກ 1
１号のみのコース ２号コース

ເຖິງ9 'ປີ(  ' ເດືອນ(  'ວັນ ທີ(
殿 年 月 日

ຊື່ ອົງ ກອນ ທີ່ ຈັດ ຕັ້ງ ປະ ຕິ ບັດ ການ ຝຶກ ປະ ຕິ ບັດ ງານ

ທີ່ ຢູ່
所　在　地

ເບີ ໂທ ລະ ສັ ບ
電 話 番 号

ຊື່ ແລະ ນາມ ສະ ກຸນ.ຕໍາ ແໜ່ງ  ຕົວ ແທນ ປະ ທັບ ຕາ
代表者　職　氏名 印

I- ໄລ ຍະ ເວ ລາ ການ ຈ້າງ ງານ
雇用契約期間

0-  ໄລ ຍະ ເວ ລາ ສັນ ຍາ ການ ຈ້າງ ງານ
雇用契約期間

'ຈາກ ' ປີ( ' ເດືອນ( 'ວັນ ທີ(　　ຫາ 'ປີ( 'ເດືອນ( 'ວັນທີ((
( 年 月 日 ～ 年 月 日） ○ ກໍາ ນົດ ການ ເຂົ້າ ປະ ເທດ ຍີ່ ປຸ່ນ9 'ເດືອນ( ' ວັນ ທີ(

入国予定日 月 日

1- ການ ຕໍ່ ອາ ຍຸ ສັນ ຍາ ມີ.ບໍ່ ມີ
契約の更新の有無

ບໍ່  ຕໍ່ ອາ ຍຸ ສັນ ຍາ- ໂດຍຫັຼກການແລ້ວຕໍ່ອາຍຸໃຫ້-
契約の更新はしない 原則として更新する

'ອາດ ບໍ່ ຕໍ່ ສັນ ຍາ ເພາະ ວ່າ ຂຶ້ນ ກັບ ເງ່ືອນ ໄຂ ການ ປະ ເມີນ ຜົນ ເພ່ືອ ຕໍ່ ສັນ ຍາ ຫຼື ອົງ ກອນ ທີ່ ຈັດ ຕັ້ງ ປະ ຕິ ບັດ ການ ຝຶກ ປະ ຕິ ບັດ ງານ ມີ ບັນ ຫາ ດ້ານ ການ ເງິນ ເ ນື່ອງ ຈາກ ເສດ ຖະ ກິດ  ຢູ່ ໃນ ສະ ພາ ວະຕົກ ຕໍ່າຢ່າງ ພ້ົນ ເດັ່ນ-(

（更新の判断基準・経営難により実習実施機関を変更する等、会社の経営状況が著しく悪化した場合には、契約を更新しない場合

がある。)

Ⅱ．ສະ ຖານ ທີ່ ປະ ຕິ ບັດ ງານ
就業の場所

Ⅲ．ງານ ທີ່ ປະ ຕິ ບັດ 'ປະ ເພດ ງານ.ເນື້ອ ງານ(
従事すべき業務（職種・作業）の内容

Ⅳ．ຊົ່ວ ໂມງ ເຮັດ ວຽກ ແລະ ອື່ນໆ-
労働時間等

0- ເວ ລາ ເລີ່ມ.ເລີກ ງານ ໄລ ຍະ ເວ ລາ ປະ ຕິ ບັດ ງານ ໃນ 0ມື້9  ນາ ທີ
始業・終業の時刻等 １日の所定労働時間数 時間 分

'0(  ເວ ລາເລີ່ມ ງານ '  ໂມງ9  ນາ ທີ( ເວ ລາ ເລີກ ງານ ' ໂມງ9  ນາ ທີ(
 始業（ 時 分） 終業（ 時 分）

'1( 【ກໍ ລະ ນີ ລະ  ບົບ ຕໍ່ ໄປ ນີ້ ຖືກ ນໍາ ໃຊ້ ຕໍ່ ຜູ້ ອອກ ແຮ ງ ງານ】

 【次の制度が労働者に適用される場合】

ລະ ບົບ ເວ ລາ ເຮັດ ວຽກ ແບບຢືດ ຢຸ່ນ9 ລະ ບົບ ເຮັດ ວຽກ ແບບ  ຢືດ ຢຸ່ນ ໃນ ຫົວ ໜ່ວຍ ' ( 
変形労働時間制: （ ）単位の変形労働時間制

◎ ໃນ ກໍ ລະ ນີ ທີ່  ນໍາ ໃຊ້ ລະ ບົບ ເວ ລາ ເຮັດ ວຽກ ທີ່  ຢືດ ຢຸ່ນໃນ ຫົວ ໜ່ວຍ 0 ປີ ໃຫ້ ແນບ ສໍາເນົາປະຕິທິນປະຕິບັດງານລາຍປີທີ່ແປເປັນພາສາຂອງຜູ້ຝຶກປະຕິບັດງານດ້ານ ເຕັກ ນິກ ແລະ ສໍາເນົາ ຂໍ້ ຕົກ ລົງ ກ່ຽວກັບລະບົບເວລາ
　　 ທີ່ ຢືດ ຢຸ່ນ ທີ່ ເຄີຍ ຍື່ນ ໃຫ້ ກັບ ສໍາ ນັກ ງານ ຄວບ ຄຸມ ມາດ ຕະ ຖານ ແຮງ ງານ-

１年単位の変形労働時間制を採用している場合には、母国語併記の年間カレンダーの写し及び労働基準監督署へ届け出た変形労働

時間制に関する協定書の写しを添付する。

ລະ ບົບ ການ ເຮັດ ວຽກ ຕາມ ກະ9 ເຮັດ ວຽກ ຕາມ ຊ່ວງ ເວ ລາ ຕໍ່ ໄປ ນີ້-
交替制として、次の勤務時間の組み合わせによる。

ເວ ລາ ເລີ່ມ ງານ ' ໂມງ9  ນາ ທີ( ເວລາເລີກງານ ' ໂມງ9 ນາທີ('ຈໍານວນມື້ທ່ີນໍາໃຊ້9 ເວລາພັກ9 ນາທີ ໄລຍະ ເວ ລາ ເຮັດ ວຽກ ໃນ 0 ມື້9 ຊົ່ວໂມງ ນາທີ(
始業（ 時 分） 終業 （ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

ເວ ລາ ເລີ່ມ ງານ ' ໂມງ9  ນາ  ທີ( ເວລາເລີກ ງານ ' ໂມງ9 ນາທີ('ຈໍານວນມື້ທ່ີນໍາໃຊ້9 ເວລາພັກ9 ນາທີ ໄລຍະ ເວ ລາ ເຮັດ ວຽກ ໃນ 0 ມື້9 ຊົ່ວໂມງ ນາທີ(
始業（ 時 分） 終業 （ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

ເວ ລາ ເລີ່ມ ງານ '  ໂມງ9 ນາ ທີ( ເວລາເລີກ ງານ ' ໂມງ9 ນາທີ('ຈໍານວນມື້ທ່ີນໍາໃຊ້9 ເວລາພັກ9 ນາທີ ໄລຍະ ເວ ລາ ເຮັດ ວຽກ ໃນ 0 ມື້9 ຊົ່ວໂມງ ນາທີ(
始業（ 時 分） 終業 （ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

1- ເວ ລາ ພັກ9 '  ( ນາ ທີ
休憩時間 （ ）分

2-  ໄລ ຍະ ເວ ລາ ປະ ຕິ ບັດ ງານ ໃນ 0 ອາ ທິດ9 ຊົ່ວ ໂມງ ນາ ທີ  'ໄລ ຍະ ເວ ລາ ປະ ຕິ ບັດ ງານ ລວມ ທັງ ໝົດ ຕໍ່ ປີ9 ຊົ່ວ ໂມງ(
１週間の所定労働時間数 時間 分 （年間総所定労働時間数 時間）

3-  ຈໍາ ນວນ ມື້ ປະ ຕິ ບັດ ງານ ຕໍ່ ປີ 'ປີ ທີ 09 ມື້: ປີ ທີ 19 ມື້: ປີ ທີ 29 ມື້(
年間総所定労働日数 （１年目 日、２年目 日、３年目 日）

4-  ການເຮັດ ວຽກ ລ່ວງ ເວ ລາ ມີ.ບໍ່ ມີ9 ມີ ບໍ່ມີ
所定時間外労働の有無 有 無

ເບິ່ງ ລາຍ ລະ ອຽດ ໃນ ລະ ບຽບ ການ ຈ້າງ ງານ +　　  ຂໍ້ ຫາ ຂໍ້ + ຂໍ້ ຫາ ຂໍ້
詳細は、就業規則 第 条～第 条、 第 条～第 条, 第 条～第 条

ຊົ່ວ ໂມງ

ເງື່ອນ ໄຂໃນ ການ ຈ້າງ ງານ
   雇用条件書

ຫາ ຂໍ້

実習実施機関名
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<ແບບ ຟອມ 3 . 様式3>

Ⅴ．ວັນ ພັກ
休　日

・ວັນ ພັກ ປົກ ກະ ຕິ9 ວັນ  ຂອງ ອາ ທິດ+ ວັນ ພັກ ປະ ຈໍາ ຊາດ ຍ່ີ ປຸ່ນ+  ອ່ືນໆ ' ( ・'ລວມ ວັນ ພັກ ໃນ 0 ປີ9 ວັນ(

定例日；毎週 曜日、日本の国民の祝日、その他 （ ） （年間合計休日日数 日）

・ວັນ ພັກ ພິ ເສດ9 ທຸກ ອາ ທິດ.ເດືອນ ວັນ+  ອ່ືນໆ ' ( 'ແນບ ສໍາ ເນົາ ປະ ຕິ ທິນ ລາຍ ປີ ທ່ີ ແປ ເປັນ ພາ ສາ ຂອງ ຜູ້ ຝຶກ ງານ(

非定例日；週・月当たり 日、その他  ）(母国語併記の年間カレンダー写しを添付する）

○ເບ່ິງ ລາຍ ລະ ອຽດ ໃນ ລະ ບຽບ ການ ຈ້າງ ງານ ຂ້ໍ ຫາ ຂ້ໍ +　 ຂ້ໍ ຫາ ຂ້ໍ +　 ຂ້ໍ ຫາ ຂ້ໍ
詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条、　第 条～第 条

Ⅵ．ການ ລາ ພັກ
休　暇

0- ວັນ ພັກ ຜ່ອນ ໂດຍ ໄດ້ ຮັ ບ ຄ່າ ແຮງ ງານ9 ກໍ ລະ ນີ  ເຮັດ ວຽກ ຕິດ ຕ່ໍ ກັນ 5 ເດືອນ ຫືຼ ຫຼາຍ ກວ່າ → ມື້
年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合 → 日

ວັນ ລາ ພັກ ໂດຍ ໄດ້ ຮັບ ຄ່າ ແຮງ ງານ ກໍ ລະ ນີ ເຮັດ ວຽກ ບ່ໍ ເຖິງ 5 ເດືອນ ' ມີ ບ່ໍ ມີ(
継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （ 有 無）

→  ເມື່ອ ຄົບ ເດືອນ ແລ້ວ ມີ ໃຫ້ ມື້
→　　　 か月経過で 日

1- ການ ລາ ພັກ ອ່ືນໆ9 ມີ ຄ່າ ແຮງ ງານ ' ( ບ່ໍ ມີ ຄ່າ ແຮງ ງານ (
その他の休暇 有給（ ）　無給（ ）

○ເບ່ິງ ລາຍ ລະ ອຽດ ໃນ ລະ ບຽບ ການ ຈ້າງ ງານ ຂ້ໍ ຫາ ຂ້ໍ 　　+ 　ຂ້ໍ ຫາ ຂ້ໍ +  ຂ້ໍ ຫາ ຂ້ໍ
詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅶ．ຄ່າ ຈ້າງ
賃　金

0- ຄ່າ ຈ້າງ ພື້ນ ຖານ9 ຕ່ໍ ເດືອນ '  ເຢນ( ຕ່ໍ ມື້ ຕ່ໍ ວັນ ' ເຢນ( ຕ່ໍ ຊ່ົວ ໂມງ ' ເຢນ(
基本賃金 月　給　（ 円） 日　給　（ 円） 時間給　（ 円）

'ລາຍ ລະ ອຽດ ແມ່ນ ຕາມ ເອ ກະ ສານ ທີ່ ແນບ ມາ ໃຫ້(
（詳細は別紙のとおり）

1- ເງິນ ຊ່ົວ ເຫືຼອ ທັງ ໝົດ 'ບ່ໍ ລວມ ຄ່າ ເຮັດ ວຽກ ລ່ວງ ເວ ລາ(
諸手当（時間外労働の割増賃金は除く）

' ຄ່າ ຄ່າ ຄ່າ(
（ 手当、 手当、 手当)

'ລາຍ ລະ ອຽດ ແມ່ນ ຕາມ ເອ ກະ ສານ ທີ່ ແນບ ມາ ໃຫ້(
（詳細は別紙のとおり）

2- ອັດ ຕາ  ຄ່າ ແຮງ ງານ ທ່ີ ຈ່າຍ ເພີ່ມ ໃຫ້ ໃນ ກໍ ລະ ນີ ເຮັດ ວຽກ ລ່ວງ ເວ ລາ+ ເຮັດ ວຽກ ໃນ ວັນ ພັກ ຫືຼ ໃນ ເວ ລາ ກາງ ຄືນ
所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

'a( ເຮັດ ວຽກ ລ່ວງ ເວ ລາ9 ກໍ ລະ ນີ ເກີນ ເວ ລາ ທ່ີ ກົດ ໝາຍ ກໍາ ນົດ ' (％
所定時間外 法定超 ( )％

ກໍ ລະ ນີ ເກີນ ເວ ລາ ທ່ີ ກົດ ໝາຍ ກໍາ ນົດຫຼາຍກວ່າ 5/ ຊ່ົວ ໂມງ ' (％
法定60時間超 ( )％

ກໍ ລະ ນີ ເກີນ ເວ ລາ ເຮັດ ວຽກ ຂອງ ບໍ ລິ ສັດ ' (％
所定超 ( )％

'b( ເຮັດ ວຽກ ໃນ ວັນ ພັກ9 ວັກ ພັກ ຕາມ ກົດ ໝາຍ ' (％ ວັນ ພັກ ທ່ີ ບ່ໍ ໄດ້ ກໍາ ນົດ ໄວ້ ໃນ ກົດ ໝາຍ ' (％
休　　日 法定休日 ( )％ 法定外休日 ( )％

'c( ເຮັດ ວຽກ ກາງ ຄືນ9 ' (％
深　　夜 ( )％

3- ມື້ ຄິດ ຄ່າ ແຮງ ງານ9 ' ( ວັນ ທີ  ຂອງ ທຸກ ເດືອນ ' (　ວັນ ທີ  ຂອງ ທຸກ ເດືອນ
賃金締切日 （ ）－毎月 日、 ( ）－毎月 日

4- ມື້ ຈ່າຍ ຄ່າ ແຮງ ງານ9 ' ( ວັນ ທີ  ຂອງ ທຸກ ເດືອນ ' (　ວັນ ທີ  ຂອງ ທຸກ ເດືອນ
賃金支払日 （ ）－毎月 日、 ( ）－毎月 日

5- ວິ ທີ ຊໍາ ລະ ເງິນ9 ເງິນ ສົດ ໂອນ ເຂ້ົາ ບັນຊີທະນາຄານ
賃金支払方法 通貨払 口座振込み

6-  ການຫັກ ຄ່າ ແຮງ ງານ ໃນ ເວ ລາ ຈ່າຍ ຕາມ ຂ້ໍ ຕົກ ລົງ ແຮງ ງານ9 ບ່ໍຫັກ ຫັກ 'ລາຍລະອຽດແມ່ນ ຕາມ ເອ ກະ ສານ ທ່ີ ແນບ ມາ ໃຫ້(
労使協定に基づく賃金支払時の控除 無 有 （詳細は別紙のとおり）

7- ການ ຂ້ຶນ ຄ່າ ແຮງ ງານ9 ມີ ' ກໍາ ນົດ ເວ ລາ+ ຈໍາ ນວນ ແລະ ອ່ືນໆ (+ ບ່ໍ ມີ
昇　給 有（時期、金額等 ）、 無

8- ໂບ ນັ ສ9 ມີ ' ກໍາ ນົດ ເວ ລາ+ ຈໍາ ນວນ ແລະ ອ່ືນໆ (+ ບ່ໍ ມີ
賞　与 有（時期、金額等 ）、 無

0/- ເງິນ ຊົດ ເຊີຍ ເມື່ອ ອອກ ຈາກ ວຽກ9 ມີ ' ກໍາ ນົດເວລາ+ ຈໍາ ນວນ ແລະ ອ່ືນໆ (+ ບ່ໍມີ
退職金 有（時期、金額等 ）、 無
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< ແບບ ຟອມ 3 . 様式3>
Ⅷ．ຫົວ ຂໍ້ ກ່ຽວ ກັບ ການ ອອກ ຈາກວຽກ

退職に関する事項

0- ການ ລາ ອອກ ດ້ວຍ ເຫດ ຜົນ ສ່ວນ ຕົວ 'ຕ້ອງ ຍືນ ໃບ ລາ ອອກຕໍ ຫົວ ໜ້າ ບໍ ລິ ສັດ. ຫົວ ໜ້າ ໂຮງງານລ່ວງໜ້າຢ່າງໜ່ອຍ 1 ອາທິດ(
自己都合退職の手続（退職する２週間以上前に社長・工場長等に届けること）

1- ການ ຖືກ ໄລ່ ອອກ ແລະ ຂັນ ຕອນ ປະ ຕິ ບັດ
解雇の事由及び手続

ນາຍ ຈ້າງ ສາ ມາດ ໃຫ້ ລູກ ຈ້າງ ອອກ ຈາກ ວຽກ ໄດ້ ຫາກ ມີ ເຫດ ຜົນ ຈໍາ ເປັນ ໂດຍ ນາຍ ຈ້າງ ຕ້ອງ ແຈ້ງ ໃຫ້ ລູກ ຈ້າງ ຮູ້ ລ່ວງ ໜ້າ ຢ່າງ ໜ່ອຍ 2/ ວັນ ຫຼື ຈະ ຈ່າຍ ຄ່າ ແຮງ ງານ ຊົດ ເຊີຍ ໃຫ້
2/ ວັນ ຂ້ຶ ນ ໄປ ກໍ ລະ ນີ ນາຍ ຈ້າງ ໃຫ້ ອອກ ໂດຍ ເນ່ືອງ ມາ ຈາກ ຄວາມ ຜິດ ຂອງ ຝຶກ ປະ ຕິ ບັດ ງານ ເອງ ນາຍ ຈ້າງ ອາດ ໃຫ້ ອອກ ທັນ  ທີ ຫລັງ ຈາກ ໄດ້ ຮັບ ອະ ນຸ ຍາດ ຈາກ ຫົວ ໜ້າ ສໍາ ນັກ ງ ງານ-
ຄວບ ຄຸມ ມາດ ຕະ ຖານ ແຮງ ງານ ໂດຍ ບ່ໍ ຈໍາ ເປັນ ຕ້ອງ ແຈ້ງ ໃຫ້ ຮູ້ ລ່ວງ ໜ້າ ແລະ ບ່ໍ ມີ ການ ຈ່າຍ ຄ່າ ແຮງ ງານ ຊົດ ເຊີຍ-

解雇は、やむを得ない事由がある場合にかぎり少なくとも３０日前に予告をするか、又は３０日分以上の平均賃金を支払って解雇す

る。技能実習生の責に帰すべき事由に基づいて解雇する場合には、所轄労働基準監督署長の認定を受けることにより予告も平均賃金

の支払も行わず即時解雇されることもあり得る。

○ເບ່ິງ ລາຍ ລະ ອຽດ ໃນ ລະ ບຽບ ການ ຈ້າງ ງານ ຂ້ໍ ຫາ ຂ້ໍ +  ຂ້ໍ ຫາ ຂ້ໍ + ຂ້ໍ ຫາ ຂ້ໍ
詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第

Ⅸ．ແລະ ອືນໆ
その他

・ສະ ພາບ ການ ຈັດ ໃຫ້ ເຂົາ ລະ ບົບ ປະ ກັນສັງ ຄົມ
社会保険の加入状況

' ປະ ກັນ ບໍາ ນານ ທີ ນາຍ ຈ້າງ ຈັດ ໃຫ້ ປະ ກັນ ບໍາ ນານຂອງລັດ ປະກັນສຸຂະພາບທີນາຍຈ້າງຈັດໃຫ້ ປະ ກັນ ສຸ ຂະ ພາບ ຂອງ ລັດ(
（ 厚生年金 国民年金 健康保険 国民健康保険　　　　）

・ ການ ນໍາ ໃຊ້ປະ ກັນ ແຮງ ງານ ' ປະ ກັນ ການ ຈ້າງງານ ປະ ກັນອຸບັດຕິເຫດຈາກການເຮັດວຽກ(
労働保険の適用 （ 雇用保険 労災保険　　　　　　　　　　　　　　）

・ການກວດ ສຸ ຂະ ພາບ ເມືອ ຮັບ ເຂົາ ເຮັດ ວຽກ 'ປີ( 'ເດືອນ(
雇入れ時の健康診断 年 月

・ການ ກວດ ສຸ ຂະ ພາບ ຕາມ ກໍາ ນົດ ຄັງ ທໍາ ອິດ 'ປີ( 'ເດືອນ( 'ຫລັງຈາກນັນກວດທຸກໆ (
初回の定期健康診断 年 月 (その後 ごとに実施)

・ຜູ້ ຝຶກ ປະ ຕິ ບັດ ງານ ດ້ານ ເຕັກ ນິກ' ເຊັນຊື( 
受取人(署名）
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<ແບບ ຟ ອມ 3 . 様式3> ເອກະສານປະກອບ
別　紙

0- ຄ່າ ຈ້າງ ພື້ ນ ຖານ 　ຕ່ໍ ເດືອນ ' ເຢນ( 　ຕ່ໍ ມ້ື ' ເຢນ( 　ຕ່ໍ  ຊ່ົວ ໂມງ ' ເຢນ(

基本賃金 月  給 (  円）  日　給 (  円） 時間給 （ 円）

● ຈໍາ ນວນ ເງິນ ຕໍ່ ຊົ່ວ ໂມງ   ' ເຢນ(

時間当たりの金額（ 円）

1- ເງິນ ຊ່ວຍ ເຫຼືອ ແລະ ວິ ທີ ຄິດ ໄລ່ 'ບ່ໍ ລວມ ຄ່າ ແຮງ ງານ ທີ່ ເຮັດ ວຽກ ລ່ວງ ເວ ລາ(

諸手当の額及び計算方法（時間外労働の割増賃金は除く）

'a( ' ຄ່າ ເຢນ . ວິ ທີ ຄິດ ໄລ່9 (
（  手当  円／ 計算方法： )

'b( ' ຄ່າ ເຢນ . ວິ ທີ ຄິດ ໄລ່9 (
（  手当  円／ 計算方法： )

'c( ' ຄ່າ ເຢນ . ວິ ທີ ຄິດ ໄລ່9 (
（  手当  円／ 計算方法： )

'd( ' ຄ່າ ເຢນ . ວິ ທີ ຄິດ ໄລ່9 (
（  手当  円／ 計算方法： )

2- ປະ ມານ ຈໍາ ນວນ ຄ່າ ແຮງ ງານ ທີ່ ໄດ້ ຮັບ ຕໍ່ ເດືອນ '0 * 1(9 ປະ ມານ ເຢນ 'ລວມຍອດ(

１ヵ月当たりの支払い概算額（１＋２） 約 円(合計）

3- ລາຍ ການ ຫັກ ໃນ ເວ ລາ ຈ່າຍ ຄ່າ ແຮງ ງານ

賃金支払時に控除する項目

'a( ພາ ສີ ປະ ມານ   ເຢນ 'b( ຄ່າປະກັນການຈ້າງງານ ປະ ມານ   ເຢນ

税　金 ( 約  円）、  雇　用　保　険　料 （約 円）

'c( ຄ່າ ປະ ກັນ ສັງ ຄົມ  ປະ ມານ  ເຢນ 'd( ຄ່າ ອາ ຫານ   ເຢນ

社　会　保　険　料 ( 約  円）、 食　費 （ 円）

'e ( ຄ່າ ທີ່ ພັກ   ເຢນ

住　居　費 (  　円）

'f( ແລະ ອ່ືນໆ 　'ຄ່າ ສາ ທາ ລະ ນູ ປະ ໂພກ( ' ປະ ມານ  ເຢນ ( ' ( ' ປະ ມານ  ເຢນ (

その他 （水道光熱費） （ 約  円）、 （ ) ( 約  円）

 ' ( ' ປະ ມານ    ເຢນ ( ' ( ' ປະ ມານ   ເຢນ (

（ ）（ 約  円）、 （ ) ( 約  円）

● ລວມຍອດ ເງິນ ທີ່ ຫັກ ປະ ມານ  ເຢນ

控除する金額の合計 約 円

● ເງິນ ທີ່ ໄດ້ ຮັບ ຈິງ ເມື່ອ ຈ່າຍ ຄ່າ ແຮງ ງານ ປະ ຈໍາ ເດືອນ 'ກໍ ລະ ນີ ບໍ່ ມີ ການ ຂາດ ງານ(

賃金支払時に実際に支給する手取り額（欠勤等がない場合）

ປະ ມານ  ເຢນ  'ບໍ່ ລວມ ຄ່າ ແຮງ ງານເຮັດ ວຽກ ລ່ວງ ເວ ລາ(

約 円（時間外労働の割増賃金は除く）

ການຈ່າຍຄ່າແຮງງານ
賃金の支払い
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प्रािविधक प्रिशक्षाथीर् प्रिशक्षणको रोजगार स��ौता पत्र 

技 能 実 習 の た め の 雇 用 契 約 書 
 

प्रिशक्षाथीर् कायार्�वयन एजे�सी                         भ�ने नाम (अब उप्रा�त “हामी” भिनने) र प्रािविधक 
प्रिशक्षाथीर् (छनौटमा परेका सिहत)                              भ�ने नाम (अब उप्रा�त “तपाई" भिनने) 
बीच यसमा संलग्न पत्रको रोजगार अव�था िववरणमा उ�लेिखत िववरणमा एक-अकार्ले रोजगारी स��ौता गिर�छ। 
実習実施機関名          （以下「甲」という。）と技能実習生（候補者を含む。） 
          （以下「乙」という。）は、別添の雇用条件書に記載された内容に従い雇用契

約を締結する。 
 
यो रोजगार स��ौता तपाईले पाएको िभसाको अनुमित "प्रािविधक प्रिशक्षाथीर् चरन १           " को आधारमा 
जापान प्रवेश गिर, उ�त ैअनसुारको िभसा अनुमित पाएको िसपह� िसकेर िक्रयाकलाप सु� गरेको समयबाट सु� 
हु�छ। 
本雇用契約は、乙が、在留資格「技能実習１号  」により本邦に入国して、同在留資格の技能等を

修得する活動を開始する時点をもって効力を生じるものとする。 
 
रोजगार िववरण पत्रमा उ�लेिखत रोजगार स��ौता अविध (रोजगार स��ौताको सु�मा र अ�तमा) तपाईले जापान 
आउने तोिकएको िदन भ�दा फरक िदनमा आएमा, यो िदनलाई आधार गरेर पिरवतर्न गिर�छ। 
雇用条件書に記載の雇用契約期間（雇用契約の始期と終期）は、乙の入国日が入国予定日と相違した場合

には、実際の入国日に伴って変更されるものとする。 
   
यो जानकरी गिर�छ िक तपाईले कुनै कारणबस पाएको िभसाको अनुमित गुमाएको ख��मा �यही समयबाट यो 
रोजगार स��ौता र� हुनेछ। 
なお、乙が何らかの事由で在留資格を喪失した時点で雇用契約は終了するものとする。 
 
रोजगार स��ौता पत्र, रोजगार िववरण पत्र सिहत दईु प्रित बनाई, तपाईं हामी दबुलेै राख्नु पन�छ। 
雇用契約書及び雇用条件書は２部作成し、甲乙それぞれが保有するものとする。 
 
 
 
 

 
      (साल)   (मिहना)_____(गते) 

年     月      日 
 
  
हामी                                        (छाप)  तपाई 
甲                     印   乙                   

                (प्रािविधक प्रिशक्षाथीर्को नाम) 
  

（実習実施機関名・代表者役職名・氏名・捺印）          （技能実習生の署名） 

JITCO फारम 10-38
JITCO書式10－38

प्रिशक्षाथीर् कायार्�वयन एजे�सीको नाम, प्रब�धक पद, नाम, छाप 

ネパール語版
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<फारम ४ / 様式4>

                          रोजगार अव��ा िववरण नेपाली ढाँचा   फारम

ネパール語版　様式

��म चरणको कोष� दो�� चरणको कोष� 
１号のみのコース ２号コース

(साल)  (मिहना)  (गते)
�ु 年 月 日

�िश�ा�� काया��यन एजे�ी

हालको ठेगाना 
所　在　地

फोन न�र
電 話 番 号

�ितिनि�, पद, नाम छाप
代表者　職　氏名 印

Ⅰ．रोजगार स��ौता अविध
雇用契約期間

１.रोजगार स��ौता अवि�
雇用契約期間

( (साल) (मिहना) (गते)   दे�ख (साल) (मिहना) (गते))
( 年 月 日 ～ 年 月 日） ○ जापान �वेश िमित: (मिहना) (गते)

入国予定日 月 日

２．स��ौता निवकरण
契約の更新の有無

स��ौता निवकरण न�ने सामा� िनयम अनुसार निवकरण 
契約の更新はしない 原則として更新する

(यो स��ौता �िश�ा�� काया��यन एजे�ीको अव��ा िबि�एको ख�मा नवीकरण न�ने अव��ा पिन �न स�छ) 
（更新の判断基準・経営難により実習実施機関を変更する等、会社の経営状況が著しく悪化した場合には、契約を更新しない場合

がある。)

Ⅱ．रोजगार �थान
就業の場所

Ⅲ．अपेि�त काम (कामको िववरण,काम �कार)
従事すべき業務（職種・作業）の内容

Ⅳ．काम घ�ा �िद
労働時間等

１．सु�वात समय र अ� समय �िद ��ेक िदनको तोिकएको काम गन� ��ा िमनेट  
始業・終業の時刻等 １日の所定労働時間数 時間 分

（1）सु�वात समय ( : ) अ� समय ( : )
 始業（ 時 分） 終業（ 時 分）

（2）【लागू �ने �णालीह�】
 【次の制度が労働者に適用される場合】

अिनयिमत �म �णाली: ( ) बष� अिनयिमत �म �णाली 
変形労働時間制: （ ）単位の変形労働時間制

　　पेश ग�रएको अिनयिमत काम ��ा �णाली स���त स��ौताको �ितिलिप पेश ग�रने।
１年単位の変形労働時間制を採用している場合には、母国語併記の年間カレンダーの写し及び労働基準監督署へ届け出た変形労働

時間制に関する協定書の写しを添付する。

िश� �णाली:िन� अनुसार ग�रने
交替制として、次の勤務時間の組み合わせによる。

सु�वात समय ( : ) अ� समय  ( : )  (लागू िदनह�: िव�ाम: िमनेट  एक िदनमा तोिकएको काम ��ा : ��ा िमनेट )
始業（ 時 分） 終業（ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

सु�वात समय ( : ) अ� समय  ( : )  (लागू िदनह�: िव�ाम: िमनेट  एक िदनमा तोिकएको काम ��ा : ��ा िमनेट)
始業（ 時 分） 終業（ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

सु�वात समय ( : ) अ� समय  ( : )  (लागू िदनह�: िव�ाम: िमनेट  एक िदनमा तोिकएको काम ��ा : ��ा िमनेट)
始業（ 時 分） 終業（ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

２． िव�ाम: (  ) िमनेट  
休憩時間 （ ）分

３．एक ह�ामा तोिकएको काम ��ा: ��ा िमनेट   (एक बष�मा तोिकएको काम ��ा: ��ा )
１週間の所定労働時間数 時間 分 （年間総所定労働時間数 時間）

４． एक बष�मा तोिकएको काम ��ा (पिहलो बष�: िदनह� ; दो�ो बष�: िदनह� ; ते�ो बष�: िदनह�)
年間総所定労働日数 （１年目 日、２年目 日、３年目 日）

５．ओभर टाइम काम : छ छैन 
所定時間外労働の有無 有 無

िव�ृत जानकारीको लािग रोजगार स��ौता िनयम अनुसार बाट  , िनयम बाट  ,  र िनयम बाट  
詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条

◎यदी एक बष� अिनयिमत �म �णाली अपनाइएको भए,��नो देशको भाषामा ले�खएको वािष�क �ाले�र अिन स��ौता प� �म मानक पय�वे�ण काया�लयमा

��ा

実習実施機関名

雇用条件書
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<फारम ४ / 様式4>

Ⅴ．छुि�
休　日

・िनयिमत छुि�: ,   जापानको रातो िबदा,अ� ( ) ・(एक बष�मा भएको िबदाको िदनह�को सं�ा: िदन)
定例日；毎週 曜日、日本の国民の祝日、その他（ ） （年間合計休日日数 日）

・गैर-िनयिमत िमित छुि�: िदन  हरेक ह�ा, मिहना, अ�  ( )
(�ािविधक �िश�ाथ�को आ�नो भाषामा ले��एको वािष�क �ाले�रको �ितिलिप पेश ग�रने)

非定例日；週・月当たり 日、その他（  ）(母国語併記の年間カレンダー写しを添付する）

○ िव�ृत जानकारीको लािग रोजगार स��ौता िनयम अनुसार बाट , िनयम बाट , र  िनयम बाट 
詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅵ．िवशेष छुि�
休　暇

１．बािष�की िवशेष छुि�:काम सु� गरेको ६ मिहना पिछ सु� → िदन 
年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合 → 日

लगातार सेवाको ६ मिहना वा वािष�क िवशेस िबदा  (  छ छैन)
継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （ 有 無）

→ मिहना सिकएपिछ िदन  
→　　　 か月経過で 日

２．�स बाहेकका छुि�:   पैसा ित�रने ( ) पैसा नित�रने ( )
その他の休暇 有給（ ）　無給（ ）

○ िव�ृत जानकारीको लािग रोजगार स��ौता िनयम अनुसार बाट , िनयम बाट , र  िनयम बाट 
詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅶ．�ाला
賃　金

１．आधारभूत �ाला: मािसक �ाला ( येन) दैिनक �ाला ( येन) �ित ��ा �ाल( येन)
基本賃金 月　給　（ 円） 日　給　（ 円） 時間給　（ 円）

( िव�ृ� िववर� ���ा ��े��� ��ुसार )
（詳細は別紙のとおり）

２．भ�ा (ओभर टाइम बाहेकको रकम)
諸手当（時間外労働の割増賃金は除く）

( भ�ा , भ�ा , भ�ा )
（ 手当、 手当、 手当）

( िव�ृ� िववर� ���ा ��े��� ��ुसार )
（詳細は別紙のとおり）

３．तोिकएको समय बाहेक िबदाको िदन अथवा रातको कामको तलब दरको बारेमा 
所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

（a）ओभर टाइम: 　वैधािनक समय भ�ा ब�ीको काम ��ा  ( )％
所定時間外 法定超 ( )％

 कानुनी तवरले काम ६� ��ा ब�ी ( )％
法定60時間超 ( )％

िनधा��रत काम ��ा बािहर भएमा  ( )％
所定超 ( )％

（b）िबदाको िदन : वैधािनक छु�ी ( )％ गैर-वैधािनक छु�ी ( )％
休　　日 法定休日 ( )％ 法定外休日 ( )％

（c）अबेर राित काम: ( )％
深　　夜 ( )％

４．�ाला समय सीमा अविध : ( )  हरेक मिहना          गते ( ) हरेक मिहना           गते 
賃金締切日 （ ）　－毎月 日、　（ ）－毎月 日

５．�ाला भु�ान िमित : ( ) हरेक मिहना            गते ( ) हरेक मिहना              गते
賃金支払日 （ ）　－毎月 日、　（ ）－毎月 日

６．�ाला भु�ानीको त�रका : हातमा िदइने ब�क माफ� त िदइने
賃金支払方法 通貨払 口座振込み

７． प�र�म-�व�थापन स��ौता आधा�रत �ाला भु�ानीको कटौती: छैन छ ( िव�ृत िववर� प�मा ��े��त अनुसार )
労使協定に基づく賃金支払時の控除 無 有 （詳細は別紙のとおり）

８．�ाला वृ��: छ (समय, रकम आिद ), छैन 
昇　給 有（時期、金額等 ）、 無

９．बोनस: छ (समय, रकम आिद) ), छैन 
賞　与 有（時期、金額等 ）、 無

10．अवकाश भ�ा : छ(समय, रकम आिद) ), छैन
退職金 有（時期、金額等 ）、 無
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<फारम ४ / 様式4>

Ⅷ．अवकाश स��� िववरण
退職に関する事項

１．काम आफैले अवकास िलने बेलाको �ोसेस (काम अवकास िलनु भ�ा � ह�ा अगाडी मािलक अथवा स���त ���लाई खबर गन�)
自己都合退職の手続（退職する２週間以上前に社長・工場長等に届けること）

２．िन�ासन लािग आधार र �ि�याह�
解雇の事由及び手続

अवकास गन� भए, रो� नसिकने कारणको लािग मा� �नतम पिन ३० िदन अगाडी खबर गन� अथवा ३० िदन बढीको औसत तलब ितरेर अवकाश गन� 
सिक�छ। �ािविधक �िश�ाथ�को दोषको कारणले अवकास गनु� पन� अव�थामा, �म मानक िनरी�ण काया�लय �मुखको अिफस �ानेजरलाई खबर गरेर

解雇は、やむを得ない事由がある場合にかぎり少なくとも３０日前に予告をするか、又は３０日分以上の平均賃金を支払って解雇す

る。技能実習生の責に帰すべき事由に基づいて解雇する場合には、所轄労働基準監督署長の認定を受けることにより予告も平均賃金

の支払も行わず即時解雇されることもあり得る。

○ िव�ृत जानकारीको लािग रोजगार स��ौता िनयम अनुसार बाट , िनयम बाट , र  िनयम बाट 
詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅸ．अ�
その他

・सामािजक बीमाको सद�ता ��थित
社会保険の加入状況

( कम�चारी पे�न राि�� य पे�न �ा� बीमा राि�� य �ा� बीमा)
（ 厚生年金 国民年金 健康保険 国民健康保険　　　　）

・�म बीमाको अनु�योग ( रोजगार बीमा औ�ोिगक चोट बीमा)
労働保険の適用 （ 雇用保険 労災保険　　　　　　　　　　　　　　）

・काम भत�को बेलाको �ा� जाँच: (साल) (मिहना)
雇入れ時の健康診断 年 月

・पिहलो पटकको आविधक �ा� परी�ण: (साल) (मिहना) (�स पछाडी, हरेक )
初回の定期健康診断 年 月 (その後 ごとに実施)

・�िश�ाथ� (साइन)
受取人(署名）

तलब निलई तु��ै काम बाट िनकािलने कुरापिन स�व �नेछ।
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<फारम ४ / 様式4> संल� फाइल
別　紙

１．आधारभूत �ाला: 　मािसक �ाला ( येन) 　दैिनक �ाल ( येन) 　�ित ��ा �ाल ( येन)

基本賃金 月  給 (  円）  日　給 (  円） 時間給 （ 円）

● �ित घ�ा रकम राि  ( येन)

時間当たりの金額（ 円）

２．िविभ� भ�ाको रकम र गणनाको िविध (ओभर टाइम बाहेकको रकम)

諸手当の額及び計算方法（時間外労働の割増賃金は除く）

（a） ( भ�ा: येन / गणनाको िविध : )

（  手当  円／ 計算方法： )

（b） ( भ�ा: येन / गणनाको िविध : )

（  手当  円／ 計算方法： )

（c） ( भ�ा: येन / गणनाको िविध : )

（  手当  円／ 計算方法： )

（d） ( भ�ा: येन / गणनाको िविध : )

（  手当  円／ 計算方法： )

３．अनुमािनत मािसक तलब (1 + 2): लगभग  येन (��ा)

１ヵ月当たりの支払い概算額（１＋２） 約 円(合計）

４． तलब भु�ानीको बेलामा कटौती गन� िबषय

賃金支払時に控除する項目

（a） �ा�: लगभग    येन （b） रोजगार बीमा शु�: लगभग    येन

税　金 ( 約  円）、  雇　用　保　険　料 （約 円）

（c） सामािजक बीमा शु�: लगभग   येन （d） खाना खच�:   येन

社　会　保　険　料 ( 約  円）、 食　費 （ 円）

（e） हाउिज� खच�:   येन

住　居　費 (  　円）

（f） �� 　(उपयोिगता शु�) लगभग    येन ( ) लगभग    येन

その他 （水道光熱費） （約  円）、 （ ) ( 約  円）

 ( ) लगभग    येन ( ) लगभग    येन

（ ）（約  円）、 （ ) ( 約  円）

●��ा कट�त� रकम: लगभग    येन

控除する金額の合計 約 円

●तलब भु�ान�को बेलामा िदइने �ा�ि�क �ा�ने रकम(िबदाह� नबसेको ��मा) 

賃金支払時に実際に支給する手取り額（欠勤等がない場合）

लगभग   येन  (ओभर टाइम बाहेकको रकम)

約 円（時間外労働の割増賃金は除く）

�ाला भु�ानी
賃金の支払い
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තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභී පුහුණුව සඳහා රැකියා ගිවිසුම 
技 能 実 習 の た め の 雇 用 契 約 書 

 
තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභී පුහුණුව උෙදසා ෙවන් වශෙයන්වූ නියමයන් හා ෙකාන්ෙද්සිවල නියම කර තිෙබන 
පුහුණුව උෙදසාවූ නියමයන් හා ෙකාන්ෙද්සි යටෙත් තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභී පුහුණුව කියාත්මක කරනු ලබන 
සංවිධානය ________________________(මින් මතුවට “කියාත්මක කරනු ලබන සංවිධානය”) හා තාක්ෂණික 
අභ්‍යාසලාභියා විසින්  (නැතෙහාත් තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභී අෙප්ක්ෂකයා)______________________  (මින් 
මතුවට “තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභියා”) ෙමම රැකියා ගිවිසුමට එළඹීමට එකඟ වනු ලැෙබ්. 
実習実施機関名____________________________（以下「甲」という。）と技能実習生（候補者を含む。） 
___________________________（以下「乙」という。）は、別添の雇用条件書に記載された内容に従い雇

用契約を締結する。 
 
ෙමම රැකියා ගිවිසුම බලාත්මක වනුෙය් “තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභී පුහුණුව අංක 1 _____” යන ෙන්වාසික 
තරාතිරම යටෙත් තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභියා විසින් ජපානයට ඇතුල්වී එකී ෙන්වාසික තරාතිරම තරාතිරම යටෙත් 
අනුමත කර තිෙබන නිපුණතා උපාජර්නය කර ගැනීම පිණිස කියාකාරකම් ඇරඹීමත් සමගය.  
本雇用契約は、乙が、在留資格「技能実習１号  」により本邦に入国して、同在留資格の技能等を修

得する活動を開始する時点をもって効力を生じるものとする。 
 
තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභියා විසින් ජපානයට ඇතුල්වන සැබෑ දිනය ඔහුෙග්/ඇයෙග් ෙල්ඛණගත දිනයට ෙවනස ්
වන අවසථ්ාවලදී, තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභී පුහුණුව උෙදසාවූ නියමයන් හා ෙකාන්ෙද්සිවල (රැකියා ගිවිසුම 
ඇරඹීම හා සමාප්තිය)  නියම කර තිෙබන රැකියා ගිවිසුම් කාලසීමාව, ඇතුල් වන සැබෑ දිනයට අනුකූලව ෙවනස් 
විය යුත්ෙත්ය.  
雇用条件書に記載の雇用契約期間（雇用契約の始期と終期）は、乙の入国日が入国予定日と相違した場合に

は、実際の入国日に伴って変更されるものとする。 
 
කුමන ෙහෝ කාරණාවක් ෙහත්ුෙකාට ෙගන තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභියාට ඔහුෙග්/ඇයෙග් ෙන්වාසික තරාතිරම 
අහිමිවුව ෙහාත්, ෙමම රැකියා ගිවිසුම එම අවස්ථාෙව් සිට සමාපනය විය යුත්ෙත්ය. 
なお、乙が何らかの事由で在留資格を喪失した時点で雇用契約は終了するものとする。 
 
ෙමයට සාක්ෂි වශෙයන් ෙමයට අදාල පාශර්්වයන් විසින් ෙමම රැකියා ගිවිසුම හා තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභී 
පුහුණුව උෙදසාවූ නියමයන් හා ෙකාන්ෙද්සි පිටපත් ෙදකක් සකස ් කරනු ලැබූ අතර, එක් එක් පාශර්්වය විසින් 
මුල් පිටපත්වල එක් පිටපතක් තබාගත යුත්ෙත්ය. 
雇用契約書及び雇用条件書は２部作成し、甲乙それぞれが保有するものとする。 
 

 
 
 

                           (වසර)   (මාසය)_____(දිනය) 
年      月       日 

කියාත්මක කරනු ලබන සංවිධානය (මුදාව)  තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභියා 

甲                     印   乙                   
පුහුණුව ක්රියාත්මක කරනු ලබන සංවිධානෙය් නම,             (තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභියාෙග් අත්සන)       
නිෙයෝජිතයාෙග් නම හා පදවි නාමය, මුද්රාව  
（実習実施機関名・代表者役職名・氏名・捺印）              （技能実習生の署名） 
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<ආකෘතිය 4 / 様式4>

සිංහල පිටපත

シンハラ語版　様式

තාක්ෂණික අභ් යාසලාභී පුහුණෙව් අංක 1වැඩ සටහන සඳහා පමනක් පාඨමාලාව තාක්ෂණික අභ් යාසලාභී පුහුණෙව් අංක 2 වැඩ සටහන සඳහා පාඨමාලාව

１号のみのコース ２号コース

ෙවත: (වසර) (මාසය) (දිනය)
殿 年 月 日

තාක්ෂණික අභ් යාසලාභී පුහුණුව ක් රියාත්මක කරනු ලබන සංවිධානය

ලිපිනය
所　在　地

දුරකථන අංකය
電 話 番 号
නිෙයෝජිතයාෙග් නම හා පදවි නාමය මුදාව
代表者　職　氏名 印

Ⅰ.රැකියා ගිවිසුම් කාලසීමාව

雇用契約期間

１.      රැකියා ගිවිසුම් කාලසීමාව
雇用契約期間

　　(වසර) (මාසය)         (දිනය) සිට   (වසර) (මාසය)         (දිනය) දක්වා

( 年 月 日 ～ 年 月 日 ） ○ ජපානයට ඇතුල්වීමට නියමිත දිනය (මාසය)  (දිනය)

入国予定日 月 日

２．    ගිවිසුම අළුත් කිරීම

契約の更新の有無

ගිවිසුම අළුත් කරනු ෙනාලැෙබ්           ගිවිසුම පතිපත්තියක් වශෙයන් අළුත් කරනු ලැෙබ්

契約の更新はしない 原則として更新する

(අළුත් කිරීම අගැයීම් උපමානයන් මත ගිවිසුම අළුත් ෙනාකිරීමට ඉඩඇත, ෙහෝ භාරගන්නා සංවිධානය මුදල් ෙහ්තු මත ෙවනස් වී ඇත්නම් ෙහෝ 

ව්‍යාපාරික කියාකාරිත්වෙය්  පිරිහීෙම් නැඹුරුමක් නිසා ගිවිසුම අළුත් කිරීමට ෙනාහැකි නම්)

（更新の判断基準・経営難により実習実施機関を変更する等、会社の経営状況が著しく悪化した場合には、契約を更新しない場合

がある。)

Ⅱ．රැකියා ස්ථානය
就業の場所

Ⅲ．අෙප්ක්ෂිත රාජකාරීන් (රැකියා විස්තරය, කතර්ව්‍යයන් )
従事すべき業務（職種・作業）の内容

Ⅳ．වැඩකරන ෙව්ලාවල් යනාදිය

労働時間等

１．ආරම්භ කරන හා අවසන් කරන ෙව්ලාවල්   ආදිය දිනකට නියමිත රාජකාරී පැය ගණන:  විනාඩි

始業・終業の時刻等 １日の所定労働時間数 時間 分

（1）ආරම්භ කරන ෙව්ලාව ( : ) අවසන් කරන ෙව්ලාව ( : )

 始業（ 時 分） 終業（ 時 分）

（2）(අදාල ක්ර මෙව්දය)

 【次の制度が労働者に適用される場合】

අකමික ශම කමෙව්දය： ඒකක( ) අකමික ශම කමෙව්දය

変形労働時間制: （ ）単位の変形労働時間制

◎ එක් වසරක අක් රමික ශ් රම ක් රමෙව්දය අනුගමනය කරන්ෙන් නම්, තාක්ෂණික අභ් යාසලාභියාෙග් මව් බසින් පරිවතර්නයක් සමග වාෂරි්ක සංස්ථානික දින දශර්කෙය්

පිටපතක්ද, ශ් රම ප් රමිති පරීක්ෂක ෙවත ඉදිරිපත් කර තිෙබන අක් රමික ශ් රම ක් රමෙව්දය සම්බන්ධෙයන්වූ එකඟත්ව ලිපිෙය් පිටපතක්ද අමුනන්න

１年単位の変形労働時間制を採用している場合には、母国語併記の年間カレンダーの写し及び労働基準監督署へ届け出た変形労働

時間制に関する協定書の写しを添付する。

මුර කමය : පහත දැක්ෙවන රාජකාරී ෙව්ලාවල් ඒකාබද්ධ කිරීම

交替制として、次の勤務時間の組み合わせによる。

ආරම්භ කරන ෙව්ලාව ( : ) න් කරන ෙව්ලාව ( : ) දාල දින ගණන : රාජකාරී විෙව්කය : විනාඩි දිනකට නියමිත රාජකාරී පැය ගණන: පැය විනාඩි)

始業 （ 時 分） 終業 （ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

ආරම්භ කරන ෙව්ලාව ( : ) න් කරන ෙව්ලාව ( : ) දාල දින ගණන : රාජකාරී විෙව්කය : විනාඩි දිනකට නියමිත රාජකාරී පැය ගණන: පැය විනාඩි)

始業 （ 時 分） 終業 （ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

ආරම්භ කරන ෙව්ලාව ( : ) න් කරන ෙව්ලාව ( : ) දාල දින ගණන : රාජකාරී විෙව්කය : විනාඩි දිනකට නියමිත රාජකාරී පැය ගණන: පැය විනාඩි)

始業 （ 時 分） 終業 （ 時 分）（適用日 休憩時間 分 １日の所定労働時間 時間 分)

２．රාජකාරී විෙව්කය: (  ) විනාඩි
休憩時間 （ ）分

３．සතියකට නියමිත රාජකාරී පැය ගණන: පැය විනාඩි (සමස්ත වාෂරි්ක නියමිත රාජකාරී　ෙව්ලාවන්: පැය)

１週間の所定労働時間数 時間 分 （年間総所定労働時間数 時間）

４．වසරක රාජකාරී දින ගණන (1 වසර : දින;  2 වසර : දින; 3 වසර : දින)

年間総所定労働日数 （１年目 日、２年目 日、３年目 日）

５．අතිකාල වැඩ ඔව් නැත

所定時間外労働の有無 有 無

විස්තර සඳහා රැකියා නියමයන්හි සිට , දක්වා වගන්තිද සිට , දක්වා වගන්තිද සිට දක්වා වගන්තිද බලන්න

詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条

 

පුහුණුව උෙදසාවූ නියමයන් හා ෙකාන්ෙද්සි 

 පැය   

雇用条件書

実習実施機関名
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<ආකෘතිය 4 / 様式4>

Ⅴ．විෙව්ක දින 
休　日

・ නිත් ය විෙව්ක දින : සෑම ,  ජපානෙය් ජාතික නිවාඩු, ෙවනත් ( ) ・(වසරක මුළු විෙව්ක දින ගණන: දින)
定例日；毎週 曜日、日本の国民の祝日、その他 （ ） （年間合計休日日数 日）

・ අතිෙර්ක විෙව්ක: දින සතියකට/මසකට, ෙවනත් ( )
(තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභියාෙග්  මව් බසින් පරිවතර්නයක් සමග වාෂරි්ක සංස්ථානික දින දශර්කෙය් පිටපතක් අමුනන්න)

非定例日；週・月当たり 日、その他（  ）(母国語併記の年間カレンダー写しを添付する）

○ විස්තර සඳහා රැකියා නියමයන්හි සිට , දක්වා වගන්තිද සිට , දක්වා වගන්තිද සිට දක්වා වගන්තිද බලන්න

詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条
Ⅵ．නිවාඩු

休　暇

１．වාෂරි්ක වැටුප් සහිත නිවාඩු        අනුගාමී ෙලස මාස 6 ක් වැඩ කිරීෙමන් පසු→ දින

 年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合 → 日

අනුගාමී ෙලස මාස 6 ක් වැඩ කිරීමට ෙපර වාෂරි්ක වැටුප් සහිත නිවාඩු  ( ඔව්       නැත)
継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （ 有 無）

→ මාස න් පසු දින
→　　　 か月経過で 日

２. ෙවනත් නිවාඩු හිමිකම් : වැටුප් සහිත ( ) වැටුප් රහිත  ( )
その他の休暇 有給（ ）　無給（ ）

○ විස්තර සඳහා රැකියා නියමයන්හි සිට , දක්වා වගන්තිද සිට , දක්වා වගන්තිද සිට දක්වා වගන්තිද බලන්න

詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅶ．වැටුප්

賃　金

１．  මූලික වැටුප      මාසික වැටුප ( ෙයන්) ෛදනික වැටුප ( ෙයන්)  පැයක වැටුප ( ෙයන්)
基本賃金 月　給　（ 円） 日　給　（ 円） 時間給　（ 円）

(විස්තර ඇමුනුෙමහි සපයා ඇත)
（詳細は別紙のとおり）

２．දීමනා (අතිකාල වැඩ සඳහා අතිෙර්ක වැටුප් හැර)
諸手当（時間外労働の割増賃金は除く）

( දීමනාව, දීමනාව, දීමනාව)
（ 手当、 手当、 手当）

(විස්තර ඇමුනුෙමහි සපයා ඇත)
（詳細は別紙のとおり）

３．අතිකාල වැඩ, විෙව්ක දිනවල වැඩ හා ෙබාෙහෝ රෑ ගත වැඩ සඳහා අතිෙර්ක ෙගවිම්
所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

(අ) අතිකාල වැඩ                 නිත්‍යානුකූල රාජකාරී ෙව්ලාවලින් පසු කරන වැඩ  ( )％
 所定時間外 法定超 ( )％

නීත්යා නුකූල රාජකාරී ෙව්ලාවලින් පසු කරන පැය 60 ඉක්මවන වැඩ  ( )％
法定60時間超 ( )％

නීතිමය රාජකාරී ෙව්ලාවලින් පසු කරන වැඩ  ( )％
所定超 ( )％

(ආ) විෙව්ක දිනවල වැඩ. නිත්‍යානුකූල නිවාඩු    ( )％ නිත්‍යානුකූල ෙනාවන නිවාඩු ( )％
 休　　日 法定休日 ( )％ 法定外休日 ( )％

(ඇ) ෙබාෙහෝ රෑ ගත වැඩ      ( )％
 深　　夜 ( )％

４．වැටුප් කාලසීමාෙව් පියවි දිනය     ( ) සෑම මසකම, ( ) සෑම මසකම
 賃金締切日 （ ）　－毎月 日、　（ ）－毎月 日

５．වැටුප් ෙගවන දිනය ( ) සෑම මසකම, ( ) සෑම මසකම
 賃金支払日 （ ）　－毎月 日、　（ ）－毎月 日

６．වැටුප් ෙගවීෙම් කමය  මුදල් බැංකු පැවරැම්
 賃金支払方法 通貨払 口座振込み

７．ශම කළමණාකරන ගිවිසුම අනුව වැටුප් ෙගවීම්වලින් කරන අඩුකිරීම් නැත ඔව් (විස්තර ඇමුනුෙමහි සපයා ඇත)
 労使協定に基づく賃金支払時の控除 無 有 （詳細は別紙のとおり）

８．වැටුප් වධර්ක ඔව් (කාලය, ගණන යනාදිය        ), නැත

 昇　給 有（時期、金額等 ）、 無

９   පසාද දීමනා ඔව් (කාලය, ගණන යනාදිය                 ), නැත

 賞　与 有（時期、金額等 ）、 無

10   සමාප්ත දීමනාව ඔව් (කාලය, ගණන යනාදිය        ), නැත

 退職金 有（時期、金額等 ）、 無
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<ආකෘතිය 4 / 様式4>

Ⅷ．ෙස්වය සමාප්ත කිරීම 
退職に関する事項

１．සිය කැමැත්ෙතන් සමාප්ත කිරීම (අවම වශෙයන් සති ෙදකකට කලින් සභාපති,යන්තාගාර කළමනාකරු  ෙහෝ ෙවනත් උසස් නිලධාරිෙයකුට දැන්වීම)
自己都合退職の手続（退職する２週間以上前に社長・工場長等に届けること）

２．ෙස්වෙයන් පහකිරීම
解雇の事由及び手続
කියාත්මක සංවිධානය විසින් තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභියාට  ෙස්වෙයන් පහකල හැක්ෙක් තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභියාට  දින 30 ක
දැනුම් දීමකින් පසු ෙහෝ ෙස්වය කරන දින 30 ක සාමාන්‍ය   වැටුපට ෙනාඅඩු ෙගවීෙමන් පසු පබල ෙහ්තුවක් තිෙබ් නම් පමණි.
තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභියාට ආෙරෝපණය කල හැකි ෙහ්තූන් මත අභ්‍යාසලාභිෙයකුව ෙස්වෙයන් පහකරන විට, 
නිසි බලයලත් ශම පමිති පරීක්ෂණ කායර්ාල පධානියාෙග් අනුමැතිය ලැබීෙමන් පසු, පූවර් නිෙව්දනයකින් ෙහෝ සාමාන්‍ය වැටුප් වන්දියක් 
ෙගවීෙමන් ෙතාරව, කියාත්මක සංවිධානයට වහාම එෙස් කලහැක.
解雇は、やむを得ない事由がある場合にかぎり少なくとも３０日前に予告をするか、又は３０日分以上の平均賃金を支払って解雇す

る。技能実習生の責に帰すべき事由に基づいて解雇する場合には、所轄労働基準監督署長の認定を受けることにより予告も平均賃金

の支払も行わず即時解雇されることもあり得る。

○ විස්තර සඳහා රැකියා නියමයන්හි සිට , දක්වා වගන්තිද සිට , දක්වා වගන්තිද සිට දක්වා වගන්තිද බලන්න

詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅸ．ෙවනත්
その他

・ සමාජ රක්ෂණයට දායක වීම
社会保険の加入状況

( ෙස්වක විශාම වැටුප්   ජාතික විශාම වැටුප් ෙසෟඛ්‍ය රක්ෂණය ජාතික ෙසෟඛ්ය රක්ෂණය）
（   厚生年金 国民年金 健康保険 国民健康保険　　　）

・ශම රක්ෂණය සඳහා අයැදුම ( රැකියා රක්ෂණය කම්කරු හදිසි අනතුරු වන්දි රක්ෂණය)
労働保険の適用 （ 雇用保険 労災保険　　　　　　　　）

・රැකියා අවස්ථාෙව් ෛවද් ය පරීක්ෂණය: (වසර) (මාසය)
雇入れ時の健康診断 年 月

・චයර්ානුගත ප් රථම ෛවද් ය පරීක්ෂණය (වසර) (මාසය) (ඉන් පසු සෑම )
初回の定期健康診断 年 月 (その後 ごとに実施)

・තාක්ෂණික අභ්‍යාසලාභියාෙග්  අත්සන
受取人(署名）
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<ආකෘති 4 / 様式4> ඇමුණුම
別　紙

１． මූලික වැටුප : 　මාසික වැටුප ( ෙයන්) ෛදනික වැටුප ( ෙයන්) පැයක වැටුප ( ෙයන්)

基本賃金 月  給 (  円）  日　給 (  ෙයන්） 時間給 （ 円）

● පැයක වැටුප   ( ෙයන්)

時間当たりの金額（ 円）

２． මුදල හා දීමනා ගණනය කල ක් රමෙව්දය (අතිකාල වැඩ සඳහා අතිෙර්ක වැටුප් හැර)

諸手当の額及び計算方法（時間外労働の割増賃金は除く）

（a） ( දීමනාව ෙයන්/ ගණනය කිරීෙම් කමෙව්දය )

（  手当  円／ 計算方法： )

（b） ( දීමනාව ෙයන්/ ගණනය කිරීෙම් කමෙව්දය )

（  手当  円／ 計算方法： )

（c） ( දීමනාව ෙයන්/ ගණනය කිරීෙම් කමෙව්දය )

（  手当  円／ 計算方法： )

（d） ( දීමනාව ෙයන්/ ගණනය කිරීෙම් කමෙව්දය )

（  手当  円／ 計算方法： )

３． ඇස්තෙම්න්තු කල මාසික ෙගවීම (1+2): දළ වශෙයන්                    ෙයන් (එකතුව)

１ヵ月当たりの支払い概算額（１＋２） 約 円(合計）

４．වැටුප් ෙගවන විට අඩුකල යුතු අයිතම

賃金支払時に控除する項目

（a） බදු:  දළ වශෙයන් ෙයන් （b） රැකියා රක්ෂණ වාරික:  දළ වශෙයන් ෙයන්

税　金 ( 約  円）、  雇　用　保　険　料 （約 円）

（c） සමාජ රක්ෂණ වාරික:  දළ වශෙයන් ෙයන් （d） ආහාර වියදම්: ෙයන්

社　会　保　険　料 ( 約  円）、 食　費 （ 円）

（e） නිවාස වියදම්: ෙයන්

住　居　費 (  　円）

（f） ෙවනත්       (පහසුකම්) :  දළ වශෙයන් ෙයන් ( )  දළ වශෙයන් ෙයන්

その他 （水道光熱費） （約  円）、 （ ) ( 約  円）

 ( )  දළ වශෙයන් ෙයන් ( )  දළ වශෙයන් ෙයන්

（ ）（約  円）、 （ ) ( 約  円）

●  මුළු අඩුකිරීම්  දළ වශෙයන් ෙයන්

控除する金額の合計 約 円

●වැටුප් ෙගවන විට අතට ලැෙබන මුදල (රාජකාරියට ෙනාපැමිණි දින නැත්නම්)

賃金支払時に実際に支給する手取り額（欠勤等がない場合）

දළ වශෙයන් ෙයන් (අතිකාල වැඩ සඳහා අතිෙර්ක ෙගවීම් හැර)

 約 円 （時間外労働の割増賃金は除く）

වැටුප් ෙගවීම
賃金の支払い



― 127 ―

 

কািরগরী inানর্ pিশkেণর জনয্ িনেয়াগ চুি  

技 能 実 習 の た め の 雇 用 契 約 書 

 
কািরগরী inানর্ pিশkণ বাsবায়নকারী সংা                      (িনেm uেlিখত “বাsবায়নকারী সংা”) eবং কািরগরী িশkানিবশ pিশkণাথ� 

(pাথ�o aভুর্)                          (িনেm uেlিখত “কািরগরী িশkানিবশ pিশkণাথ�”), কািরগরী inানর্ pিশkেণর eকিট পৃথক 

িনেয়ােগর শতর্ াবলীেত িনেদর্িশত শতর্ াবলীর aধীেন, ei িনেয়ােগর চুিেত চুিবd হoয়ার বয্াপাের সত হেয়েছ। 

実習実施機関名          （以下「甲」という。）と技能実習生（候補者を含む。） 

          （以下「乙」という。）は、別添の雇用条件書に記載された内容に従い雇用契

約を締結する。 
 

কািরগরী িশkানিবস pিশkণাথ� “কািরগরী inানর্ pিশkেণর ()      ” sয্াটাস aফ েরিসেডেnর aধীেন জাপােন আগমন করেল eবং ei 

sয্াটােসর aধীেন aনেুমািদত দkতা aজর্ েনর জনয্ কাযর্kম শরু ুকরেল, েসi সময় েথেকi ei িনেয়াগ চুিিট কাযর্কর হেব। 

本雇用契約は、乙が、在留資格「技能実習１号  」により本邦に入国して、同在留資格の技能等を

修得する活動を開始する時点をもって効力を生じるものとする。 
 

কািরগরী িশkানিবস pিশkণাথ�র জাপােন আগমেনর pকৃত তািরখ, জাপােন আগমেনর িনধর্ািরত তািরখ েথেক িভn হেয় থাকেল, কািরগরী inাrন 

pিশkেণর িনেয়ােগর শতর্ াবলীর মেধয্ িনেয়াগ চুির েয সময়কাল (িনেয়ােগর চুির আরm eবং পিরসমাি) uেlখ করা হেয়েছ, তা জাপােন আগমেনর 

pকৃত তািরখ aনযুায়ী পিরবতর্ন করেত হেব। 

雇用条件書に記載の雇用契約期間（雇用契約の始期と終期）は、乙の入国日が入国予定日と相違した場合

には、実際の入国日に伴って変更されるものとする。 
 

যিদ, েকান কারণবশত, কািরগরী িশkানিবস pিশkণাথ�, তার sয্াটাস aফ েরিসেডn হািরেয় েফেলন, তাহেল sয্াটাস aফ েরিসেডn হািরেয় েফলার 

মহুুতর্ েথেকi, ei িনেয়ােগর চুিিট বািতল বেল গণয্ হেব। 

なお、乙が何らかの事由で在留資格を喪失した時点で雇用契約は終了するものとする。 
 

সাkয্ িহসােব, বাsবায়নকারী সংা eবং কািরগরী িশkানিবস pিশkণাথ�র sাkরযু িনেয়াগ চুি eবং িনেয়ােগর শতর্ াবলীর দিুট েসট (aিরিজনাল 

কিপ) ৈতির কের, uভয় পki eকিট কের েসট (aিরিজনাল কিপ) সংরkন করেব। 

雇用契約書及び雇用条件書は２部作成し、甲乙それぞれが保有するものとする。 
 

 

 

 

      (সাল)    (মাস)________(িদন) 

年       月        日 
  

বাsবায়নকারী সংা:                   (সীলেমাহর)   কািরগরী িশkানিবস pিশkণাথ�:    

甲                     印   乙                   
(কািরগরী িশkানিবস pিশkণাথ�র sাkর) 

 

（実習実施機関名・代表者役職名・氏名・捺印）        (技能実習生の署名)      

                                                             

JITCO ফরম 10-38
JITCO書式10－38

কািরগরী inানর্ pিশkণ বাsবায়নকারী সংা, pিতিনিধর নাম 

eবং uপািধ, সীলেমাহর 

ベンガル語版
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<ফরম 4 / 様式4>

বাংলা ফরময্াট

ベンガル語版　様式

শুধমুাt কািরগরী inানর্ pিশkণ কমর্সূিচর 1 eর েকাসর্ কািরগরী inানর্ pিশkণ কমর্সূিচর 2 eর েকাসর্ 

1号のみのコース 2号コース

pিত: (সাল)  (মাস)  (িদন)

殿 年  月 日
কািরগরী inানর্ pিশkণ বাsবায়নকারী সংা

িঠকানা

所　在　地
েটিলেফান নাmার

電 話 番 号
pিতিনিধর নাম eবং uপািধ সীলেমাহর

代表者　職　氏名 印

Ⅰ．িনেয়াগ চুির সময়কাল

雇用契約期間

１.  িনেয়াগ চুির সময়কাল

雇用契約期間

( (সাল) (মাস) (িদন) েথেক (সাল) (মাস) (িদন)

( 年 月 日 ～ 年 月 日） ○ জাপােন আগমেনর িনধর্ািরত তািরখ: (মাস) (িদন)

入国予定日 月 日
2.　 চুির নবায়ন

契約の更新の有無

চুি নবায়ন করা হেব না সাধারণ িনয়ম িহেসেব চুি নবায়ন করা হেব।

契約の更新はしない 原則として更新する

(নবায়েনর মূলয্ায়ন মানদ�, আিথর্ক কারেণ pিশkণ বাsবায়নকারী সংা পিরবতর্ন iতয্ািদর কারেণ চুি নবায়ন নাo করা হেত পাের। 

আবার েকাািনর আিথর্ক aবা uেlখেযাগয্ ভােব আরo খারােপর হেয় েগেল, চুি নবায়ন নাo করা হেত পাের।)

（更新の判断基準・経営難により実習実施機関を変更する等、会社の経営状況が著しく悪化した場合には、契約を更新しない場合

がある。)

Ⅱ．িনেয়ােগর ান

就業の場所

Ⅲ．pতয্ািশত দািয় (কােজর বণর্না, কাজগুেলা)

従事すべき業務（職種・作業）の内容

Ⅳ．কমর্ ঘnা, iতয্ািদ

労働時間等

1.   শুরু eবং েশষ হoয়ার সময় pিতিদেনর িনধর্ািরত কমর্ ঘnা: িমিনট

始業・終業の時刻等 1 日の所定労働時間数 時間   分

（1）শুর ুহoয়ার সময় ( : ) েশষ হoয়ার সময় ( : )

 始業   （    時    分） 終業（ 時 分）

（2）【pেযাজয্ পdিত】

 【次の制度が労働者に適用される場合】

aিনয়িমত �ম পdিত: aিনয়িমত �ম পdিত ( ) iuিনেট

変形労働時間制: （ ）単位の変形労働時間制

◎যিদ eক বছেরর aিনয়িমত �ম পdিত (aিনয়িমত কমর্ ঘnা পdিত) gহণ করা করা হয়, তাহেল কািরগির িশkানিবশ pিশkণাথ�র মাতৃভাষায় aনুবাদ সহকাের

বািষর্ক কয্ােলােরর eকিট কিপ eবং েলবার sয্াাডর্   aিফেস দািখলকৃত aিনয়িমত কমর্ ঘnা পdিত সিকর্ ত চুিপেtর eকিট কিপ সংযু করেত হেব।

１年単位の変形労働時間制を採用している場合には、母国語併記の年間カレンダーの写し及び労働基準監督署へ届け出た変形労働

時間制に関する協定書の写しを添付する。
িশফট িসেsম: িনmিলিখত কমর্ ঘnার সংিম�ণ

交替制として、次の勤務時間の組み合わせによる。

শুরু হoয়ার সময় ( : ) েশষ হoয়ার সময় ( : )  (pেযাজয্ িদন: িবরিতর সময়: িমিনট pিতিদেনর িনধর্ািরত কমর্ ঘnা: ঘ�া িমিনট)

始業（ 時 分） 終業（ 時 分）（適用日 休憩時間 分 1日の所定労働時間 時間 分)

শুরু হoয়ার সময় ( : ) েশষ হoয়ার সময় ( : )  (pেযাজয্ িদন: িবরিতর সময়: িমিনট pিতিদেনর িনধর্ািরত কমর্ ঘnা: ঘ�া িমিনট)

始業（ 時 分） 終業（ 時 分）（適用日 休憩時間 分 1日の所定労働時間 時間 分)

শুরু হoয়ার সময় ( : ) েশষ হoয়ার সময় ( : )  (pেযাজয্ িদন: িবরিতর সময়: িমিনট pিতিদেনর িনধর্ািরত কমর্ ঘnা: ঘ�া িমিনট)

始業（ 時 分） 終業（ 時 分）（適用日 休憩時間 分 1日の所定労働時間 時間 分)

2． িবরিতর সময়: (  ) িমিনট

休憩時間 （ ）分

3． pিত সােহর িনধর্ািরত কমর্ ঘnা: ঘ�া িমিনট (pিত বছেরর িনধর্ািরত কমর্ ঘnা: ঘ�া)

１週間の所定労働時間数  時間   分 （年間総所定労働時間数 時間）

4． pিত বছর কমর্ িদবেসর সংখয্া (pথম বছর: িদন; িতীয় বছর: িদন; তৃতীয় বছর: িদন)

年間総所定労働日数 （1年目 日、2年目 日、3年目 日）

5． oভারটাiম কাজ: হয্াঁ না

所定時間外労働の有無 有 無

িবsািরত জানার জনয্　িনেয়ােগর িবিধমালার　aনুেcদ েথেক ,  aনুেcদ েথেক , eবং aনুেcদ েথেক েদখুন।

詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条

          কািরগরী inানর্ pিশkেণর জনয্ িনেয়ােগর শতর্ াবলী 

ঘ�া

実習実施機関名

雇用条件書
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<ফরম 4 / 様式4>

বাংলা ফরময্াট

ベンガル語版　様式

শুধুমাt কািরগরী inানর্ pিশkণ কমর্সূিচর 1 eর েকাসর্ কািরগরী inানর্ pিশkণ কমর্সূিচর 2 eর েকাসর্ 

1号のみのコース 2号コース

pিত: (সাল)  (মাস)  (িদন)

殿 年  月 日
কািরগরী inানর্ pিশkণ বাsবায়নকারী সংা

িঠকানা

所　在　地
েটিলেফান নাmার

電 話 番 号
pিতিনিধর নাম eবং uপািধ সীলেমাহর

代表者　職　氏名 印

Ⅰ．িনেয়াগ চুির সময়কাল

雇用契約期間

１.  িনেয়াগ চুির সময়কাল

雇用契約期間

( (সাল) (মাস) (িদন) েথেক (সাল) (মাস) (িদন)

( 年 月 日 ～ 年 月 日） ○ জাপােন আগমেনর িনধর্ািরত তািরখ: (মাস) (িদন)

入国予定日 月 日
2.　 চুির নবায়ন

契約の更新の有無

চুি নবায়ন করা হেব না সাধারণ িনয়ম িহেসেব চুি নবায়ন করা হেব।

契約の更新はしない 原則として更新する

(নবায়েনর মূলয্ায়ন মানদ�, আিথর্ক কারেণ pিশkণ বাsবায়নকারী সংা পিরবতর্ন iতয্ািদর কারেণ চুি নবায়ন নাo করা হেত পাের। 

আবার েকাািনর আিথর্ক aবা uেlখেযাগয্ ভােব আরo খারােপর হেয় েগেল, চুি নবায়ন নাo করা হেত পাের।)

（更新の判断基準・経営難により実習実施機関を変更する等、会社の経営状況が著しく悪化した場合には、契約を更新しない場合

がある。)

Ⅱ．িনেয়ােগর ান

就業の場所

Ⅲ．pতয্ািশত দািয় (কােজর বণর্না, কাজগুেলা)

従事すべき業務（職種・作業）の内容

Ⅳ．কমর্ ঘnা, iতয্ািদ

労働時間等

1.   শুরু eবং েশষ হoয়ার সময় pিতিদেনর িনধর্ািরত কমর্ ঘnা: িমিনট

始業・終業の時刻等 1 日の所定労働時間数 時間   分

（1）শুরু হoয়ার সময় ( : ) েশষ হoয়ার সময় ( : )

 始業   （    時    分） 終業（ 時 分）

（2）【pেযাজয্ পdিত】

 【次の制度が労働者に適用される場合】

aিনয়িমত �ম পdিত: aিনয়িমত �ম পdিত ( ) iuিনেট

変形労働時間制: （ ）単位の変形労働時間制

◎যিদ eক বছেরর aিনয়িমত �ম পdিত (aিনয়িমত কমর্ ঘnা পdিত) gহণ করা করা হয়, তাহেল কািরগির িশkানিবশ pিশkণাথ�র মাতৃভাষায় aনুবাদ সহকাের

বািষর্ক কয্ােলােরর eকিট কিপ eবং েলবার sয্াাডর্   aিফেস দািখলকৃত aিনয়িমত কমর্ ঘnা পdিত সিকর্ ত চুিপেtর eকিট কিপ সংযু করেত হেব।

１年単位の変形労働時間制を採用している場合には、母国語併記の年間カレンダーの写し及び労働基準監督署へ届け出た変形労働

時間制に関する協定書の写しを添付する。
িশফট িসেsম: িনmিলিখত কমর্ ঘnার সংিম�ণ

交替制として、次の勤務時間の組み合わせによる。

শুরু হoয়ার সময় ( : ) েশষ হoয়ার সময় ( : )  (pেযাজয্ িদন: িবরিতর সময়: িমিনট pিতিদেনর িনধর্ািরত কমর্ ঘnা: ঘ�া িমিনট)

始業（ 時 分） 終業（ 時 分）（適用日 休憩時間 分 1日の所定労働時間 時間 分)

শুরু হoয়ার সময় ( : ) েশষ হoয়ার সময় ( : )  (pেযাজয্ িদন: িবরিতর সময়: িমিনট pিতিদেনর িনধর্ািরত কমর্ ঘnা: ঘ�া িমিনট)

始業（ 時 分） 終業（ 時 分）（適用日 休憩時間 分 1日の所定労働時間 時間 分)

শুরু হoয়ার সময় ( : ) েশষ হoয়ার সময় ( : )  (pেযাজয্ িদন: িবরিতর সময়: িমিনট pিতিদেনর িনধর্ািরত কমর্ ঘnা: ঘ�া িমিনট)

始業（ 時 分） 終業（ 時 分）（適用日 休憩時間 分 1日の所定労働時間 時間 分)

2． িবরিতর সময়: (  ) িমিনট

休憩時間 （ ）分

3． pিত সােহর িনধর্ািরত কমর্ ঘnা: ঘ�া িমিনট (pিত বছেরর িনধর্ািরত কমর্ ঘnা: ঘ�া)

１週間の所定労働時間数  時間   分 （年間総所定労働時間数 時間）

4． pিত বছর কমর্ িদবেসর সংখয্া (pথম বছর: িদন; িতীয় বছর: িদন; তৃতীয় বছর: িদন)

年間総所定労働日数 （1年目 日、2年目 日、3年目 日）

5． oভারটাiম কাজ: হয্াঁ না

所定時間外労働の有無 有 無

িবsািরত জানার জনয্　িনেয়ােগর িবিধমালার　aনুেcদ েথেক ,  aনুেcদ েথেক , eবং aনুেcদ েথেক েদখুন।

詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条

          কািরগরী inানর্ pিশkেণর জনয্ িনেয়ােগর শতর্ াবলী 

ঘ�া

実習実施機関名

雇用条件書

<ফরম 4 / 様式4>

Ⅴ．ছুিটর িদন

休　日

・িনয়িমত ছুিট: pিত , জাপােনর জাতীয় ছুিটর িদন, aনয্ানয্ ( ) ・(pিত বছের েমাট ছুিটর িদেনর সংখয্া: িদন)

定例日；毎週 曜日、日本の国民の祝日、その他 （ ） （年間合計休日日数 日）

・aিতিরk ছুিটর িদন: pিত সােহ/মােস িদন, aনয্ানয্ ( )

(কািরগির িশানিবশ pিশণাথ�র মাতৃভাষায় aনবুাদ সহকাের বািষর্ক কয্ােলnােরর eকিট কিপ সংযkু করেত হেব।)

非定例日；週・月当たり 日、その他（  ）(母国語併記の年間カレンダー写しを添付する）

○ িবsািরত জানার জনয্　িনেয়ােগর িবিধমালার　aনেুcদ েথেক ,  aনেুcদ েথেক , eবং aনেুcদ েথেক েদখুন।

詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅵ．ছুিট

休　暇

１．বািষর্ক সেবতন ছুিট: ধারাবািহকভােব 6 মাস কাজ করার পর → িদন

年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合 → 日

ধারাবািহকভােব 6 মাস কাজ করার পূেবর্ বািষর্ক সেবতন ছুিট ( হয্াঁ না)

継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （ 有 無）

→ িদন মােসর পর

→　　　 か月経過で 日

２．aনয্ানয্ ছুিট:           সেবতন ( ) েবতন ছাড়া ( )

その他の休暇 有給（ ）　無給（ ）

○ িবsািরত জানার জনয্　িনেয়ােগর িবিধমালার　aনেুcদ েথেক , aনেুcদ েথেক , eবং aনেুcদ েথেক েদখুন।

詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅶ．মজিুর

賃　金

１．  মলূ মজিুর: মািসক মজিুর ( iেয়ন) ৈদিনক মজিুর ( iেয়ন) pিত ঘ�ায় মজিুর ( iেয়ন)

基本賃金 月　給　（ 円） 日　給　（ 円） 時間給　（ 円）

(িবsািরত সংযুিkেত pদান করা হেয়েছ।)

（詳細は別紙のとおり）
２．ভাতাসমহূ (oভারটাiম কােজর জনয্ aিতিরk aথর্ pদান বয্তীত)

諸手当（時間外労働の割増賃金は除く）

( ভাতা, ভাতা, ভাতা)

（ 手当、 手当、 手当）

(িবsািরত সংযুিkেত pদান করা হেয়েছ।)

（詳細は別紙のとおり）

３．oভারটাiম কােজর জনয্, ছুিটর িদেন eবং aেনক রােত কােজর জনয্ aিতিরk aথর্ pদােনর হার

所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

（）oভারটাiম কাজ: সংিবিধবd কমর্ ঘার বাiেরর কাজ ( )％

所定時間外 法定超 ( )％

60 ঘা aিতkমকারী সংিবিধবd কমর্ ঘার বাiেরর কাজ ( )％

法定時間超 ( )％

িনধর্ািরত কমর্ ঘার বাiেরর কাজ ( )％

所定超  ( )％

（b）ছুিটর িদেন কাজ: সংিবিধবd ছুিটর িদন ( )％ a-িবিধবd ছুিটর িদন ( )％

休　　日 法定休日 ( )％ 法定外休日  ( )％

（）aেনক রােত কাজ: ( )％

深　　夜 ( )％
４．মজিুরর িনিদর্� সময়সীমা: ( ) pিত মােসর তািরখ, ( ) pিত মােসর তািরখ

賃金締切日 （ ）　－毎月 日、　（ ）－毎月 日

５．মজিুর pদােনর তািরখ: ( ) pিত মােসর তািরখ, ( ) pিত মােসর তািরখ

賃金支払日 （ ）　－毎月 日、　（ ）－毎月 日

６．মজিুর pদােনর পdিত: নগদ বয্াংক �া�ফার

賃金支払方法 通貨払 口座振込み

７．�িমক বয্বাপনা চুিk aনসুাের মজিুর েথেক aথর্ েকেট েনয়া হেব: না হয্াঁ (িবsািরত সংযিুkেত pদান করা হেয়েছ।)

労使協定に基づく賃金支払時の控除 無 有 （詳細は別紙のとおり）

８．মজিুর বিৃd: হয্াঁ (টাiিমং, aেথর্র পিরমাণ, iতয্ািদ ), না 

昇　給 有（時期、金額等 ）、 無

９．েবানাস: হয্াঁ (টাiিমং, aেথর্র পিরমাণ, iতয্ািদ ), না 

賞　与 有（時期、金額等 ）、 無

10．বরখাs ভাতা: হয্াঁ (টাiিমং, aেথর্র পিরমাণ, iতয্ািদ ), না 

退職金 有（時期、金額等 ）、 無
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<ফরম 4 / 様式4>

Ⅷ．িনেয়ােগর পিরসমািp

退職に関する事項

１．েscায় iফা (anত দiু সpাহ আেগ েিসেড, কারখানার বয্বsাপক, বা aনয্ানয্ u পদ মযর্াদার বয্িkেক aবিহত করেত হেব।)

自己都合退職の手続（退職する２週間以上前に社長・工場長等に届けること）

２．বরখা করা

解雇の事由及び手続

যিদ েকান েজারােলা কারণ িবদয্মান থােক, শুধুমাt েস েেti, কািরগির িশানিবস িশণাথ�েক 30 িদেনর আগাম েনািটশ িদেয় aথবা সবর্িনm 30 িদেনর �েমর গড় মজিুর দান কের,

িশানিবস কািরগির িশণাথ�েক বরখা করার েেt, েদাষ যিদ িশানিবস কািরগির িশণাথ� uপর বতর্ ায়, তাহেল বাবায়নকারী সংsা আগাম েনািটশ ছাড়াi aথবা গড় মজিুরর িতপূরণ দান ছাড়াi, 

uপযkু েলবার sয্াnাডর্   aিফেসর ধােনর কাছ েথেক aনেুমাদন পাoয়ার পর, aিবলে বরখা করেত পারেব। 

解雇は、やむを得ない事由がある場合にかぎり少なくとも３０日前に予告をするか、又は３０日分以上の平均賃金を支払って解雇す

る。技能実習生の責に帰すべき事由に基づいて解雇する場合には、所轄労働基準監督署長の認定を受けることにより予告も平均賃金

の支払も行わず即時解雇されることもあり得る。

○ িবািরত জানার জনয্　িনেয়ােগর িবিধমালার　aনুেcদ েথেক , aনুেcদ েথেক , eবং aনুেcদ েথেক েদখুন।

詳細は、就業規則 第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条

Ⅸ．aনয্ানয্

その他

・সামািজক বীমা gহণ

社会保険の加入状況

( কম�েদর েপনশন জাতীয় েপনশন sাsয্ বীমা জাতীয় sাsয্ বীমা     )

（ 厚生年金 国民年金 健康保険 国民健康保険　　　　）

・�ম বীমার েয়াগ ( কমর্সংsান বীমা �িমক দঘুর্টনা িতপূরণ বীমা        )

労働保険の適用 （ 雇用保険 労災保険　　　　　　　　　　　　）

・িনেয়ােগর সময় sাsয্ পরীা (সাল) (মাস)

雇入れ時の健康診断 年 月

・থম িনয়িমত sাsয্ পরীা (সাল) (মাস) ( তারপর, িত পর পরীা করা হেব)

初回の定期健康診断 年 月 (その後 ごとに実施)

・কািরগির িশানিবস িশণাথ�র sার

受取人(署名）

বাবায়নকারী সংsা  কািরগির iানর্ িশণ বাদ িদেত পারেব।
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<ফরম 4 / 様式4> সংযিুk

別　紙

 1.  মূল মজিুর: 　মািসক মজিুর ( iেয়ন) 　ৈদিনক মজিুর ( iেয়ন) 　pিত ঘ�ায় মজিুর ( iেয়ন)

基本賃金 月  給 (   円）  日　給 (   円） 時間給 （   円）

● pিত ঘnায় মজুির ( iেয়ন)

時間当たりの金額（ 円）

 2. ভাতার পিরমাণ eবং িহসাব পdিত (oভারটাiম কােজর জনয্ aিতিরk aথর্ pদান বয্তীত)

諸手当の額及び計算方法（時間外労働の割増賃金は除く）

（） ( ভাতা: iেয়ন / িহসাব পdিত: )

（  手当  円／ 計算方法： )

（b） ( ভাতা: iেয়ন / িহসাব পdিত: )

（  手当  円／ 計算方法： )

（c） ( ভাতা: iেয়ন / িহসাব পdিত: )

（  手当  円／ 計算方法： )

（） ( ভাতা: iেয়ন / িহসাব পdিত: )

（  手当  円／ 計算方法： )

 3. pিত মােস aথর্ pদােনর আনুমািনক পিরমাণ (1 + 2): pায় iেয়ন (েমাট)

１ヵ月当たりの支払い概算額（１＋２） 約 円(合計）

 4. মজিুর pদােনর সময় েয সকল িবষেয়র জনয্ aথর্ েকেট েনয়া হেব

賃金支払時に控除する項目

（） টয্া: 　　pায় iেয়ন （b） কমর্সংsান বীমার িpিময়াম: pায় iেয়ন

税　金 ( 約  円）、  雇　用　保　険　料 （約 円）

（c） সামািজক বীমার িpিময়াম: pায় iেয়ন （） খাবার খরচ: iেয়ন

社　会　保　険　料 ( 約  円）、 食　費 （ 円）

（） আবাসন খরচ: iেয়ন

住　居　費 (  　円）

（f） aনয্ানয্ 　(iuিটিলিট িফ): pায় iেয়ন ( ) pায় iেয়ন

その他 （水道光熱費） （約  円）、 （ ) ( 約  円）

 ( ) pায় iেয়ন ( ) pায় iেয়ন

（ ）（約  円）、 （ ) ( 約  円）

● েমাট েকেট েনয়া aেথর্র পিরমাণ: pায় iেয়ন

控除する金額の合計 約 円

● মজুির pদােনর সময়, aথর্ েকেট েনয়ার পর, pকৃত পেk েয aথর্ pদান করা হেব (কােজ aনুপিsিত iতয্ািদ যিদ না থােক)

賃金支払時に実際に支給する手取り額（欠勤等がない場合）

pায় iেয়ন  (oভারটাiম কােজর জনয্ aিতিরk aথর্ pদান বয্তীত)

約 円 （時間外労働の割増賃金は除く）

মজিুর pদান

賃金の支払い
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労働者死傷病報告の提出について 

 

 労働者が労働災害等により死亡又は休業したとき、事業者は所轄の労働基準監督署長に労

働者死傷病報告を提出しなければなりません（労働安全衛生規則第 97 条）。 

 技能実習生に係る労働者死傷病報告（労働安全衛生規則様式第 23 号）を提出する際には、

被災労働者が技能実習生であることを明確にするため、報告中の職種欄に職種とともに「（技

能実習生）」と付記してください。 

                       

 

[参考資料12]
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死 亡 事 故 報 告 書

入 国 管 理 局 長

ＪＩＴＣＯ
使用欄

案件番号

住 所

代 表 者

（

責 任 者

（役職・氏名）

JITCO駐在受理印

【実習実施機関名】

以　上

印代 表 者

電 話

印

－〒

－

（役職・氏名）

電 話

今般、当方において、死亡事故が発生しましたので、別紙のとおり、報告いたします。

〒 －

住 所

<様式14-1>

公益財団法人　国際研修協力機構　理　事　長　殿

－

年 月

）

日

殿

【 監 理 団 体 名 】

－

）（ －

責 任 者

〔参考資料13〕



― 145 ―

【送信先】（公財）国際研修協力機構　能力開発部 対策課宛      FAX ０３－４３０６－１１１５

【問合先】 ０３－４３０６－１１７５

会社名 業種

所在地
〒

従業員数 TEL

担当者名 FAX

団体名 TEL

担当者名 FAX

生年月日 性別 男　・　女

入国日 国籍

氏　　名 職種

災害発生日 　西暦　　　　  　　　  　年　　　　　月　　　　　日　　　　午前　・　午後　　　　　　時頃

作業内容 ①準備中・片付中    ②定常作業中    ③点検中    ④修理・整備中    ⑤清掃中    ⑥その他

監
理
団
体

業務災害発生状況報告書

 （提出日 　　            年  　　　月　 　 　日）　

実
習
実
施
機
関

　 　　　　　　　　　　 　 人（内実習生数　　　　 　人）

被
災
実
習
生

　　　　　　 　　　　年　　　　　　月　　　　　日 　（被災時　　　　歳）

　　　　　　　　 　　年　　　　　　月　　　　　日 

災
害
発
生
状
況

発生場所

事故の状況

（作業内容・
事故原因の

機械等）

労災保険請求 請求済み 　・　 未請求 労働保険番号

傷病部位
傷 病 名

療養の期間 ヶ月程度/           　日程度   その内休業期間 （見込み）　　　ヶ月程度/     　日程度   

傷病の経過
　　　　　　　　年　　　　月　　　　日現在　（治癒 ・ 転医 ・ 中止 ・ 治療継続中 ・ 帰国 ・ 死亡）

〔参考資料14-1〕
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【送信先】（公財）国際研修協力機構　能力開発部 対策課宛      FAX ０３－４３０６－１１１５

【問合先】 ０３－４３０６－１１７５

会社名 業種

所在地
〒

従業員数 TEL

担当者名 FAX

団体名 TEL

担当者名 FAX

生年月日 性別 男　・　女

入国日 国籍

氏　　名 職種

災害発生日 　西暦　　　　  　　　  　年　　　　　月　　　　　日　　　　午前　・　午後　　　　　　時頃

監
理
団
体

通勤災害発生状況報告書

 （提出日 　　            年  　　　月　 　 　日）　

実
習
実
施
機
関

　 　　　　　　　　　　 　 人（内実習生数　　　　 　人）

被
災
実
習
生

　　　　　　 　　　　年　　　　　　月　　　　　日 　（被災時　　　　歳）

　　　　　　　　 　　年　　　　　　月　　　　　日 

療養の期間 ヶ月程度/           　日程度   その内休業期間 （見込み）　　　ヶ月程度/     　日程度   

災
害
発
生
状
況

発生場所

事故の状況

労災保険請求 請求済み 　・　 未請求 労働保険番号

傷病部位
傷 病 名

傷病の経過
　　　　　　　　年　　　　月　　　　日現在　（治癒 ・ 転医 ・ 中止 ・ 治療継続中 ・ 帰国 ・ 死亡）

〔参考資料14-2〕
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【送信先】（公財）国際研修協力機構　能力開発部 対策課宛      FAX ０３－４３０６－１１１５

【問合先】 ０３－４３０６－１１７５

会社名 業種

所在地
〒

従業員数 TEL

担当者名 FAX

団体名 TEL

担当者名 FAX

生年月日 性別 男　・　女

入国日 国籍

氏　　名 職種

災害発生日 　西暦　　　　  　　　  　年　　　　　月　　　　　日　　　　午前　・　午後　　　　　　時頃

監
理
団
体

通勤災害発生状況報告書

 （提出日 　　            年  　　　月　 　 　日）　

実
習
実
施
機
関

　 　　　　　　　　　　 　 人（内実習生数　　　　 　人）

被
災
実
習
生

　　　　　　 　　　　年　　　　　　月　　　　　日 　（被災時　　　　歳）

　　　　　　　　 　　年　　　　　　月　　　　　日 

療養の期間 ヶ月程度/           　日程度   その内休業期間 （見込み）　　　ヶ月程度/     　日程度   

災
害
発
生
状
況

発生場所

事故の状況

労災保険請求 請求済み 　・　 未請求 労働保険番号

傷病部位
傷 病 名

傷病の経過
　　　　　　　　年　　　　月　　　　日現在　（治癒 ・ 転医 ・ 中止 ・ 治療継続中 ・ 帰国 ・ 死亡）

い

発生事由の詳細について以下記載

今後の対処方法

Ｊ

経営悪化

不正行為認定 実習実施機関と技能実習生との間の諸問題

その他 （ ）

月 日

印

発生事由 倒産

－

日

JITCO駐在受理印案件番号

年

（写し　公益財団法人　国際研修協力機構　行）

（ＴＥＬ） （ ）

<様式15>

西暦

ＪＩＴＣＯ
使用欄

技能実習管理責任者
役職・氏名

入国管理局長 殿

監理団体名

実習実施機関名

技能実習管理責任者 印
役職・氏名

－

）（ＴＥＬ） （ － －

実習継続不可能事由発生報告書

記

発生日 年 月

〔参考資料15〕
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